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はじめに

IFC（国際金融公社）とは：

IFC は、途上国の民間セクター向けに資金を提供する国際機
関としては最大の規模を誇り、貧困削減と人々の生活向上を
実現する一手段として、同セクター向け投融資を持続可能な
形で促進しようとしています。さらに、開発効果を最大限に引
き上げるため投融資とアドバイザリー・サービスを組み合わせ
て実施しています。

IFC の加盟国は、日本も含め 182 ヵ国に上ります。米国ワシ
ントン DC に本部を置く IFC は、東京に加え、途上国を中
心に世界 130 ヵ所に事務所を設けています。IFC は世界銀行
グループの一機関ではありますが、法的にも財政的にも独立
した組織となっています。

• 民間セクターへの投融資の支援を目的として1956年に設立
• 世界銀行グループで民間セクターの開発を担当
• 商品とサービス：出資、準出資、長期融資、リスクマネジメント、
地場通貨建て融資、アドバイザリー・サービスなど

• 信用格付け：AAA（安定的）
• 現在の加盟国：182カ国（日本は米国に続く第二の株主）
• 世界各国に3,400名以上の職員

IFCの特徴

拠  点

• 本部：米国ワシントンDC
• グローバル展開：130カ国以上の国にて業務展開
• ローカル展開：100カ国以上の国に現地オフィスを配置

IFC組織概要 

BOPとは：

BOPは Base of the Economic Pyramidの略であり、世界の経済ピラミッドの下層部で生活する貧困層の人々を指します。

世界銀行による調査『Voices of the Poor』（貧しい人々の声：私たちの声が聞こえますか）で実施された 2万件のインタビューでは、
収入がないだけでなく、より根本的な問題として、商品やサービス、経済的な機会にアクセスできない、と貧困者は訴えています。

「どこにも仕事がありません」（エクアドルの女性） 
「私たちは、空気と同じくらい切に水を欲しています」（キルギスの女性） 
「健康な人でも診療所に行けば誰もが病気になって出てきます」（エジプトの男性）

多くの場合、BOP層の人々は、品質の劣る商品やサービスを受け取っています。彼らは往々にして、安定した仕事、事業機会、水道、
電力、整備された道路、近代的な通信環境、保健医療、教育、または金融サービスへのアクセスがありません。あるいは、市場
が有効に機能していないために、こうしたサービスに対して、高所得層の人より高い費用を支払うことを余儀なくされており、こ
の現象は「貧困ペナルティ」（貧しいがゆえの不利益）として知られています。

こういった状況を受けて、IFCでは、購買力平価を換算した収入による基準のみならず、基本的な商品やサービス、経済的な機
会へのアクセスの欠如も基準に含め、BOPを定義しています。

インクルーシブ・ビジネスとは :

BOP層はこれまで援助または慈善事業の対象として見られが
ちでした。しかし、1998年にプラハラード博士とスチュアート
博士が、「BOP層は企業にとって注目すべき市場である」と提
唱してから、現在まで BOP層を巻き込んだビジネスは世界中
で進展を遂げています。IFCでは、BOP層を消費者、生産者、
流通業者、あるいは小売業者として位置づけバリューチェーン
に組み込んだ、ビジネスとして成立しかつ規模を拡大できる
事業モデルをインクルーシブ・ビジネス・モデルと呼んでいます。
これは、慈善事業や社会的責任活動（CSR）と一線を画した、
企業の本業としてビジネスを行うモデルです。

バリューチェーン

 消費小売 流通生産・供給

バリューチェーン

インクルーシブ・ビジネスは、40億人に及ぶ BOP層をターゲッ
トにできる可能性を秘めています。1
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出典：『次なる 40億人 - 経済ピラミッドの底辺の市場規模とビジネス戦略』
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ビジネスチャンスとしてのインクルーシブ・ビジネス

ＢＯＰ層は多様なニーズを抱えていますが、そのニーズを満た
すだけの十分な供給が行き渡っていないのが現状です。その
ギャップを改善するためには、資金源を寄付や補助金に依存
せず、民間投資を活用することが必要です。持続可能性と規
模の拡大を達成できるビジネスだからこそ、財やサービスへの
アクセスが欠如している人々の、経済への包括的な参加が可
能となります。

インクルーシブ・ビジネスは、新興国での大きな成長分野とな
ると見込まれています。開発途上国の民間セクター向けの投
融資を行っている IFCでは、BOP層への直接的な開発効果
のある総合的なプロジェクトへの投融資を強化しています。

インクルーシブ・ビジネスのターゲット

持続可能な経済成長への貢献

高い

低い 高い

収入機会や
サービスへ
のアクセス
向上

インクルーシブ・
ビジネス

インクルーシブ・ビジネスのターゲット

IFCとインクルーシブ・ビジネスの歩み

IFCは、インクルーシブ・ビジネスが耳目を集める前から、
過去 10年以上にわたって実際に BOP層を支援してきました。
IFCの顧客は、すでに多くのプロジェクトで BOP層をビジネ
スの担い手としてバリューチェーンに組み込み、BOP層に財
やサービスを提供しています。特筆すべき点は、各社がインク
ルーシブ・ビジネス・モデルを採算の取れる方法で行っている
点です。

IFCは 1956年の設立以来、世界のほとんどの途上国で活動
し、各市場でのネットワークを確立してきました。いくつかの
BOP案件では、融資や資本参加などの資金面での支援と技
術支援を組み合わせることによって、より総合的な BOP支援
が可能になっています（右の地図の赤い部分が、総合的支援
を行っている国）。IFCがこれまで行ってきたインクルーシブ・
ビジネス案件の開発効果を IFCの他の案件と比較したところ、
非常に高い社会的利益を生み出すことが分かりました。また、

投資リターンについても他の投資案件と比べて全く遜色のな
い利益を生み出しており、経済的効果と開発効果が両立して
いることが、IFCのインクルーシブ・ビジネスの特徴です。

█ 投融資

█ 技術支援

█ 総合的支援

インクルーシブ・ビジネス実績のある国

「インクルーシブ・ビジネスは、イノベーション、経済成長、競争力強化のための新たな機会をもた
らすことができるため、企業にとって注目すべきビジネスモデルです。また、継続的な補助金の注入
を必要とせず、持続可能で自発的に拡大していくビジネスは開発効果を促進する可能性を秘めてい
るため、二国間および多国間のドナー、財団、政府、市民社会団体にとっても興味深いと言えます。 
貧困者にとっては、経済的な機会を含め、サービス、選択肢へのアクセスが拡大し、生活の向上へ
とつながります」2
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日本のインクルーシブ・ビジネスにおける可能性

日本市場が成熟化する中、成長が著しい新興国の市場機会を捉えることは喫緊の課題となっています。日本企業の持つ優れた技
術、高い商品開発力や海外拠点は、新興国のBOP市場を開拓する上でも大きな武器になります。しかし、インクルーシブ・ビジ
ネスを展開するためには、低所得者層に浸透するための広範囲の販売網や、現地パートナーとの連携、資金調達や経営手法のイ
ノベーションなど、ユニークなビジネスモデルを構築する必要があります。IFCはこれまで蓄積してきた経験をもとに、ノウハウ
を共有し、日本企業の新興国・途上国におけるBOP市場参入を支援していきます。

本書の位置づけ

IFCは、開発コミュニティにおいて、顧客やドナーとともにインクルーシブ・ビジネスを推進するため、様々な活動に取り組んでき
ました。2010年 10月 7～ 8日のイベント、「インクルーシブ・ビジネスの成功例：BOP層の機会とアクセスの拡大に向けて」は
その一環であり、様々なセクターから経験豊富な専門家 120人以上が一堂に会し、互いの成功体験から教訓を得る機会となりま
した。このイベントは、IFCの顧客がそれぞれの企業、そして BOP層のために、より迅速にインクルーシブ・ビジネス・モデル
を拡大させ、さらに優れた成果をあげるために必要な情報やイノベーションの流れを促進する、広範な取り組みの一環です。

本書は当イベントでの報告にもとづいて著したものです。本書が契機となり、日本におけるインクルーシブ・ビジネスに関する議
論が活発化し、ＢＯＰ層を巻き込んだビジネスが積極的に広がることを願っています。
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インクルーシブ・ビジネスの成功例

IFCは、2009会計年度だけで、インクルーシブ・ビジネス・モデ
ルを実践する 35超の顧客企業に 7億 8,000万ドルを投じました。
IFCのポートフォリオ全体では、インクルーシブ・ビジネス・モデル
を実践する顧客数は 150を超えています。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを展開している企業は、業界の領域を超えた 5つの中核的
課題に対処する必要があることが、顧客の経験や調査結果により明らかになりました。各課題
に対して企業が採用する対策の傾向が現れ始めています。さらには、一般にパートナーシップ
の構築やテクノロジーの活用が、原動力としての役割を果たしています。

これらの課題、対策、原動力を以下に示します。

課題 原動力 対策 対策の概要 例

顧客範囲の拡大

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
構
築

流通チャネル 
（流通網）の共有

既存のチャネルを有する組織と提携する
ことにより、迅速に範囲を拡大する

医療関連会社が健康関連製品を販売し
サービスを提供する際に、農村地域にお
ける農業関連事業の拠点を活用する

非公式チャネル 非公式経済で操業している零細・中小企
業をチャネルとして活用する

モバイル通信会社が、家族経営の店舗
やキオスクを通じて通話時間のプリペイ
ドカードを販売する

ミニ・フランチャイ
ズ

零細起業家向けに、標準化した小規模
のフランチャイズの機会を提供する

村落電話のオペレーターが「キット」を
購入し、通話時間を分単位で委託販売
する

地域密着型代理店・
仲介者

分散して居住している顧客に対し商品や
サービスを提供するため、現地の人々を
雇用し代理店ネットワークを形成する

携帯 POS端末を携えた販売員が、戸
別訪問で顧客の金融取引を行う

ハブアンドスポー
ク

集約されたハブが、衛星センターをサポー
トしコストを分担する

比較的小さな都市の病院が、遠隔治療
を介してより大都市の病院にいる専門家
を活用する

金融サービスへ
のアクセス促進

キャッシュローン 現金による資金提供、または子会社や第
三者を通じた現金へのアクセスを促進す
る

農産物のバイヤーが直接貸与するか、サ
プライヤーをパートナーの金融機関に紹
介する

現物支給の運転 
資本貸付

掛けで投入資材または在庫を提供する 卸売業者が小規模な小売業者に対し、2
週間の支払猶予を与える

マイクロリース 定期分割払いによる返済を前提として、
生産的資産を販売する

販売業者または金融機関が顧客に対し、
12カ月の分割払いによるミシンの支払い
を許可する

次ページに続く
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課題 原動力 対策 対策の概要 例

発想と行動の 
転換

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
構
築

上昇志向型マーケ
ティング

広く浸透した社会および文化的な憧れに
訴えてブランドを構築する

水道または浄水会社が、健康上への利
益ではなく洗練された外観によって清浄
水を売り込む

試用販売 BOP層が商品やサービスの価値を確認
または体験できるようにする

農業投入資材の販売業者が、様々な品
種作物の丈を実際に示すため、小区画
の土地に種をまく

コミュニティネット
ワーク

信頼関係を通じて口コミによる支持を広
める

保険業者が、女性の自助グループを通じ
て健康保険を売り込む

トレーニング 必要な知識やスキルを構築し、BOP 層
の能力向上を図る

金融リテラシーのトレーニング

当事者意識 ビジネスに金銭的、心理的、もしくは運
営面で利害関係を持つことによって協力
意識を高める

地域コミュニティに水の使用を監視させ
ることで、利用者の支払い意欲を高める

適正商品と 
サービスの設計

小袋・小分け 
ビジネス

少量（または使い捨て）包装・小分けに
する

強力粉を 1杯単位で販売する

モジュール式 単独または他と組み合わせることで価値
のある部品を個別に販売する

住宅を自分で建設するための建築資材を
「1部屋単位で」販売する

共用アクセス 固定費を分担するため、資産を複数のメ
ンバーで利用する

村落電話事業者が電話を購入し、利用
時間 1分単位で販売する

実質本位の商品と 
サービス

消費者にとって可能な限り低価格で必要
最低限のニーズに合うよう設計する

余計なプログラムを省いた職業教育

プロセスの単純化
（通称「パラスキリ
ング」）

高度な作業を、公式資格を持たないス
タッフでも比較的低コストで行えるよう、
標準化したり細分化したりする

地域の医療従事者が低コストの診療を
行い、一般的な病気を治療する

価格設定および
支払い方法の 
策定

プリペイド 顧客が、使用する商品やサービスの料金
を現金があるときに前払いする

硬貨やカード式のメーターを介して、世
帯の電気料金を前払いする

利用回数制 顧客は、使用した分の料金だけを支払う 携帯電話では、サービス契約による一括
料金ではなく、1分単位の利用料を設定
する

段階的価格設定 支払能力に応じて異なる価格を設定する 比較的高所得の世帯でエネルギー料金
を高くすることで、より低所得の世帯と
の採算を取る

補助金 商品やサービスの購入の際、BOP層に
直接補助金を供与、または補助金を利
用できるよう支援する

水道会社が、政府の補助金を利用して
低所得世帯の水道料金を下げる
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BOP層を対象にしたビジネスでは、同じような考えを持つ企業が採用する対策のパターンを見
極めることで、インクルーシブ・ビジネス・モデルを迅速に開発し、より良い成果をあげること
ができます。どの対策をいつ使うか、またそうした対策を特定の市場分野や経営環境に合わせ
てどう調整するかを理解することが重要です。

業界、国、社会、文化、政治の状況によって、企業が実践する対策の範囲は影響を受けます。
例えば、プロセスの単純化（コスト削減のため、保有資格が少ないスタッフでも対応できるよう、
サービスの提供を標準化したり細分化したりする対策）は、多くの場合効果があります。しかし、
資格を持つ専門家を必要とする分野が規制によって広く定義されている場合、この対策では不
十分です。例えば、医療業界におけるインクルーシブ・ビジネス・モデルでは、強力な診断ツー
ルを備えた熟練の医療スタッフを活用して、一般的な病気の発見と治療を行い、専門の医師は
より複雑な症状にのみ集中できるようにしていますが、このアプローチは規制によって免許薬剤
師による医薬品の処方や調剤を制限している国では実現できません。

業界、国、社会、文化、政治の状況によって、対策を実践する方法も異なり、環境によって同
じ対策でも異なった形式で顕在化します。例えば、住宅業界では商品やサービスの設計をモ
ジュール化することによって、顧客は 1部屋単位で建設できるようになります。教育では、生徒
に対し、学位取得のための認定コースを単独または組み合わせで提供する場合があります。あ
るいは、農村地域で流通チャネルの共有機会を求めている企業は、マイクロ灌漑事業を行う農
家の協同組合や、マイクロ保険を手がける女性の自助グループをターゲットにできるでしょう。

Jain Irrigation Systems、インド
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インクルーシブ・ビジネス・モデルを実践するには、適切な対策を選択し適応させる必要があり 
ます。これは、企業が新たな経営環境や市場分野を模索する中で、トライアンドエラーの連続 
となるかもしれません。2010年 10月 7～ 8日のイベント、インクルーシブ・ビジネスの成功
例：BOP層ビジネスの機会とアクセスの拡大に向けてでは、インクルーシブ・ビジネスにおけ
る最も複雑な 3つの課題領域において、IFCの顧客各社がどのようにこれを解決したのかが参
加者たちに共有されました。

 ・流通ネットワークを通じた顧客範囲の拡大
 ・金融サービスへのアクセス促進
 ・発想と行動の転換による潜在的なニーズの引き出し

さらに本会議では、企業がインクルーシブ・ビジネス・モデルをより効果的に開発する上で、 
ドナーの新しいプログラムがどのように役立つのかについての説明がありました。また、参加企業 
は、インクルーシブ・ビジネス・モデルに着手し、拡大するにあたって必要な業務に適用できる、
実用的な洞察を共有しました。次項では、鍵となる洞察を要約しています。

Zainの支援によって設置された村の電話
オペレーター、マダガスカル
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注目の成功例

1. 流通ネットワークを通じた範囲の拡大

営業利益率が低くなりがちな BOP層を対象としたビジネスでは、収益性を保つために規模の
追求が必要になります。商品を大量にさばくためには、商品やサービスを BOP層の対象顧客
に提供できる流通ネットワークが必要です。BOP層の顧客は、インフラが貧弱で人口が分散し
ている郊外や地方の農村部など、手の届きにくい地域に居住していることが多いため、こうした
ネットワークの構築は特に困難です。結果として、既存の流通チャネルは貧弱なものとなってい
ることが多々あります。

企業の中には、利用可能なネットワークを既に有しているところもあれば、BOP市場に合わせ
たネットワークを新たに構築しているところもあります。さらには企業、市民社会団体、そして
時には政府機関との提携によって第三者のネットワークの利用を試みているところもあります。
加えて、テクノロジーの活用が重要な原動力として浮上しており、テクノロジーを駆使することに
より多くの企業では費用対効果の高い形で自社の流通ネットワークの範囲を管理し、拡大して
います。

本会議では、Coca-Cola Sabco、CEMAR、Dialog Telekom、Anhangueraが顧客対象範囲
を拡大するために採用している成功例をパネリストたちが共有しました（下記 1.1～ 1.4参照）。
議論の中で浮かび上がった主なテーマを以下に要約します。

下記 1.1:：Companhia Energética do Maranhão（CEMAR）、エネルギー、ブラジル

CEMARは配電会社で、ブラジルで最も貧しい州の 1つであるマラニョン州にサービスを提供しています。
同社は 2004年以来、誰もが電力を利用できるようにすることを目指したブラジル政府のプログラム「Light 
for All」（すべての人に電気を）に参加しています。CEMARは、顧客対象範囲を拡大し、サービス品質を高め、
商業的損失を抑制するため、自社の流通ネットワークを近代化し拡大しました。このプログラムの鍵を握
る要素の 1つは、CEMARと政府の連携にあります。政府は、CEMARがエネルギーを手頃な価格に抑
えながらも、必要なインフラの資本コストを賄えるよう、助成金や補助金を支給しています。

下記 1.2：Coca-Cola Sabco、消費財、東アフリカ

コカ・コーラ社は、世界中で非公式の流通ネットワークを活用し、従来の流通モデルでは届きにくい地域
の顧客に商品を提供しています。東アフリカでは、コカ・コーラ社のボトリング会社である Sabcoが零細
起業家と協力して、トラックが入れず商品が届きにくい人口の密集した都市部にあるレストランや個人経営
のキオスクなど小規模な小売業者に商品を提供しています。Sabcoは、これらの起業家たちが低コストの
手動配送センターを設立して、少量の飲料製品を台車などの手動による配送方法で定期的に店舗に届けら
れるよう支援しています。

下記 1.3：Anhanguera、教育、ブラジル

Anhanguera Educacional Participacões S.A.はブラジル最大の中等後教育機関で、2009年の学生
数は 75万 5000人を超えています。Anhangueraは 2004年に設立されましたが、現在では西半球のど
の教育機関より多い学生数を誇っています。キャンパス、職業訓練センター、遠隔教育を利用する 3階層
の流通モデルを構築することで、国内全ての州の学生に対象を広げることが可能となりました。

下記 1.4: Dialog Telekom PLC、モバイル通信、スリランカ

Dialogはスリランカの大手モバイル通信サービスプロバイダーで、2009年時点の契約者数は 650万人に
のぼり、4万以上の独立小売業者（このうち15％は未登録業者）を活用して農村部の住民にまで対象顧客
範囲を広げています。Dialogの小売業者の81％は、これまで正式な実務トレーニングを受けたことがなかっ
たため、トレーニングを受けることで成長し、自社に対してロイヤリティが生まれました。こうした仕組み
を通じて Dialog自身の市場浸透度が高まり、競争力も強化されています。

Coca-Cola Sabcoの手動配送センター、タンザニア
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経営とプロセスの革新（プロセス・イノベーション）を通じた費用対効果の改善

ある会社が指摘したように、「（私たちのインクルーシブ・ビジネス・モデルに対する）アイデアは、いずれも費用対効果の高い流
通に関連しています」。収益性を達成し維持する上で、費用対効果の確保は不可欠です。

このためには、時に企業の経営またはビジネスモデルを根本的に変更する必要があります。当初は公的機関だった CEMARは、
経営層のスリム化、経費、調査、監査のための新システムの開発、請求および支払い用ソフトウェアへの投資、標準プロセスの
策定による集金代行業者の効率化を行いました。

CEMARをはじめとする企業にとって重要な対策は、商品とプロセスを標準化することでした。Anhangueraでは、標準化され
たカリキュラムを開発することで、パートタイムの教師たちがコースの質や内容を妥協せず、容易かつ手頃な価格でトレーニング
を受けることができるようになりました。Coca-Cola Sabcoは、情報、商品、現金の流れに注目し、それぞれに対してプロセスやツー
ルを標準化し、様々な作業を担う人々の中で明確な分業体制を確立しました。これにより、同社の手動配送センター（MDC）に
おける売上の把握を容易にし、生産性を高めると同時に、Sabcoのスタッフの拘束時間を最小化する、シンプルで可視化された
管理ツールが実現しました。

こうしたいくつかの例が示すように、テクノロジーの活用は費用対効果を確保する上で不可欠な役割を果たします。それは、遠隔
教育を介してAnhangueraが行ったように商品・サービスを「バーチャルに」届けるためであれ、ビジネスプロセスを改善するた
めであれ、同様のことが言えます。ただし、テクノロジーの活用には大規模な先行投資が必要になる場合があります。

顧客にアクセスできればいいというわけではない̶顧客の生活に触れることが重要

真に顧客にアクセスするには、物理的アクセス以上のものが求められます。企業は、流通ネットワークのみならず、その上に成り
立つ顧客基盤を構築する必要があります。これはつまり、BOP層のニーズを満たす商品・サービスを開発して、顧客がこれらの
商品に信頼を寄せ、使い方を理解し、実際に日々の生活に取り込んでもらうようにすることを意味します。

例えば Dialogにとって主な焦点は、携帯電話とプリペイドカードを配布すること以上に、関連するコンテンツを作成して企業と
地域社会のつながりを構築することにあります。Dialogは、NGO（非政府組織）、地域団体、および「インフォミディアリ」（情
報仲介事業者）と呼ばれる地域の起業家を通じて、消費者の生活に新たな価値を生み出すことで、携帯電話を使用してもらうた
めに必要な信頼と能力を構築しています。CEMARの場合、BOP層で強力な顧客関係を築くためには、最寄りの支払いセンター
までかなりの距離を移動しなければならない農村地域の顧客が毎月ではなく3～ 4カ月ごとに支払いができるよう、ラストマイル
の課金体系を変更する必要がありました。また、Anhangueraの場合に鍵となったのは、学生が卒業後により良い仕事に就ける
ようにする労働市場を意識したカリキュラムにありました。

流通チャネル共有機会の探求

流通ネットワークを構築する際、現存するチャネルに目を向けて、コスト削減や既に築かれた信頼関係の活用に役立てることがで
きるか検討することが重要です。特に地方の、地理的に分散した住民にアクセスしようとしている企業の場合は、これ以外の流
通方法では費用対効果が得られないかもしれません。マージンが低い地域では、単体の商品のために流通チャネルを確立しても、
採算が取れない可能性が大きいのです。

業界によって、流通チャネルの共有が容易な場合もあればそうでない場合もあります。例えば、電気通信セクターでは携帯ネット
ワーク自体が流通チャネルであり、音声やテキストだけでなく、モバイルバンキング、健康、教育などの情報やサービスを提供す
るために利用することもできます。場合によっては、Tribancoのような既存の小売ネットワークを利用して商品を販売したり、あ
るいは電気料金のようなサービスの支払いを回収したりできます。ただし、必ずしもその逆が有効とは限りません。例えば、ブラ
ジルの電気業界のような規制が厳しい業界では、他の目的で企業の支払いセンターを利用することに障壁がある場合があります。
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2. 金融サービスへのアクセス促進

BOP層の人々のキャッシュフローは限られており、不定期かつ予測できないもので、多くの場合インクルーシブ・ビジネス・モデ
ルを実践するには融資が必要です。BOP層の人々は、サプライヤー、流通業者、小売業者として、農業投入資材から携帯電話
や商品在庫に至るまで、通常のビジネスサイクルの一環として購買のための融資を必要とします。また消費者として、高額商品（家
庭の水道接続機器、通院、教育など）や日々の生活必需品（非耐久消費財）の購入についても、代金の支払いを行うための融
資が必要です。

多くの BOP層の人々は正規の銀行システムにアクセスができません。そのため、多くの場合企業自らが彼らに融資を行ったり、
より適切な知識や能力を持つマイクロファイナンス機関、銀行、政府などとの関係を通じて融資を促進したりしています。また、
農業生産性や金融リテラシートレーニングなど、借り手の返済能力を高めるための能力開発を提供する企業も数多くあります。

本会議では、Tribanco、ECOM、Apollo Hospitals、Jain Irrigation Systemsの各パネリストたちが、BOPのサプライヤー、
小売業者、消費者向けに金融サービスへのアクセスを提供または促進するために、自社で採用している成功例を共有しました（下
記 2.1～ 2.4参照）。議論の中で浮かび上がった主なテーマを以下に要約します。

下記 2.1：Tribanco、金融サービス、ブラジル

Tribancoは、ラテンアメリカ最大の卸売業者で流通業者でもあるGrupo Martinsの金融部門で、ブラジルで 30万を超える零細・中小企業の
小売業者にサービスを提供しています。Tribancoは、顧客の成長が自社の成長を支えていることを認識しており、在庫購入や店舗改装のために
Tribancoを通じて中小・零細企業の顧客 15万社に貸し付けを行っています。また、Martinsネットワークの店舗を訪問して最も起業家精神に
溢れた店舗を特定することにより、どの店舗に融資するかを決定しています。Tribancoはさらに、店舗オーナーの推薦に基づいて自社ネットワー
クの店舗の買い物客に 404万枚のクレジットカードを発行しましたが、その多くは過去にクレジットを利用したことがありませんでした。

下記 2.2：ECOM、農業関連産業、中米

ECOMは、世界規模の農産物商品取引企業（商業作物商社）です。同社は中米全体にわたり、季節に応じて厳選された中期融資を行うことにより、
小農地所有者の農家が投入資材の購入、農作物の維持管理、収穫を含む生産サイクルの資金を賄えるよう支援しています。ECOMは農家を直
接訪問し、生産能力を見積もって必要な貸付の規模（通常は 1,000ドル未満）を決定します。その後、クレジットの承認からモニタリングや貸付
に至る融資プロセスを管理します。

下記 2.3：Apollo Hospitals、医療、インド

Apollo Hospitalsはインド最大の民間医療団体の 1つです。Apollo Reach病院は、インドの比較的小規模な都市およびその周辺の地方や近
隣の郊外地域にサービスを提供しています。Apollo Reach病院では、低所得の患者が無理なく治療費を支払えるようにするため、貧困ライン
を下回る家庭向けにインド政府が導入した国民健康保険制度を利用しています。この制度は、5人家族で最大 3万ルピー（659ドル）の治療費
をカバーします。受給者は加入時に 30ルピー（0.66ドル）を支払う必要がありますが、保険料は中央政府と州政府が負担します。

下記 2.4：Jain Irrigation Systems（JISL）、農業関連産業、インド

インドに拠点を置くJISLは、世界最大の効率的灌漑システムメーカーであり、果物の大手製造加工業者でもあります。JISLは、Yes Bank、
Central Bank of India、IDBI Bankをはじめとする銀行との関係を通じて、農家が灌漑システムを購入するための融資を促進しています。これ
らの銀行は、一部の州で提供されているマイクロ灌漑システム向けの補助金の交付の窓口になっており、補助金では足りない資金をクレジットと
して提供する場合も多くあります。5ヘクタール未満の土地を耕作している農家は、50％の補助金を受け取っています。点滴灌漑システムの貸付
平均額は農家 1世帯あたり約 817ドルです。
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企業のバリューチェーンに対する融資は、BOP層を対象としたコアビジネスの一環である

多くの企業が、単に商品を売買するだけでなく、サービスを提供することを自社のビジョンとして明確化しました。したがって、サ
プライヤー、小売業者、または顧客への融資は各社のコアビジネスの延長であり、各社が提供するフルサービスの一環です。企
業が成長して競争力を保つには、自社のサプライヤーや顧客の成長を支援することにより、自社サービスへの需要を維持する必
要があります。ある企業は、「小規模小売業者の成長を支援することで当社も成長する」ことから、バリューチェーンに対する融
資は自社事業の中核を成していると説明しました。

現地市場の知識・知見を活用することで、信用リスクを緩和できる

さらに、融資を行う企業は現地市場の知識と顧客との関係に基づいて融資を実行します。例えば、ECOMは定期的に農家を訪
問して、彼らが確実に返済できるよう、生産能力に基づいてクレジットを発行します。Tribancoは、売上成績のいい小売業者に
クレジットを与え、彼らの知識を活用して、どの顧客がクレジットカードを得るべきか決定します。近隣にサービスを提供するこ
れらの小売業者は顧客を誰よりも良く知っているので、誰に返済能力があるか決定するのに相応しい立場にいるのです。こうした
クレジットの付与は、Tribancoの新しいビジネスとなることに加えて、親会社の卸売業者 Grupo Martinsに対する信頼とロイヤ
リティを強化することにもなり、付加的な利点をもたらします。このことは、ライバルが多く競争の激しい市場においては重要な
意味を持ちます。

効果的な融資は他の支援策に補完されて、より完全なソリューションとなる

時に、借り手の返済能力を高めるため、農業生産性や金融リテラシートレーニングなどの教育または能力開発によって融資を補
完することがあります。Tribancoは、クレジットの利用について店舗のオーナーや従業員を教育しています。ECOMは、生産性
を高め、品質基準に準拠する技法を確実に活用するため、農家に技術支援を行っています。Jain Irrigationは、次のように説明
しています。「小規模農家とビジネスを行うには、当社の灌漑製品だけでなく他の農業投入資材、融資、知識も含む完全なソリュー
ションを提供する必要があります。私たちは、農家が当社の機器の使い方をしっかり把握するとともに収穫量が確実に増えるよう、
あらゆる段階において支援します。農家の生産性が向上すると、当社の製品に満足していただくことができ、これが当社のビジネ
スにとって隠れた原動力になります」。Jainは、このフルサービスのソリューションを通じて、小規模農家の総所得を農作物に応
じて 1ヘクタールあたり500～ 6,000米ドル増加させることができました。

バリューチェーン融資の需給ギャップを埋め、BOP層に対象範囲を拡大できる企業を増やすには、 
さらなるイノベーションが必要

重要なこととして、これらの企業が融資へのアプローチ方法を開発したのは、自社のサプライヤー、小売業者、顧客がどこからも
クレジットを得られなかったことが理由にあげられます。Grupo Martinsは、銀行と取引できないままの状態になっていた顧客
に金融サービス一式を提供できるよう、銀行（Tribanco）を買収さえしました。また ECOMと Jainは、リスクが高すぎると商
業銀行に敬遠されていた農家に対して、積極的に融資を行っています。Jainは、政府の灌漑用補助金を受ける資格のある農家向
けにつなぎ融資を促進していますが、現在は、小規模農家が抱える融資のニーズにより効果的に応えることができるよう、商業
銀行またはノンバンクの金融機関を設立することを検討しています。最後に、Apollo Hospitalsはインドにおける一部の州の健
康保険制度の対象となっており、数多くの慈善事業を運営したり、参加したりしています。ただし、さらなる医療融資の仕組みが
整備されるまで、同病院で治療できる低所得者層の人数は今後も限られたものになるでしょう。

低所得者層を対象とした金融市場の需給ギャップを自ら埋め、BOP層とのビジネスを実現したこれらの企業は、各界で先駆者と
して注目を集めています。しかし、すべての企業がこうした例に続く意欲があったり、または実際に継続していくことが可能であっ
たりするわけではありません。コア・コンピテンシー（自社の強み）を発揮できる分野のみにこだわりたいと考える企業もあれば、
十分な資本を持たない企業もあります。このような状況は、バリューチェーン融資におけるイノベーションの必要性、および商業
銀行をはじめとする金融機関の参加拡大へのニーズが高まっていることを示しており、それはまさに IFCが強みを生かせる分野
でもあります。将来の戦略を形成する上で、Grupo Martins、Tribanco、ECOM、Jain、Apollo Hospitalsといったリーダー企
業の経験を役立てることができるでしょう。
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3. 発想と行動の転換による潜在的なニーズの引き出し

インクルーシブ・ビジネス・モデルを展開する企業は BOP層に新たな価値を提案する場合が多
いため、自社で提供している商品やサービス、および雇用と収入の機会への BOP層の潜在的
なニーズを引き出さなければなりません。そのためには、BOP層の発想と行動を転換する必要
があります。潜在顧客は、商品の利点をよく知らないかもしれません。流通業者や小売業者は、
新たな商品ラインを引き受けるビジネススキルを備えていないかもしれません。生産者は、新し
い農作物や生産方法に切り替えるリスクに尻込みするかもしれません。所得や資産が限られてい
る中で、生産や消費に関する新たな決定には代償が伴います。金銭的な余裕がないBOP層の人々
は馴染みのない新サービスに対し、警戒心を持ち、リスクがあると考えることが多いのです。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを展開している企業は、対象としているBOPのサプライヤー、
流通業者、小売業者、消費者が捉えるリスクと価値の認識を変えようとしています。各社はまた、
発想だけでなく行動も転換するために必要な啓蒙、スキル向上、社会的フィードバックの仕組
みも構築しようとしています。

コーネル大学ジョンソン経営大学院の Erik Simanis教授が強調したように、「発想と行動の転
換は、インクルーシブ・ビジネスにおいて最も理解されていない側面の 1つであり、インクルー
シブ・ビジネス・モデルの大部分においてその成否を左右するものです」。マニラウォーター、
Mi Tienda、FINO、UNIMINUTOから参加したパネリストたちは、自社で採用している成功
例を提示しました（下記 3.1～ 3.4参照）。議論の中で浮かび上がった主なテーマを以下に要約
します。

下記 3.1：マニラウォーター、水道、フィリピン

Manila Water Companyはマニラ東部で上下水道設備を運営しており、地方自治体や地域コミュニティ
の各団体と連携して低所得世帯が暮らす地域で給水設備を設計し稼働させています。同社では、集金や
送金および設備の維持管理を地域住民に担当させることで当事者意識を醸成し、期限内の支払いを促進
し水泥棒を防止することに成功しました。以前はこうした意識の欠如が、支払能力が限られた地域にサー
ビスを提供するインフラ各社にとって大きな問題となっていたのです。

下記 3.2：Mi Tienda、卸売販売、メキシコ

Mi Tiendaは地方を中心に活動する流通業者で、中央メキシコの小さな農村地域で小規模小売業者にサー
ビスを提供しています。これら小売業者の多くは従来型のキオスク形式を採用しており、売上が限られてい
ます。Mi Tiendaは、小売業者あたりの売上増加を目指した成長戦略に沿い、通常 1年に 1週間、各店
舗でトレーニングや能力開発を行うコンサルタントの育成に時間と資金を投じています。能力開発の一環と
して店舗オーナーを説得し、店舗レイアウトを近代化するようにすることで、商品を見やすくする陳列に移
行しています。店舗の近代化によって、売上は平均 35％増加しました。

下記 3.3：FINO、金融サービス、インド

Financial Information Network & Operations Ltd（FINO）は、金融機関が、主にインドの準都市部や
地方に居住する、銀行にアクセスがない住民向けにサービスを提供できる ITソリューションを開発して実
行しています。FINOは、6,000人以上の地域密着型仲介者を通じて顧客の自宅を訪問し、商品の認知度
や理解の向上、顧客の加入手続き、通常取引を行っています。これまでに 1,400万人以上が加入し、その
多くは過去に正規な金融サービスを利用した経験がありませんでした。彼らの金融リテラシーを高めること
は、単に加入するだけでなく取引を多く行ってもらう上で不可欠な要素です。

下記 3.4：UNIMINUTO、教育、コロンビア

Corporación Universitaria Minuto de Dios（UNIMINUTO）は、コロンビアのボゴタに本拠を置く非
営利の高等教育機関です。教育の価値は世界的に理解されていて、UNIMINUTOでは非常に低コストの
モデルを開発しているため、UNIMINUTOの教育を受ける垣根は低くなっています。しかし、同社がターゲッ
トとする低所得者層の学生がこのサービスを活用するには未だに困難なトレードオフが伴います。つまり、
将来の所得水準を高めるために、現在すでに十分少ない所得を短期的に先行投資する必要があるのです。
UNIMINUTOは、地域密着型のマーケティングや同じ目線を持つ在校生からの推薦を通じて、有望な学
生が抱くリスクの認識を緩和するよう支援しています。

UNIMINUTO、コロンビア
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「彼らが求めない限り、提供することはできない」ことを肝に銘じる

ある参加者が指摘したように、BOP層のインクルーシブ・ビジネス・モデルを機能させるには、「これらの商品がどのように BOP
層の人々の生活を改善するのか彼ら自身に理解してもらう必要があります」。このことは、消費者として BOP層に範囲を拡大させ
ようとしている企業（例えば Jain Irrigationは、点滴灌漑が湛水灌漑より効果的な場合もある点を農家に示すことの重要性を強
調しました）や、サプライヤーおよび小売業者として BOP層に範囲を拡大させようとしている企業について言えます。一例を挙
げると、メキシコでMi Tiendaがサービスを提供している小規模小売業者の多くは、何世代にもわたって受け継がれ生き残って
きた企業です。そのためオーナーは、自店舗を継続させることには苦心していますが、必ずしも自店舗を成長させて家族の生活
水準を高めることには注力していません。伝統も、彼らが変化を拒む要因となる可能性があります。Mi Tiendaは、彼らの発想
を変えることに大きな投資をする必要があります。Monitor Groupが言うように、潜在的なニーズを引き出す、つまり「ニーズを
顕在化させる」には、BOP層との間に信頼を築き、意識を高め、BOP層の人々が行動を起こすために必要な能力を構築する必
要があるのです。

既存の関係やネットワークを活用して信頼、認識、能力を構築する

当然ながら、ビジネスの相手がどの所得層に属するかにかかわらず、彼らと信頼関係を構築する上で企業自身の行動は非常に重
要です。企業は、自ら示したミッションに沿って、一貫性を示し成果を出していく必要があることを、参加者たちは強調しました。

同時に、多くの企業は、既存の関係やネットワークを活用して BOP層における新しい商品・サービスへの信頼や認識を構築する
ことが有益だと考えています。Mi TiendaとUNIMINUTOは、同業者の口コミや助言を利用することにより、店舗の近代化や
高等教育を通じて何が達成できるかを実証しています。FINOの開業時、新規顧客は自分の資金がきちんと返ってくるか確かめ
るために、100ルピーを預けて 5分後に 99ルピーを引き出そうとしていました。現在、FINOは地域コミュニティと強力な関係に
ある地元の担当者を雇用することによって、最初から信頼を確立しています。同様に、マニラウォーターは現地の給水設備管理
業者を雇用して、利用状況のモニタリングや低所得世帯からの集金を行っています。同社はまた、公共物の破壊行為の防止や期
限内の支払い促進、商業的損失の抑制に寄与する当事者意識を育成するため、地方自治体や地域社会の指導者たちと連携して
います。

セクション 1で説明したように、Dialogは、BOP層の信頼を確立し認識を高めるだけでなく、利用者が同社の携帯電話を最大
限活用するために必要な自信や能力を構築するため、地域団体や個人の「インフォミディアリ」（情報仲介事業者）と協力しています。
多くの企業が、BOP層の能力開発におけるNGOや政府の役割に賛同しました。

パートナーとの協力は、BOP層が企業を信用していない場合に特に有益となりますが、経済的必要性に基づく場合もあります。
発想や行動を転換するということは「人間同士の心の触れ合い」であり、現地の知識の習得や信頼関係の構築に加えて、スタッ
フのサポート、時間、資金が必要になります。企業によっては、他の代替商品・サービスが非常に高価な場合には、自社でコス
トを負担した上でもかなり高いマージンを得ることができるかもしれません。ただしマージンが低い場合は、企業はパートナーと
コストを分担する必要があるでしょう。

価値の創出に注力する̶顧客の成長を支援すれば、自社も成長する

2010年 10月 7～ 8日のイベントで示された最も強力なメッセージの 1つは、企業と BOP層から成るバリューチェーンにおいて
双方が価値を創出することの重要性でした。多くの企業が、自社のバリューチェーンにおいて BOP層である消費者、サプライヤー、
流通業者、または小売業者とともに成長することの重要性を強調しました。パネリストの 1人は、このタスクを「パートナーシッ
プの構築」と表現しました。ある企業の会長は次のように述べました。「多くの企業がコンキスタドール（征服者）のように振る舞っ
ています。私は、これが優れたビジネスモデルだとは思いません。むしろ、このために弊社は彼らの市場シェアを奪い取ることが
できたのです」。

企業各社は、トレーニング、メンター制度、金融サービスへのアクセス、市場機会を通じて、BOP層の顧客やビジネスパートナー
向けの価値を創出しています。マニラウォーターの「フルサークル」（全面的）アプローチのように、BOP層を消費者として位置
づけている企業でさえ、自社の消費者の所得向上に取り組んでいます。同社では、効率化や補助金の活用などのコスト削減策に
加え、例えば企業プロジェクト向けにメーター保護装置や板張りなどの資材を供給する零細ビジネスの機会を生み出す所得向上
プログラムを通じて、顧客の支払能力を高めるための措置も講じています。また、商品を扱う企業ではなくサービスを提供する
企業として自覚し始めている企業もあり、ECOMは、「農家のニーズと顧客のニーズを理解した上で、彼らの間に存在するギャッ
プを埋めようとしています」と述べています。
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開発パートナーとの協働

開発パートナー（二国間および多国間のドナー、民間財団、政府、市民団体を含む）は、インクルーシブ・ビジネス・モデルを
展開する企業の支援に関心を高めています。ある市民団体の参加者が述べたように、「BOP層における持続可能な経済開発は、
民間セクターを通じてのみ実現可能です」。

ハーバード・ケネディスクールの Jane Nelson氏がビル &メリンダ・ゲイツ財団（ゲイツ財団）の依頼で実施した調査では、開発 
パートナーによる支援の 5つの基本形態が特定されました。こうした支援は、企業がインクルーシブ・ビジネスを展開する際に
直面する組織、市場、政府や規制における障害に対処する助けになります 3。

1. BOP層の生産者や消費者の能力構築（例：市民意識改革、トレーニング、事業開発、金融へのアクセスなどを通じて）

2. BOP層をターゲットとする企業に対する融資、リスク共有、技術支援の提供（例：チャレンジファンド、借入保証、研究開発
向けの補助金や現物支給による支援、FS調査（実行可能性調査）、（環境・社会的側面を含む）開発効果の評価など）

3. 仲介的役割を担うプレーヤーの召集やプラットフォームの支援（例：能力構築を支援する機関、組合、フォーラム、およびネッ
トワーク作り、知識共有のための啓蒙・啓発イベントなど）

4. インクルーシブ・ビジネスのための政策や規制環境の改善（例：投資環境全体の改善、インクルーシブ・ビジネスへの財政的
インセンティブの付与、貧困者の法的権限の育成などを政府に促す）

5. 開発課題に対して市場に基づいたソリューションを取ることを奨励し、企業の利益創出と開発途上国の貧困削減緩和は両立
できると証明する̶インクルーシブ・ビジネスに対する懐疑論を克服し、社会の支持を高める

本会議では 2つのパネルにおいて、企業と開発パートナーの協働を通じて何が達成できるかについて示されました。

ケニアでモバイル送金サービスの市場を創出する

2003年半ば、Vodafoneの CSR担当マネージャーはマイクロファイナンスの支払いと返済に携帯電話を利用すると
いうアイデアを思い付きました。社内プロジェクトの資金を獲得できるほど高いリターンを保証できなかったため、この
マネージャーは英国国際開発省のファイナンシャル・ディープニング・チャレンジ・ファンドに問い合わせました。彼はケ
ニアでのパイロットプログラム費用として約 100万ポンド相当の助成金を受けましたが、これは同社がプロジェクトの
実現を視野に入れるには十分な額でした。パイロットプログラムでは、携帯電話を用いたマイクロファイナンスは規模的
に実現が難しいものの、携帯電話を利用して相互に送金するモバイル・ペイメントサービスについては、顧客が大きな
ニーズを抱えていたことが分かりました。個人同士の送金に基づくビジネスモデルが 2007年 4月に立ち上がり、初年
度の利用者は 250万人に達しました。現在では、1,300万人以上が VodafoneのM-PESAサービスを利用していま
す。同社はまた、Equity Bankへの預金や Syngentaによる農作物保険といった付加サービスの提供も開始しました。
Vodafoneは、このモデルをタンザニア、南アフリカ、アフガニスタン、フィジーでも複製しています。

ケニアとウガンダで現地の果汁飲料サプライチェーンを構築する

コカ・コーラ社は、ケニアとウガンダで原材料となる高品質な果物の不足に悩んでいました。これを受け、2009年初め、
ゲイツ財団はコカ・コーラ社に働きかけ、マンゴーとパッションフルーツの現地調達を開拓するプロジェクトを提案しま
した。10カ月の交渉を経て、ゲイツ財団とコカ・コーラ社、同社の東アフリカにおけるボトリング会社であるCoca-
Cola Sabco、および TechnoServeは、市場開発のための 4年間にわたるパートナーシップを締結しました。ゲイツ
財団が TechnoServeに資金を提供し、TechnoServeでは農家を組織化して農業拡大サービスを提供するとともに、
金融サービスへのアクセスを促進します。コカ・コーラ社はプロジェクト総費用の 50％を負担するほか、生産された果
物の一部を買い取るとともに、（ゲイツ財団の召集力と組み合わせて）さらなる企業を引き付ける「アンカー」効果で貢
献しています。現在では、Jain Irrigationを含む 15社の企業が関与しています。このプロジェクトは、今後 5年間で
5万 4,000人の農業従事者の所得を倍増させることを目指しています。この目標に向けて進捗を追跡するとともに、リ
アルタイムで軌道修正できるよう、厳格ながらも柔軟なモニタリングと評価が行われています。

これらの例では開発パートナーとの協働における可能性が実証されていますが、やるべきことはまだ数多くあります。Nelson氏
が指摘したように、「インクルーシブ･ビジネス・モデルの成功例、および対象範囲となる人々の数を増やすには、システム全体
の効果を高める必要があります」。このためには、これまでよりもさらに大規模な協働が必要であり、IFCの取り組みが触媒とし
ての役割を果たすことができます。ある企業の関係者は、「時に民間企業として、開発プログラムから疎外されているように感じ
ることがある」と語りました。「共通の目的を達成したいと考えている民間セクターと開発機関の間には、築くべき橋があります」。
この橋に不可欠な 2つの要素は、さらに加速されたハイブリッド型の「ビジネスと開発」の協働ケース、そして潜在的パートナー
間のマッピングとマッチングのための効率的なプラットフォームだと、参加者たちは指摘しています。
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「インクルーシブ･ビジネスは、これまで開発コミュニティが捉えきれなかった規模で、商品
やサービスを効率的に提供できる機会を提示しています。IFCにとって、これは私たちが今ま
で志すことのできた範囲をはるかに超える潜在的効果を示しているのです」

–Rachel Kyte、IFCビジネス・アドバイザリー・サービス担当副総裁

まとめ

2010年 10月 7～ 8日のイベントでは、BOP層に変革をもたらす継続的取り組みの一環として
革新的なインクルーシブ･ビジネス・モデルを開発した IFCの顧客各社が称賛されました。こ
れらの企業は、インクルーシブ･ビジネスの成長可能性について非常に前向きです。通常業務
では、すでに多くの部分でインクルーシブ･ビジネスが中心となっており、重要性が増している
ことを各社は強調しました。これらの企業は、新たな成功例を実践するため、他の先駆的企業
とのネットワーク作り、社内における支持獲得、拡大された融資へのアクセス、および新たなビ
ジネスモデルを試験的に実施するための補助金や助成金など、支援が必要な分野を多数挙げま
した。各社は、融資以外にも特に IFCが支援できる 2つの分野を挙げています。それは、同
様のセクターに属する他社のビジネスモデルに関する知識・知見を共有することと、企業、資金
提供者、その他のパートナー間の仲介役としての役割を果たすことです。具体的には、マイクロ
ファイナンス・セクターの成長に寄与してきた支援策を、金融業以外のセクターのインクルーシ
ブ・ビジネスにも広げることができるでしょう。例えば、ドナーのチャレンジファンドに「ファン
ドオブファンズ」として投資することや、遠隔教育のようなネットワークやテクノロジーの活用に
投資することなどが挙げられます。

2010年 10月 7～ 8日のイベントは、極めて実用的な学習プロセスの一環でもありました。典
型的な課題に対して様々な対策をいつ講じるのか、そして多様な経営環境や市場分野でそれら
をどのように適応させ実行するのかについて、見出すべきことはまだ数多くあります。私たちは皆、
日々の業務で実践することによって学んでいます。私たちは、互いの経験や成功から、数多くの
ことを得ています。ある企業の消費者は、別の企業の借り手かもしれず、さらには別の企業の
サプライヤーであるかもしれません。私たちは協力することによって、包括的な市場をさらに成
長させるべく支援し、BOP層の何十億人もの人々が貧困から抜け出すために必要なアクセスや
機会を提供することができるのです。

Idea Cellular Pocket Public Call  
Office（PPCO）オペレーター、インド
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

ANHANGUERA EDUCACIONAL PARTICIPAÇÕES S.A.

会社概要

Anhanguera Educacional Participações 
S.A.（AESA）は、ブラジルを拠点とする大
手の民間営利教育機関です。1994年に単科
大学として設立された AESAは現在、ブラジ
ル最大の中等後教育機関となっており、54の
キャンパスと 450の遠隔教育センターに約 25
万 5,000人の学生を抱えているほか、さらに
年間 50万人の学生が同校の職業訓練プログ
ラムに参加しています。AESAは 2009年に
ブラジル人 75万 5,000人以上に教育を施し
ましたが、これは西半球のどの教育機関より
も多い数です。AESAはキャンパスネットワー
ク、遠隔教育、職業訓練センターを通じて、ブ
ラジルのすべての州に展開しています。

同社の（株式約 25％を保有する）主要株主は、
特に AESAへの投資を目的として創設された
専門投資会社 Fundo de Educação para o 
Brasilです。また、同社の創設者は株式約 2％
を保有しており、残り（73％）は、2007年
に AESAが新規株式公開（IPO）を実施した
ことを受けて、同社への投資に関心を持つ主
要な新興国市場ファンドおよびアセットマネー
ジャーなどの機関投資家が保有しています。
AESAは、市場価値で言えばブラジル最大の
上場教育関連企業で、2009年 12月 31日の
正式な終値に基づく株式時価総額は推定 30
億 5,000万レアルとなっています。

AESAのターゲット市場は、一般に夜間クラス
に出席している比較的低所得の労働者 18-30
歳です。入学時の学生の平均月給は 660レアル
（約 290米ドル）で、卒業後は 1,000レアル（約
450米ドル）に増加しています。授業料は月額
平均 280.3レアル（195米ドル）で、AESAの
主要な競合他社を 20～ 40％下回っています。

低所得者層に重点を置くというAESAの決定
は、同社のビジネスモデルに大きな影響を及ぼ
しました。低所得者層の学生の教育上のニーズ
は生涯を通じて変化することを考慮し、AESA
は 3つの事業内容に沿って包括的なカリキュラム
を策定しました。

1. 54のキャンパスでは、14万 8,000人以上の
学生に対して、様々な学部、大学院、および
社会人教育プログラムへのアクセスを提供して
います。授業料は月額 199～ 699レアル。

2. 650以上の職業訓練センターでは、年間 50
万人の学生に対し、専門技術や職業教育訓練
（TVET）を提供しています。事業構成の中で
職業教育訓練を強調することにより、同社は
大学に通えない低所得者層の学生向けに中等
レベルと大学レベルの教育サービスのギャッ
プを埋める支援をしています。授業料は月額
75～ 120レアル。

3. 450以上の学習センターと遠隔教育プラット
フォームにより、AESAは、キャンパスから
遠く離れているか、勉強する場所と時間に制
約がある10万 7,000人以上の学生に対象範
囲を広げることができました。このプラット
フォームでは、大学卒業生に短期コースを提
供することもできます（準備過程やクラス分け
試験など）。授業料は月額 159～ 400レアル。

AESAにとって課題は、手頃な授業料による
質の高い教育の提供と、相応の自己資本利益率
（ROE）達成のバランスを取ることです。同社の
ビジネスモデルは、4つの重要な要素によって、

収益性が高くかつ規模を拡大できることが実証
されています。
i) 全国を網羅していることにより、都市部と地
方部のいずれにおいても、スケジュールの
多忙な労働者が利用しやすいものとなって
いる

ii) 標準化されたカリキュラムにより、教員がか
ける授業の準備時間を最小化し、事務員や
サポートスタッフの数を削減する

iii) 質の高い教員陣、その多くは常勤の教員で
はなく専門家である

iv) 厳格なモニタリングと評価により、プログラ
ムや教育現場全体にわたって教育の成果向
上を確保するとともに、ニーズの低いコース
を特定して排除する

ローンや奨学金は、低所得者層の学生を確保す
る上で不可欠な成功要因となっています。同社
は 2008年、連邦政府、州政府、地方自治体と
連携して 10万 8,735人の学生に奨学金を支給
しました。平均すると、これらの奨学金は学費
の 23％を負担したことになり、2万 7,677人で
50％以上、8,757人で 100％をカバーしました。
これらの奨学金は 1億 3,470万レアルに相当し
ます。AESAの学生は、ブラジルの民間銀行が
提供する市場レートでのローンも利用できます。

AESAの革新的なマーケティング活動も同様
に、同社が低所得者層の学生を確保する助けに
なっています。広告看板や有名人の起用といっ
た様々な低コストのプロモーションに加えて、同
社は、地域社会に働き掛ける取り組みを通じて
ブランドの大幅な認知度向上と親善を進めまし
た。2008年にはこれらの取り組みによって、様々
な分野のプログラムを利用している AESAの学
生が、80万人以上の低中所得者層の人々にボラ
ンティアサービスを提供することができました。
これらの活動を受けて、Brand Analytics／
Millward Brownは 2009年、同社をブラジル
のトップブランド 100に選出しました。

ANHANGUERA（AESA）のインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC

Anhanguera

遠隔教育

 学生14万人以上           学生10万人以上         学生50万人         

奨学金

ローン3,900万ドル

学生ローン

職業訓練キャンパス

政府機関 民間銀行
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

ANHANGUERA EDUCACIONAL PARTICIPAÇÕES S.A.

IFCの役割と付加価値

IFCによるグローバル保健教育戦略の重要な
柱の 1つは、戦略的な顧客による教育関連プ
ロジェクトに投資することです。これらは主に
比較的大規模な民間営利教育事業者で、こう
した事業者は複数の市場で成長および運営が
可能で、低所得世帯にサービスを提供するた
め大衆市場に進出できる十分な能力がありま
す。IFCは、この種の中等後教育が低所得者
層の労働者にとって料金的に最も手頃かつ最
適である場合が多いことを認識しており、近
年では専門技術および職業教育訓練への投資
も強化しています。

IFCの保健教育局（Health and Education 
Department）は、2つのプロジェクトを通じ
てAESAに約3,950万米ドルを投資しました。
IFCはまた、AESAが事業を明確化し、ネッ
トワークを拡大できるよう支援しています。

AESAはブラジルで大きな成果を挙げました
が、最も大きな貢献の 1つは、低所得者層
の学生を対象とする、収益性が高くかつ規模
を拡大できる事業モデルを実証したことです。
IFCはブラジルで引き続きこのモデルを支援
し、今後の投融資やアドバイザリー業務を通
じて、同地域および世界中でこのモデルを展
開していきます。

ANHANGUERAによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

ANHANGUERAによるインクルーシブ･ビジネス・モデルの成果

 ・高等教育に対する需要の増加
 ・政府の政策が民間セクターの市場機会を創出したこと
 ・所得の増加につれて教育への支出額が大幅に増加することが調査で示されている

 ・2009年の売上総利益は 9億 450万レアル
 ・ EBITDA（金利・税金・償却前利益）は 20％超
 ・2009年に教育を受けた学生数は約 75万 5,000人
 ・ 卒業生の卒業後所得水準が 50％超向上

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 3,900万ドル

ブラジルの中等後教育は歴史的に公共セクター
の領域となっており、質の高い公立大学が無償
で評価の高い学位を提供しています。しかし、
無償教育に熱心に取り組むことによって規模の
拡大が制約され、結果として最も優秀な学生（通
常は私立高校に通う富裕層出身）だけが公的制
度を利用できる状態になっていました。低中所
得層の学生たちの間では、特に教育政策の改革
によって小中学校に通う生徒の数が桁違いに増
加するにつれて、中等後教育への需要が高まっ
ていました。

1990年代半ばには、教育省が中等後教育に対
して増え続けてきた需要に応えるため、民間セ
クターにおける教育機関の認定と認可を始めま
した。これにより、Anhanguera創設者のよう
な起業家に市場機会が訪れたのです。私立の中
等後学校の数が数百から数千に増えるにつれて、
入学者数は 1999年の 240万人から 2007年に

は推定 490万人に膨れ上がりました。

今日では、ブラジルにおけるすべての中等後学
校の学生の約 75％が私立学校に通っており、こ
うした増加の大多数は低所得者層において見ら
れます。最近まで、所得別で 5階層に分けた人
口の最底辺 2層に属する学生は、中等後学校に
通う全体の学生のわずか 5％でした。現在、こ
の階層はブラジルで中等後学校に入学する人口
層として最も急速に増加しています。

AESAは、一貫した経営を通じて目覚ましい業
績をあげました。2006年から 2009年の期間、
売上総利益は 1億 1,250万レアルから 9億 450
万レアル、EBITDAは 2,160万レアルから1億
8,860万レアルに増加しました。2009年には、
EBITDAのマージンが 20％超で維持されまし
たが、新たなキャンパス建設や買収によって今後
12～ 24カ月の期間に AESAの対象範囲が拡
大するにつれて、EBITDAのマージンはさらに
増加する可能性が高くなります。

2009年には、AESAはブラジルの成人 75万
5,000人以上に教育を施しましたが、このうち
60万人以上の低所得者層の学生が、日中の仕
事を続けながらスキルや所得水準を高めること
ができる職業訓練および遠隔教育プログラムに
参加しました。同社はまた、ブラジル政府や民
間銀行と連携して学生に奨学金やローンを提供
することで、プログラムの利用促進を目指してい
ます。2008年には、1億 3,470万レアル相当の

奨学金を 10万 8,735人の学生に支給しました。

学生の調査によると、AESA卒業生の卒業後の
所得水準が 50％超上昇していることが示されて
います。入学時の学生の平均月給が約 290米ド
ルであるのに対し、卒業後は通常 450米ドルを
上回ります。AESA卒業生の生涯賃金に与える
プラスの影響は、さらに大きなものになるでしょ
う。世界銀行の調査によると、米国では大卒と
高卒の学歴間賃金格差が 74％であるのに対し、
ブラジル経済では特に大きく、339％となってい
ます。
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

会社概要

Apollo Hospitals Enterpr ise Limited
（Apollo）は、インド最大の民間総合医療団
体の 1つで、アジアにおいて質の高い専門医
療を運営し提供するリーダーと考えられてい
ます。Apolloでは病院に加え、診療所、診
断センター、薬局を所有し運営しているほか、
健康管理のコンサルティング、教育とトレー
ニング、遠隔治療サービスを提供しています。
Apolloは専門医療や四次治療においてインド
に最先端の医療技術をもたらす先駆者であり、
アフリカ、東アジア、中東の病院に事業計画
コンサルティングも提供しています。

Apolloはインド国内外で 30の病院を所有、
15を運営しており、総病床数は 8,000となっ
ています。また、1,200の小売薬局からなる
ネットワークも有しています。Apolloはムンバ
イ証券取引所とナショナル証券取引所に上場
しています。

明確なビジョンを持った心臓専門医である
Prathap C. Reddy博士は、民間セクターの
医療提供には大きな障害を伴ったにもかかわ
らず、1983年に Apollo Hospitalsを開業し
ました。「必要とするすべての人に世界的なレ
ベルの医療を提供する」というReddy 博士
の使命に沿い、Apolloは 2008年、比較的
小規模な都市およびその周囲にある農村地域
や準都市地域向けに Apollo Reach病院を設
立しました。

Apolloはインドをはじめ世界中で病院を設立し
てきた 25年以上に及ぶ経験を備えており、医
療施設を緊急に必要としている都市や町、およ
び必要な病院やサービスの種類を特定できる強
みがあります。したがって、インドで Tier II（第
2階層）都市として知られる低開発居留区に広
がっている Apollo Reach病院にとって、アクセ
スのしやすさが重要な特徴となっています。これ
まで、患者は大都市までかなりの距離を、多額
の費用をかけて移動しなければなりませんでし
た。

低コストという点も Apollo Reach病院にとっ
て重要な特徴です。Apollo Reachモデルにお
ける治療費は、Apolloネットワーク内の他の病
院や他社の大手病院より 20～ 30％安価です。
Apollo Reach病院は比較的小規模でシンプル
な施設であり、Apolloネットワークの他の病院
より限定されてはいるものの、しっかりとした
サービスを提供しています。Apollo Reach病
院では、施設ごとに病床数 150、集中治療室の
病床数 40、手術室 5を備えるよう作られていま
す。専門医療の範囲には、心臓、腫瘍、放射線、
神経外科などの専門分野が含まれます。その他
のサービスや施設には、動画による内視鏡検査、
血液バンク、健康診断、放射線医学、完備され
た研究室、歯科、耳鼻咽喉科（ENT）、アイケアサー
ビスなどがあります。従来の救急車による救急
サービスのほかに、Apollo Reach病院では生
死にかかわる緊急事態や辺境地向けに救急輸送
機サービスも提供しています。

質の高い医療へのアクセスを高め、コストを削減
するその他の取り組みとしては、遠隔治療があ
ります。遠隔治療はすべての Apollo Reach病
院で利用可能となっており、患者はセカンドオピ
ニオンのために長距離を移動したり、専門家の
医師による診療が可能になるまで何週間も待っ
たりする必要がなくなります。Apolloによると、
遠隔治療によって患者のケア改善、医療研修の

強化、臨床業務の標準化、コストの安定化が可
能になります。

これらのイノベーションと、安定的に動員可能
な質の高い医師を組み合わせることで、Apollo 
Reach病院は、サービスが十分行き届いていな
い地域社会で強力な足場を築くことができます。
準都市部や農村地域に拠点を置く病院は、質の
高い医師を引き付けることが比較的困難ですが、
Apolloでは十分な数の医師を確保するため、医
師の責任を拡大してApollo Reach病院に数年
間勤務すると比較的速く昇格できるキャリアを
用意しています。従業員は、Apollo Reach病
院で一通り業務を経験すれば他でも機会が得ら
れることを認識しているため、インド全国に及ぶ
Apolloのプレゼンスはこうした人材採用戦略の
促進に有利です。

低所得者層の患者に手頃な料金で医療を提供す
るため、Apollo Reach病院では低所得者層と
高所得者層の両方の患者を診ています。比較的
裕福な患者が高めの治療費を支払うことで、親
会社が病院の収益性を確保する助けになってい
ます。ここでは、高所得者層と低所得者層の患
者の間で採算のバランスを取ることにより、いか
にして貧困者に手頃な料金で医療サービスを提
供できるかを示しています。

インド政府が先ごろ導入した貧困ラインを下回
る家庭向けの国民健康保険制度The Rashtriya 
Swasthya Bima Yojana（RSBY）でも、
Apollo Reachによる低所得層患者への対応が
可能です。RSBYは、5人家族で最大 3万ルピー
（659ドル）の治療費をカバーします。交通費も、
1回の通院で100ルピー（2.19ドル）、最大1,000
ルピー（22ドル）が支給されます。受給者は加入
時に 30ルピー（0.66ドル）を支払う必要があり
ますが、州政府が支払う残高の状況に応じて保
険料総額の75～ 90％を中央政府が負担します。

APOLLO HOSPITALSのインクルーシブ・ビジネス・モデル

APOLLO HOSPITALS ENTERPRISE LIMITED

IFC

Apollo Hospitals Enterprise Limited

Apollo Reach Hospitals

ローン5,000万ドル

比較的小規模な都市に病院施設を設立

救急医療、入院患者および外来患者へのサービス、遠隔治療

Rural and semi-urban consumers農村地域や準都市部の患者
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

APOLLO HOSPITALS ENTERPRISE LIMITED

APOLLO HOSPITALSによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

APOLLO HOSPITALSによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

医療制度が整備されていない国々では、深刻な
病気や怪我が貧困層にとって経済的に甚大な影
響を及ぼす可能性があります。インドにおける
数百万人もの患者にとって、1回入院した場合の
費用は年間支出額の最大 58％にもなりかねませ
ん。調査によると、入院患者の 40％は治療費を
払うために借金をするか、私物を売らなければ
ならないことが明らかになっています。医療技術
の進歩も専門家の必要性が高まる要因となって
おり、大衆にとって医療は高価で手の届かない
ものになっています。さらに、インドでは病院の
80％以上が都市部にあるため、7億人以上が質
の高い医療へのアクセスを断たれています。特

に、比較的小規模な都市、準都市部、農村地域
に住む人々は、専門的な医療サービスを提供す
る病院を利用できません。インドでは心血管疾
患、糖尿病、癌などの慢性的成人病が増えており、
専門医療への需要は高まっています。これらの
要因は、インド政府による貧困ライン以下の家
庭向け国民健康保険制度も相まって、Apolloが
Apollo Reachを介して十分なサービスを受け
ていない低所得者層の家庭に専門医療を提供す
る大きな市場機会を生み出しています。 IFCの役割と付加価値

IFCは 2005 年以来、出資者として Apollo
を支援してきました。2009年には、Apollo 
Reach病院の更なる拡大に資金援助するた
め、5,000万ドルの貸付契約を結びました。
Apolloにとって IFCの付加価値は、広範に
及ぶグローバルな知識と様々な地域での経験、
ならびに医療への投資に関する知識に基づい
た戦略的アドバイスやガイダンスを提供できる
能力にあります。

IFCによる Apolloへの投資は、必要な資本
をもたらすとともに、インドの医療セクター全
体に対しての強力なサポートを示しています。
世界保健機関（WHO）およびインド工業連
盟（CII）によると、インドにおけるヘルスケ
アにとって民間セクターは不可欠であり、すで
に医療費総額の 75％以上を占めています。適
切な病院のインフラ構築だけで、二次治療お
よび専門医療に対応する病院、医科大学、看
護、病院経営を扱う学校に対する民間投資が
2012年までに 340億ドル必要になります。

インド首相Manmohan Singh博士は2008年、
アーンドラ・プラデーシュ州カリムナガルで最初
の Apollo Reach病院を設立しました。カリム
ナガルは、主要都市ハイデラバードから162km
の場所にあります。この病院では、年間 1万
6,800人の入院患者および外来患者に対応して
おり、その約 50％が低所得者層にあたります。
2番目の Apollo Reach病院はタミル・ナードゥ
州カルールに設立され、Apolloは近い将来さら

に 4つの病院を設立する計画です。Apolloは今
後3年間で15のReach病院を設立する計画で、
2015年にはこれらの病院で受け入れる患者数が
年間約 40万人に達すると見込んでいます。その
うち、約 30％にあたる年間 12万人は 1日あた
りの所得が 2ドル未満という非常に貧しい層に
なる予定です。今後 Apollo Reachは、インド
全国で 600以上あるうちの 250区域で、病院
を設立していく計画です。

 ・低コストで質の高い医療への需要
 ・病型の変化による専門医療の必要性
 ・主要都市中心部の周辺地域で専門医療を提供する質の高い病院の不足
 ・低所得者層患者に対応する市場機会を公的健康保険が創出

 ・Reach Hospitalにおける病床あたりの収益は 6,000ルピー（132ドル）～ 7,000ルピー（154ドル）
 ・250の Apollo Reach病院を設立する計画
 ・1日あたりの所得が 2ドルに満たない患者、年間推定 12万人に対応

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 5,000万ドルおよび
資本参加 500万ドル



インクルーシブ・ビジネスの成功例：BOP層の機会とアクセスの拡大に向けて22

インクルーシブ・ビジネス事例紹介

CEMAR

会社概要

Companhia Energética do Maranhão
（CEMAR）は配電会社で、ブラジル北東部の
マラニョン州にサービスを提供しています。マ
ラニョン州はブラジルで最も貧しい州の 1つで
あり、住民 620万人の 1人あたり所得は全国
平均を 29％下回っています。電力への需要が
高まっているほか、人々の生活水準を改善し
経済成長を加速させるためには地方電化が重
要な要素となっており、CEMARは州全体に
対し、特に地方に住む低所得者層に重点を置
いて電力を提供すべく取り組んでいます。同社
は 2004年以来、全国を通じて誰もが電力を
利用できるようにすることを目指したブラジル
政府のプログラム「Light for All」（Programa 
Luz Para Todos：すべての人に電気を）に参
加しています。2009年末には、CEMARの
地理的対象範囲は州の 97％に及んでおり、加
入する住民のうち約 100万人は低所得者層に
分類されています。

同 社 の主 要 株 主は上場 持ち株 会 社 の
Equatorial Energiaで、65.1％を保有してお
り、主にブラジルの発電、配電、送電に投資
しています。上場電力会社 ELETROBRAS
が 33.6％の株式を保有し、CEMARの経営
陣を含む少数株主が残りの1.3％を保有してい
ます。CEMARは規制公益企業で、関税や契
約上の義務はブラジルの国家電力庁（ANEEL）
が規定しています。

CEMARの事業権契約は、同社の配電ネット
ワークに継続的に投資することを義務付けてい
ますが、マラニョン州の農村地域や低所得者層
に範囲を拡大する過程で同社は多くの課題に直
面しました。まず、地方や人口がまばらな地域に
インフラを拡大するために、多額の資本支出を
必要としました。さらに、潜在的顧客基盤は住
民の約 88％で、そのうち約 70％は低所得者層
だったため、こうした人々の電力需要や料金区
分は比較的低いとみられていました。それでも、
電力へのニーズがあるのは明らかで、CEMAR
にとってこれは非常に大きな顧客基盤が未開拓
であることを意味しました。そのため課題は、
収益性が見込める形で包括的に地方の電力市場
を開発することでした。

2004年、プライベートエクイティで Equatorial
の 元 親 会 社 で あ る GP Investimentos が
CEMARの経営権を獲得しました。CEMARは、
ブラジルで 2001年に起こったエネルギー危機
を受けて財務的に不安定な状態にありました。
CEMARは GP Investimentosの指揮下で新
戦略を打ち出し、将来の成長と地方電化に向け
た強力で安定したプラットフォームの構築を重視
しました。一方で、ブラジル政府は需要を刺激し、
これらの農村市場を開発するために必要なイン
センティブを与える「Light for All」プログラム
を立ち上げました。

同社は、3つの主要分野における効率改善に重
点を置いた大規模な組織および業務の再編を実
施しました。まず CEMARは、古くなった機器
の交換、および新たな配電ライン、変電所、電
圧調整機器の設置など、配電ネットワークの近
代化と拡大に多額の投資を行いました。この近
代化によって送電の際の電力喪失が緩和されま
した。マラニョン州では発電能力が皆無で、農
村地域に範囲を拡大するには送電線をさらに遠
距離にわたって横断させる必要があることを考え
ると、電力損失は特に懸念される事態でした。

さらに商業的損失の抑制が重要な要素であり、
これは情報システムのアップグレード、配線柱に
対する正確なGPS位置情報の確保、ネットワー
クの運用自動化など、ネットワークにおける業
務改善策を数多く実施することで対処しました。
これにより、料金回収率の向上や電力泥棒への
対策が可能となりました。また、近代化によって
停電発生頻度と継続時間が大幅に削減されると
ともに、サービス品質と顧客満足度の改善につ
ながりました。

最後に、管理構造を大幅に見直し、コスト削減
と生産性の向上に重点を置きました。地域部門
を廃止し、管理構造を 7階層から 3階層に削減
しました。そして請求処理、顧客サービス、ネッ
トワークの保守など運用上の多くの側面をアウト
ソースしました。CEMARは、全従業員に対す
る実績ベースのボーナスや管理職に対するストッ
クオプションなど、さらに強力なインセンティブ
を付与することに力を注ぎました。

CEMARは、政府の「Light for All」プログラム
に実施機関として参加したことにより、マラニョ
ン州全体への電力供給とともに、コストの 15％
負担（残りは政府の補助金や助成金を利用）を
義務付けられました。その目的は資本コストの
削減であり、これは低所得者層や地方の顧客は
初期接続費用を負担できないだろうと思われた
ためです。政府はまた、低所得者層の消費者に
対する補助金を通じて、農村市場における需要
を促進するためのインセンティブを与えました。
このプログラムにより、低所得者層と分類され
た顧客は消費電力量に応じて最大 65％の電気
代を免除されることになり、そのため消費電力
量が最も少なかった顧客は電気代も最低料金に
なりました。2007年には、CEMARの顧客の
65％近くが低所得者層向けの割引を受ける資格
を持っていました。

CEMARのインクルーシブ・ビジネス・モデル

Low-income households

連邦および
州政府

CEMAR IFC

電気料金

電化コストへの融資 融資8,000万ドル

インフラ設備、サービス提供

低所得世帯
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CEMAR

IFCの役割と付加価値

ブラジルで電力セクターの改革が行われたこ
とによって、CEMARは民営化され、2000
年 8 月 に Pennsylvania Power and Light
（PPL）が同社を買収しました。しかし、
2001年の降雨量が少なかったことから、同
国の主要エネルギーである水力発電が急激に
落ち込んでエネルギー危機が生じ、配電各社
は深刻な財政難に陥りました。需要が低下し、
顧客の支払滞納が増えるにつれて、CEMAR
は損失の拡大に直面しました。PPLは投資総
額を償却し、2002年にブラジルの電力セク
ターから撤退しました。エネルギー危機は和
らいだものの、投資家の信頼はすぐには戻ら
ず、それまで外貨建て融資に依存していた現
地の企業各社は外国為替リスクに直面するこ
とを懸念していました。

IFCは CEMARに対し 8,000万ドルのレア
ル連動貸付を行いましたが、市場に比べて長
い満期を持つ現地通貨建て融資を行うことに
よって、エネルギー危機に起因する市場の失
敗に対処する助けになりました。このプロジェ
クトではまた、CEMARが配電ネットワーク
を拡大するにあたり、IFCの社会と環境の持
続可能性に関する基準が徹底されました。

CEMARによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

CEMARによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・新たな顧客基盤への範囲拡大
 ・より優れたサービスを効率的かつ低コストで提供
 ・ブラジル政府の「Light for All」プログラム
 ・ブラジルの国家電力庁（ANEEL)の低所得者層向け料金体系

 ・2009年第 4四半期には 169万の顧客に範囲を拡大
 ・「Light for All」プログラムの下で新たに 23万件の電力接続
 ・サービスの効率化によりコストを削減
 ・サービス品質と信頼性の大幅な向上
 ・市場の発展に伴って電力需要が高まり、州の経済成長を刺激

CEMARによるインクルーシブ･ビジネス・モデ
ルの主な原動力は連邦政府のプログラム「Light 
for All」であり、これによって同社が到達できる
新たな市場分野が生まれました。2003年に立
ち上げられたこのプログラムの目的は、2010年
末までに 170万世帯 1200万人の住民に電力を
もたらすことでした。

ブラジル北東地域では地方電化に対するニーズ
が全体の約半数と最も高く、US Commercial 
Serviceの報告によれば、連邦政府の財政支
援総額の約 44％を受け取りました。プロジェク
ト費用総額は推定 95億レアル（43億ドル）で、
71％は連邦政府の資金で賄い、残りは州政府と
配電各社が分担しました。

「Light for All」プログラムの下で 100万人以上
の住民に電力を供給することで、同州ではさら
なる電力への需要が加速しました。ブラジル地
理統計院の報告によると、2004～ 2007年に
おけるマラニョン州の GDP成長率は年間平均
10％でした。力強い経済成長により、電力への
アクセス拡大と消費水準の急拡大も相まって、顧
客層全体で電力需要が押し上げられ、CEMAR
の電気負荷は 2007～ 2008年で 4.2％上昇し、
全国の上昇率 2.9％を上回りました。2009年に
はCEMARの電気負荷の上昇率が1.4％に達し、
北東地域の上昇率 0.2％と全国の－1.0％をとも
に上回りました。

CEMARが効率化に重点を置いたことにより、
戦略の方向性の正しさが実証されました。同社
は 2004年以来、2桁水準に達する安定した成
長を続けています。純営業収益とEBITDA（金利・
税金・償却前利益）はそれぞれ 2004年の 5億
2,610万レアルと 8,524万レアルから、2009年
には 11億 4800万レアルと 4億 7,030万レア
ルとなり、年間平均売上増加率は 12％近くに達
しました。さらに、組織改革後はすぐに売上に
対するコストの割合が削減され、EBITDAマー
ジンの急速な改善を遂げました。EBITDAマー
ジンは 2004 年の 16.2％から、2006 年には
40.2％に増加し、2009年を通じて41.0％前後
を維持しています。

力強い需要の高まりによってこうした成長が加速
し、CEMARでは 2007～ 2009 年の電力総
消費量の年間平均増加率が 8.5％に達しました。
さらに、需要が高まるにつれて顧客の返済率は
93.4％に増加し、低所得者層の消費者に対して
は経済成長と電力需要の両方を刺激する政策が
持続可能であることが示されました。同時に、
CEMARはサービスの品質と信頼性を大幅に向
上させ、障害であった停電の発生頻度と継続時
間は 2006年から 2009年にかけて44.6％から
38.2％に低下しました。

「Light for All」プログラムを通じた配電の
拡大は、かつてない開発効果を生みました。
CEMARはこれまでにマラニョン州の農村地域
で 23万以上の新規顧客を獲得し、このプログ
ラムの下で 100万人以上の住民に直接電気を供
給しました。またプログラム外での拡大を通じて
範囲を広げ、さらに 30万以上に及ぶ顧客に電
気を供給し、全体では顧客数が 2004年の 116
万 1,000人から 2009年には 168万 8,000人
に増加しました。この間、増加分の 50％近く
は、電力が供給されていない地方や低所得者層
をターゲットとしていました。2010年には、全
体で 177万 7,000人の顧客に対象を拡げる見
込みです。電力へのアクセスは人々の生活水準
を高め経済成長を促進する基本要素であり、家
庭用および商業用の冷却、電化製品の使用、機
械および人工の照明を可能にしています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 8,000万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

COCA-COLA SABCO

会社概要

The Coca-Cola Company（コカ・コーラ社）
は世界最大の清涼飲料水製造会社で、1日あ
たり約 500ブランドを生産し、16億人の消費
者に商品の提供を行っています。コカ・コーラ
社は、事業展開する 200カ国で飲料用シロッ
プ (原液 )を 300社以上のボトリングパート
ナーに提供しており、こうしたボトリングパート
ナー各社はその後、現地の消費用に商品を生
産、配送、販売しています。ボトリングパートナー
は、コカ・コーラ社が一部または完全に所有し
ているか、独立した現地企業です。

Coca-Cola Sabco（以下 Sabco）はアフリ
カにおけるコカ・コーラ社最大のボトリング会
社の 1社であり、アフリカ東部と南部で 18の
ボトリング工場を運営し、7,900人以上を雇用
しています。南アフリカに本拠を置き、民間投
資グループの Gutsche Family Investments
が株式の 80％、コカ・コーラ社が 20％を保
有しています。

コカ・コーラ社は様々な流通方法を活用して、世
界中の消費者が同社の商品に確実にアクセスで
きるようにしています。東アフリカでは、Sabco
が小規模流通業者と協力して台車等の手動によ
る配送アプローチを導入し、人口が密集した都
市部の小規模小売業者に商品を配送しています。
これらの流通業者は以前まで経済機会が限られ
ており、失業中か不完全雇用の状態にあって、パー
トタイムや非公式経済で働いていました。例えば、
エチオピアでは 75％、タンザニアでは 30％も
の流通業者がこれまで 1度も事業経営に携わっ
たことがありませんでした。彼らがサービスを提
供していた小売業者のほとんどは近隣の顧客を
対象としたキオスクや小規模店舗で、せいぜい
数日分の供給を管理できるだけの資金とスペース
を備えているに過ぎませんでした。

手動配送センター（マニュアル・ディストリビュー
ションセンター、以下 MDC）のアプローチは
1999年、エチオピアのアディス・アベバにおいて、
10ヵ所のMDCとのパイロット事業として初めて
開発されました。2002年には、東アフリカの市
場全体に及ぶ広範な規模で成功モデルを実行し
ました。Sabcoでは、新たなMDCを設立する際、
以下のアプローチを活用しています。

1. MDCのために現地のニーズを評価する：まず、
Sabcoがターゲット地域におけるすべての小
売店舗について詳細なデータを収集します。
この情報は、飲料品の需要予測を明らかにし
て新たなMDCが必要かどうかを決定するた
めに使用し、成功する可能性が高い (潜在的
な収益性の高い )地域にMDCを設立するよ
うにします。

2. MDCのオーナーを採用する：次に、Sabco
の販売マネージャーが、MDCのオーナーに
相応しいと考える候補者を特定して採用しま
す。採用者は、フルタイム勤務を基本として
事業に直接関与するとともに、確固とした労
働倫理、適切な現場へのアクセス、準備費用
を支えるだけの十分な資金、周辺の地域社会
との良好な関係を備えている必要があります。

3. MDCの領域と顧客基盤を定義する：新規
MDCを特定したら、SabcoはそのMDCに、
Sabcoがカバーする地理範囲の小売店舗への
独占的アクセスを与えます。領域の具体的な
規模はサービスを提供する予定の小売店舗の
範囲や予想販売数量によって決まります。理
想的には、外周 1kmの地域を 1つの MDC
が対応し、最大 150店の小売店舗を対象範
囲とします。

4. MDC設立のための必要に応じたガイダンス
と支援を提供する：MDCのオーナーは事業
免許、台車、賃貸料、空の木箱やボトルの初
期在庫、飲料供給品など、自らのMDCの準
備費用を負担する責任を負っています。場合
によっては、準備費用の中で最も大きな割合
を占め木箱や空のボトルを準備するためのク
レジットを Sabcoが付与することもあります
が、現在ではこのモデルが初めて開始された
頃ほど頻繁に行われていません。オーナーは
自身のスタッフを雇用しますが、雇用人数と給
与についてはSabcoがオーナーを指導します。

このモデルにおける新規 MDC設立後の最も不
可欠な成功要因は、定期的トレーニング、モニタ
リング、そしてコミュニケーションです。Sabco
スタッフとのやり取りの度合いによって、MDC
がどれほど優れた業績をあげられるかが大きく
変わってきます。

各 MDCにとって、通常の接点はエリアセールス
マネージャー（ASM）とレジデントアカウントデ
ベロッパー（RAD）の 2つがあります。ASMは
フルタイムの Coca-Cola Sabco従業員で、1
人で 10～ 20ヵ所の MDCを管理します。毎日
または 1日おきにMDCを訪問し、Sabcoの
基準に沿って供給や在庫を確認したり、全体の
業績をモニタリングしたりします。RADは通常、
パートタイムの Sabcoスタッフメンバーで、同じ
地域に拠点を置き、小売顧客の開拓、定期的な
モニタリング、店頭に置く飲料品の陳列および生
産性の管理を担当するほか、必要に応じて受注
処理を行います。RADは現地の MDCを毎日
訪問して在庫をチェックし、経路が守られている
か確認します。

こうしたやり取りを通じて、MDCは倉庫や配送
の管理、顧客開拓、商品化計画、顧客サービ
スに関する指導や監督を定期的に受けており、
他の公式トレーニングの頻度が低いことを考え
ると、こうした指導は非常に役に立っています。
MDCや Sabcoのスタッフは、在庫、売上、市
場の競争力、業績全体を追跡するために Sabco
が開発した一連の管理ツールを利用しています。

COCA-COLA SABCOのインクルーシブ・ビジネス・モデル

スタッフによる受注および支払処理

ローン1,500万ドル

保証1,200万ドル 

資本参加1,000万ドル

台車による店舗への配送

• 業績のモニタリング
• オーナーとスタッフのトレーニング

小売店舗

手動配送センター（MDC）

コカ・コーラ社

Coca-Cola SABCOIFC
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

COCA-COLA SABCO

IFCの役割と付加価値

IFCの投資は、Coca-Cola Sabcoがエチオ
ピア、ケニア、モザンビーク、タンザニア、ウ
ガンダで事業を拡大し近代化する上で重要な
役割を果たしました。特にエチオピアは極めて
リスクが高い国と認識されていたため、先駆
的な投資と受け止められました。IFCは 2002
年、エチオピアとタンザニアで 1,500万ドルの
貸付、最大 1,000万ドルの出資、1,200万ド
ルの現地金融機関による債務保証を行いまし
た。IFCはまた、エチオピアで政府関係者と
の対話を促進することによって銀行取引条件
をめぐる課題に対処できるよう支援しました。

この初期投資により、IFCはMDCモデルを
拡大するにあたって重要な役割を果たすととも
に、後に東アフリカで中核的ビジネスモデルと
なるインクルーシブ・ビジネス・モデルの創出
を支援しました。2007年には、コカ・コーラ
社に代わって IFCがタンザニアとエチオピア
のMDCモデルの成果を評価する調査を実施
し、同社のビジネスモデルの改善及び開発効
果の向上を進める提言を行いました。この調
査により、Sabcoは、MDCのようなインクルー
シブ・ビジネス・モデルにおける機会や、トレー
ニング、融資および女性の権利拡大・地位向
上の効果に目を向けることになりました。

COCA-COLA SABCOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

COCA-COLA SABCOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・従来のトラックは通れず商品が届きにくい地域で売上を伸ばし、配送を促進する
 ・小売店舗への小規模ながらも定期的な配送を実現する

 ・企業収益 4億 2,000万ドルを生み出し、顧客サービスを改善
 ・新規 MDCオーナー 2,200人へ起業機会を提供し、それに伴う1万 2,000件以上の雇用を創出
 ・MDCオーナーとスタッフが 4万 1,000人以上の扶養家族を養い、健康、教育、住宅に投資でき
るようにした

 ・ビジネスおよび顧客サービスのトレーニングを通じて人的資本を構築 (能力開発への取り組み )

コカ・コーラ社は多くの国で、大量の商品をトラッ
クなどの自動車で大規模な小売店舗に配送する
従来の流通モデルを採用しています。しかし、
東アフリカのように道路インフラ、小売市場、コ
スト構造、顧客のニーズが異なる発展途上国の
大部分では、自転車からボートまで、他の流通
方法が開発されてきました。

したがって Coca-Cola Sabco の MDCモデ
ルは、現地のインフラ、顧客のニーズ、市況に
合わせて、同社の配送モデルを導入するための
ビジネスニーズから生まれました。Sabcoは
MDCモデルを通じて、トラックによる配送が困
難な人口の密集した都市部にある小規模小売店
舗に、より効果的かつ効率的に対応できるよう
になりました。これまでより少量かつ定期的な
配送を実現することで、店舗は売上と顧客サー
ビスを改善することができたのです。

MDCモデルは、従来の流通モデルでは対応で
きなかった小規模小売業者に対するサービスを
改善することで Sabcoの売上向上に貢献しまし
た。小売業者と定期的にやり取りし、商品を頻
繁に配送することで、MDCモデルでは在庫量を
減らし、より需要主導型で購買を決定できるよ
うになり、財務およびスペース上の制約にある程
度対処できるようになりました。エチオピアとタ
ンザニアでは、同社の国内総売上げの 80％以
上が現在ではMDCを通じて配送されています。
ケニアとウガンダでは、Sabcoが国内総売上げ
のそれぞれ 90％、99％を担っており、両国では
MDCが Sabcoの中核的流通モデルとなってい
ます。モザンビークでは販売数量の 50％を占め、
規模は劣るもののナミビアなど他の地域でも利
用されています。

MDCモデルは、3つの広範な分野で開発効果
があります。第一に、MDCモデルは多くの起業
機会と公式経済における雇用機会を創出してい
ます。2008年末の時点で、Sabcoはアフリカ
で 2,200 拠点の MDC を設立し、1万 2,000
件以上の雇用を生み出しました。エチオピアに
おけるMDCオーナーの 4分の 3、およびタン
ザニアにおけるMDCオーナーの 3分の 1は、
生まれて初めて事業主として事業経営に関わっ
た人たちで、以前はパートタイムの仕事しかな
かったか、または非公式経済で働いていたと

報告しています。MDCのオーナーと従業員は、
推定 4万 1,000人の扶養家族を養っています。
MDCから受け取る収入によって、現在では家族
のために住宅、健康、教育に投資できるように
なったほか、地方に住む親戚のために雇用機会
を生み出すこともできるようになりました。

第二に、MDCモデルは、MDCのオーナーや
従業員として、また Sabcoのマネージャーや販
売スタッフとして、女性のための新たな経済機
会を創出しています。東アフリカ全域にわたり、
MDCは 300人近い女性のために起業機会と経
済活動へ参加するきっかけを生み出しています。
エチオピアとタンザニアにおけるサンプル調査で
は、MDCのそれぞれ19％と 32％で女性がオー
ナーに就いていることが示されています。さらに、
夫婦共同でオーナーになっているMDCの割合
も高く、その多くは女性が経営しています。

最後に、MDCモデルは事業を通じて能力開発
に貢献してきました。ビジネスを確実に成功させ
るために Sabcoが提供しているトレーニングは、
MDCのオーナーやスタッフメンバーの能力開発
に役立っています。彼らはコカ・コーラ・システ
ムを離れた後もトレーニングを受けており、より
高度なスキルを要する仕事やさらに収益性の高い
ビジネス機会の資格を得る助けになっています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
複数のプロジェクトにわたる長期融資
8,000万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

DIALOG TELEKOM PLC

会社概要

Dialog Telekom PLCはスリランカの大手モ
バイル通信サービスプロバイダーで、2009年
の加入者は約 630万人、国内市場シェアは約
49％となっています。

1993年、Dialogはスリランカ政府から、モ
バイル通信サービスを提供するための 20年
間の免許を与えられました。同社の株式は、
83％をマレーシアの大手電気通信企業 Axiata 
Group Berhadが保有し、17％を独立株主
が保有しています。Dialogはコロンボ証券取
引所に上場しています。

Dialogは拡大計画において、南アジア初の「ク
ワドロプルプレイ」（4つのサービス）戦略に取
り組んでおり、携帯電話通信、固定無線電話通
信、ブロードバンドインターネット、衛星を利用
した有料テレビ放送サービスを提供しています。
クワドロプルプレイは、4つのサービスすべてに
わたる相乗効果を活用することによってコスト削
減が図れるため、十分なサービスを受けていな
い辺境地の住民に無線サービスを提供すること
を可能にします。

サービスが不十分な住民にアクセスする重要な
要素として、Dialogの流通ネットワークがありま
す。Dialogでは同社専任の取引業者 32社を有
しており、これらの取引業者は独立小売業者へ
のサービス提供と管理を行っています。スリラン
カのすべての州にわたって広がる 4万近い小売
業者は、Dialogの商品を仕入れています。その
中にはテレホンカードや、利用者が小売業者を
通じて電子的に通話時間を購入できるSMSベー
スのリロードなどがあります。これらの小売業者
は、販売するDialogの商品に対し5～7％のマー
ジンを得ています。

通常、Dialogの小売業者は別途本業を所有ま
たは経営しており、追加の収入源として Dialog
の通話時間を販売しています。こうした小売業者
の約 60％は小規模な食料雑貨店を営み、40％
は電話やインターネットアクセスなど様々な通信
関連製品やサービスを販売する店舗を運営して
います。平均すると、これらの店舗は 1日に 13
時間営業し、従業員数は 1.8人となっています。
95％は個人経営で、50％は開店後 5年未満で
あり、15％は正式な登録を済ませていません。
また、81％は正式なビジネストレーニングを受
けたことがありません。

いずれも Dialogとの独占契約を結んでいない
独立小売業者であるため、同社は商品の棚スペー
スをめぐって他のモバイルネットワーク事業者と
競争しなければなりません。そのためDialogは、
販売するDialog商品に高めのマージンを付与す
ることによってこれに対応しました。同社はまた、
これらの独立小売業者に対してビジネストレーニ
ングや金融へのアクセスを提供、支援することに
よって、彼らの同社へのロイヤリティを高め、強
力な小売ネットワークを構築できることにも気づ
きました。これは、ブランドを推進してビジネス
を拡大する鍵になります。

自社ネットワーク内の小売業者向けにビジネスト
レーニングと金融へのアクセスを促進するため、
Dialogは IFCと協力し、IFCによる SMEツー
ルキットの現地語版を活用した能力開発プロ
ジェクト「Dialog Viyapara Diriya」（DVD）を
立ち上げました。これまでに 1,835の小売業者
がこのプロジェクトに参加しています。

このプロジェクトを通じて、Dialogと IFCはこ
れらの小売業者に、事業計画やタックス・コンプ
ライアンス（税制への信頼と納税過程における
法令順守）などのビジネススキルに関するトレー
ニングを提供しています。これらのトレーニング
によって小売業者は、Dialogの商品を管理し販
売するだけでなく、自らの本業（食料雑貨店や
通信関連のキオスクなどの事業）を運営する能
力も高めることができました。スリランカの携帯
電話業界における競争がますます激化する中、
こうしたメリットは Dialogが忠実な小売業者を
引き付け、彼らとの関係を維持する助けにもなっ
ています。この強力な流通ネットワークは、さら
なる農村市場に範囲を拡大し、低所得者層の消
費者につなげようとする同社の取り組みの骨格と
なっています。

ビジネススキルのトレーニングに加えて、DVD
プロジェクトでは、金融へのアクセスを促進する
ことによって Dialog社に対するロイヤリティを
高め、小売業者のビジネスを成長させることを
目指しています。Dialogは小売業者を次の 3つ
のカテゴリーに分類しています。カテゴリーAは
Dialog商品の月間売上が 500ドルを超える優
良取引業者、カテゴリー Bは月間 250ドル～
500ドルを売り上げる平均的規模の食料雑貨店、
そしてカテゴリー Cは月間の売上が 250ドルに
満たない零細企業です。DVDによるトレーニン
グは、小売業者が上位のカテゴリーにステップ
アップする助けになります。同社は小売業者向け
にクレジットを直接もしくは間接に付与してはい
ませんが、このシステムでは時間をかけて小売業
者の成績を追跡し段階評価しており、同社、そし
て将来的には銀行に対し、どの小売業者が安全
な融資先である可能性が高いかを提示できます。

Dialogは現在 IFCと連携して、すでに紛争が
終結しているスリランカの北部および東部地域
の小売業者を含め、全体で 5,000の小売業者を
2010年末までにトレーニングする計画です。

DIALOGのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC Dialog

主要取引業者

二次的取引業者

店舗／小売業者

顧客

MSMEトレーニング

資本参加1,500万ドル



インクルーシブ・ビジネスの成功例：BOP層の機会とアクセスの拡大に向けて 27

インクルーシブ・ビジネス事例紹介

DIALOG TELEKOM PLC

IFCの役割と付加価値

スリランカのモバイル市場が成長するにつれ
て、Dialogは、サービスの対象範囲を拡大し、
競争力を保つための大規模な長期融資に加え
て、同社の販売ネットワークを強化する技術
支援を必要としていました。

こうした状況のなか、IFCは長期融資で 5,000
万ドルを提供したほか（支払期日前の 2009
年初めに返済済み）、同社の拡大およびクワド
ロプルプレイ戦略全体への融資として株式資
本 1,500万ドルを提供しました。IFCが関与
したことで他の貸し手も安心し、Dialogがさ
らなる融資を募る助けになりました。Dialog
による拡大の取り組みはスリランカ史上最大
規模であり、現地の貸し手にとってこれまでに
通信およびメディア関連に融資をした経験が乏
しかったことを考慮すると、これは大変画期
的なことでした。

IFCは、DVDプロジェクトを通じて Dialog
の販売ネットワークを強化するために、SME
ツールキットを用いてスキルや業績を改善する
トレーニングを提供しました。IFCのプロジェ
クトである SMEツールキットでは、無料の経
営関連情報や、SME向けにデザインされた
財務会計、事業計画、人事、マーケティング
と販売、運用、情報技術に関するトレーニン
グを提供します。Dialogと協働することで、
IFCは SMEツールキットの内容をスリランカ
の状況に合わせて調整することができました。

DIALOGによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

DIALOGによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・さらなる辺境地域の低所得者層への対象範囲拡大とブランド認知度向上
 ・スリランカのモバイル市場拡大に伴う国内市場シェアと競争力の維持
 ・これらの目標を達成する一環として、忠実で質の高い販売ネットワークを構築

 ・Dialog加入者数は 2007年から 300万人増加し、630万人
 ・年平均成長率（CAGR）32％
 ・市場シェア49％
 ・2009年、通話時間を販売する小売業者の売上高は全体で 1,630万ドル、小売業者あたり販売収
入は約 408ドル

 ・1,835の小売業者がトレーニングを受講

2007年において、Dialogのコア事業分野であ
るモバイル通信の成長率は 27％で、アジアの他
地域と比べると比較的低水準にありました。ま
た、この成長は国内でも比較的裕福な都市部に
集中していました。そのためDialogは、まだネッ
トワークにつながっていない地域を接続する必
要性、すなわちサービスが不十分な農村地域へ
の接続やコミュニケーションの便益を拡張する
必要性を強く認識しました。そこで、電波の対

応地域と手頃な価格のサービスを主な原動力と
して提供する、積極的な拡大プログラムに着手
しました。2009年には国内シェアが 66％に達
し、市場は年率 40％で成長していました。他社
が追随して市場に新規参入するなか、Dialogは
規模の経済を活用する強力かつロイヤリティの
高い流通および販売ネットワークの必要性を認
識したのです。

2007年の拡大以来、Dialogは 300万人以上
の新規加入者を獲得し、年平均成長率（CAGR）
は 32％、市場シェアはほぼ 50％に達しました。
価格を抑えるためにクワドロプルプレイ戦略を活
用しながら、Dialogは、競争の激しいスリラン
カの電気通信市場でトップの座を維持しており、
これまでサービスが不十分だった顧客層に範囲
を拡大させることで、まだ対応できていない大き
な需要に食い込んでいます。電気通信の普及率
の拡大は通常、GDP成長と貧困緩和に関連し
ています。例えば、携帯電話普及率の 10％の増
加は、1人あたりの GDPで 0.6％の増加につな
がると推定されています 5。

Dialogのインクルーシブ・ビジネス・モデルは、
電気通信へのアクセスを拡大するだけでなく、同
社の商品を販売する零細および小規模小売業者
の経済機会も拡大します。2006年、Dialogの
小売業者は通話時間を販売して合計で 1,630万
ドルを売り上げました。これを換算すると、小
売業者あたりの平均収入は 408ドルになります。
現時点で 1,835の小売業者に提供している様々
な能力開発の取り組みは、こうした小売業者が
さらに所得を増やす助けになると予想されてい
ます。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 5,000万ドルおよび 
資本参加 1,500万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

ECOM AGROINDUSTRIAL CORPORATION

会社概要

ECOMは、1849 年にバルセロナで創設さ
れた農産物商品取引企業（商業作物商社）で
す。当初は綿花業者でしたが、主にコーヒーと
ココアの取引へと拡大しました。同社は農産
物のオリジネーター、加工業者、マーチャンダ
イザーであり、Nestlé Group、Starbucks、
Hershey、Mars、Sara Lee、Kraf t、
Folgersなどのブランド商品メーカーに商品
を販売しています。現在はスイスに本拠を置
き、子会社合わせて 30カ国に展開しています。
ECOMは全世界で約 6,000人を雇用してお
り、年間平均売上高は 27億ドルで、コーヒー、
ココア、綿花の世界大手取引業者の 1社に位
置付けられています。

ECOMのコーヒー事業は世界規模であり、五
大陸に 20以上の拠点を有しています。近年で
は、ECOMのコーヒー取引総量の 20％が認
証済み品種であり、同社ではこの割合を大幅
に引き上げることを長期的ビジョンに掲げてい
ます。

主に BOP層の小規模農家がコーヒーを栽培し
ている中央アメリカで、ECOMはコーヒー栽培
者と協働して農地の生産性向上を支えたり認証
取得を促進したりしています。このモデルには、
投入資材や資本の整備のために季節に応じて厳
選して提供する中期融資のほか、収穫量を増大
させ品質を改善するとともに、ECOMが販売
するいずれかのラベル（Rainforest Alliance、
Starbucks 4C、または Nespresso AAA）の
下で認証を受けるための技術支援が含まれます。

資金調達の面で、ECOMはメキシコ、グアテマ
ラ、ニカラグア、ホンジュラス、コスタリカのコー
ヒー栽培者に対し季節に応じたクレジットを付与
しています。こうした資金の前払いにより、生産
サイクル全体を通じて農家への出資を行い、肥
料などの投入資材の購入、コーヒーの木の維持
管理、収穫を支援します。クレジットを付与する
前に、ECOMは農家を訪問して翌年の生産能
力を決定します。この評価に基づき、ECOMと
その事業子会社は貸付の規模（通常は 1,000ド
ル未満）を決定するとともに、クレジットの承
認からモニタリングや貸付の対応まで、融資手続
きを管理します。

技術支援の面では、ECOMは IFCが促進す
るパートナーシップにおいて、米国に拠点を
置き持続可能な生計を促進する NGOである
Rainforest Alliance、およびフランスの農業研
究センター CIRADと協力して、農家の生産性、
持続可能性、認証資格基準を改善します。農家
は、生産プロセスの文書化、肥料の管理、労働
状況の改善といった対策を通じて自らの事業を
改善するよう促されます。遭遇する問題の性質
に応じて改善プログラムの期間は様々であり、土

壌保全や生物多様性保護のようなトピックは通
常、長期間かけて対処します。

Rainforest AllianceとCIRADは、トレーナー
の訓練や農家を対象としたワークショップを通じ
て自らの専門知識を提供しています。ECOMの
スタッフは両方に参加し、その後農家向けのさら
なる知識共有に取り組みます。彼らは事後訪問を
実施して進捗状況をモニタリングするとともに、
農家が生産や認証取得という目標に向けて取り
組む過程で生じる実践上の問題を解決します。

これらの改善プログラムが成功すると、農地の
生産性が高まり、認証プログラムの資格条件を
満たすこともできます。

上述した技術支援を組み合わせた資金調達に加
えて、Nestlé Groupの Nespressoといったプ
レミアムコーヒーバイヤーの参加は、中央アメリ
カにおける ECOMのインクルーシブ・ビジネス・
モデルにとって不可欠です。Nespressoの貢献
には、Rainforest Allianceと CIRAD の役割
を対象とした IFCとの共同出資金が含まれてい
ます。このことは、同社が高品質で持続可能な
コーヒーをプレミア価格で購入する意向がある点
について農家に強力なサインを伝えるものであ
り、ECOMは農家と協力して必要な分量を事前
に計画することができます。Nespressoの厳格
な品質および持続可能性基準を満たすために必
要な改善プログラムに投資すべきかどうかは農
家が決定するため、このシグナルは重要です。

ECOMのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC

CIRADRainforest
Alliance

小規模農家の
コーヒー栽培者 ECOM Nestlé Group

技術支援融資 ローン2,500万ドル

技術支援

コーヒー

融資および
技術支援

技術支援

市場アクセス

技術支援融資への
貢献
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

ECOM AGROINDUSTRIAL CORPORATION

IFCの役割と付加価値

ECOMに対する IFCの付加価値は、投資と
アドバイザリー・サービスの両方を提供できる
能力にあり、これには 2,500万ドルの融資と
150万ドルの技術支援（このうち IFCは 50％
の資金を提供）が含まれます。投資とアドバ
イザリー・サービスはそれぞれ別のパートナー
各社から個別に提供されますが、ECOMは
IFCの総合サービスを利用することにより、
農家が自らの生産性、持続可能性、そして生
計を改善する助けになる融資と技術支援を一
括して提供できるようになります。

中央アメリカにおける IFCとECOMの関係は、
アフリカ（ケニア、タンザニア、ウガンダ）とア
ジア（インドネシア、パプアニューギニア、ベト
ナム）に及ぶ企業の支援を目的として、さらに
5,500万ドルの融資と 800万ドルの技術支援
を提供することにつながりました。全体として、
これらの新しいプログラムは 8万人のコーヒー
栽培者に対象を拡大できると予想され、そのう
ち 4万 3,000人が認証を得られるとみられて
います。

ECOMによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

ECOMによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・コーヒー供給の安定性と安全性を確保する必要性
 ・高品質の認証済みコーヒーおよび関連する販売プレミアムに対する市場の需要
 ・認証済みコーヒーの取引拡大という企業ビジョン

 ・対象農家の生産性が向上し、一部のプログラムでは 40％以上向上
 ・認証済みコーヒーの購入数は 48万 1,606袋、コーヒー農家全体の副収入 370万ドルに相当
 ・ECOMに対する農家の忠誠心 (ロイヤリティ )が高まり、サプライチェーンが安定
 ・認証済みコーヒーの取引量が増加

中央アメリカにおけるコーヒー栽培の特性を考
慮すると、ECOMは小規模農家とビジネスを行
う必要があります。同社はまた、こうした農家の
成長に積極的に投資する必要があり、わずかで
も競争力を失うと同社のサプライチェーンの安定
を脅かすことになります。

農家の競争力は、ECOMがプレミアムコーヒー
市場にアクセスする上でも不可欠です。高品質の
認証済みコーヒーへの需要は高まっており、コー
ヒー豆を炒る業者、小売業者、消費者は、質の
高さ、環境上の持続可能性、トレーサビリティ（追
跡可能性）、社会基準など様々な価値を求めてい
ます。

市況によって、認証済みコーヒーに支払われる
プレミア価格は栽培者にとって大きなものにな
ります。2008年の時点で、ECOMのコーヒー
の 20％が認証済みとして販売されました。同社
では、この数字を 50～ 80％に高めていくこと
を目指しています。これは、ECOMのサプライ
チェーンにおける小規模農家が認証済み品種を
安定的に生産できて初めて実現するとみられる
ため、同社の長期ビジョンにとって小規模農家
に融資と技術支援を提供することが鍵となって
きます。

ECOMによるインクルーシブ・ビジネス・モデ
ルのビジネスの成果および開発効果は、緊密に
関連しています。小規模農家に融資と技術支援
が行き届くことで、彼らの生産性、安全性、所
得水準が高まります。一方、ECOMは自社のサ
プライチェーンを強化し、高品質の認証済みコー
ヒーへのアクセスを拡大するとともに、こうした
商品がもたらすプレミアムを獲得します。

2009年 6月までに、ECOMはこのモデルが確
立されてから 3年間で認証済みコーヒー 48万
1,606袋を購入しましたが、これは中央アメリ
カの小規模農家に支払われたプレミアム 369万
2,000ドルに相当します。これは、小規模農家
1万 4,149人に対する一時的資金調達 1,740万

ドル、および認証とNespresso AAA、FLO-
Fairtrade、Nestec 4Cが定める品質基準に向
けた農家 1万 145人の取り組みに対する技術支
援を通じて実現しました。さらに 3,282人の農
家が、経営、剪定技術、交配植物の利点に関す
るトレーニングを通じて生産性を高めています。

これらの成果は心強いものであり、ECOMでは
今後中央アメリカの栽培者約 12万 5,000人に
対象を拡大することを計画していることから、さ
らなる開発効果拡大が期待できます。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
様々なプロジェクトにわたる長期融資
8,000万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

FINANCIAL INFORMATION NETWORK & OPERATIONS LTD (FINO)

会社概要

ムンバイに拠点を置くFinancial Information 
Network & Operations Ltd（FINO）は、銀
行口座を持たない住民に対し金融機関がサー
ビスを提供するための ITソリューションを構
築し、導入しています。FINOは、主にインド
の農村地域や準都市部に対応する銀行、マイ
クロファイナンス、保険、および政府の顧客
に一連のサービスを提供しています。2009年
11月 30日の時点で、同社の顧客基盤には 20
のマイクロファイナンス機関（MFI）、14の銀行、
7の政府機関、4つの保険代理店などが含ま
れており、それらの機関が抱える個人顧客は
全体で 1,200万人以上となっています。FINO
は、インドの 21州全域に及ぶ 208地域の顧
客に範囲を拡大しています。

FINOは、インド最大の民間銀行であり官民
合わせても総資産第 2位の規模を誇る銀行
ICICI Bankによって設立され、2006年 4月
に別の事業体として分離独立しました。現在
で は、Corporation Bank、Indian Bank、
Life Insurance Company of India、Union 
Bank of Indiaなどの国営銀行が株式保有率
の 16％を占めています。民間セクターの投資
家には、HSBC（25%）、ICICI Group（25%）、
IFMR Trust（1%）などが含まれます。海外の
投資家では、IFCと Intelがそれぞれ 17％と
16％を保有しています。

FINOは、各機関と顧客の間で信頼性が高く低
コストの金融取引を促進するため、スマートカー
ドや代理店が運用する携帯 POS端末を採用し
た銀行システムおよび決済システムを提供してい
ます。FINOはこのシステムを利用して、非識字、
情報の非対称性、不十分なインフラ、セキュリ
ティ、そして極めて重要なこととして小額の取引
額に比べたコストの高さなど、金融機関が低所
得者層の顧客に対応する際に直面する多くの課
題に対処しています。同システムにより各機関は、
銀行口座を持たない住民にサービスを提供する
にあたって、融資事業を持続可能な形で行うこと
と規模の拡大を実現できます。

FINOのコア・サービスは、以下を含む複数の
商品で構成されます。

 ・会計および MISシステム：FINOが構築およ
びメンテナンスをし、金融機関におけるトラン
ザクションを促進し履歴を追跡するバックエ
ンド処理システム

 ・携帯 POS端末：6,000店舗以上の FINO代
理店と各代理店の顧客が預入、貸付、支払い
などの取引を行うために使用する携帯機器

 ・生体認証スマートカード：顧客や代理店など
が携帯する認証ツールで、双方において取引
が安全に行われているかを確認します。各カー
ドには指紋、身分情報および銀行取引情報
がチップに埋め込まれているほか、カードの
表面にはカード所有者の詳細情報と写真が掲
載されています。

FINOのコア・システムは、特定の商品ごとに様々
な種類の金融取引に利用できます。例えば、普
通預金口座では、生体認証スマートカードを使
用して残高の確認、送金、預金、現金の引き出

しが可能になります。スマートカードはまた、補
助金、納付金、クレジットのほか、健康保険、
生命保険、天候保険といった各種サービスに使
用することもできます。今日では、政府が国家
農村雇用保証法（NREGA）の下で支払いを送
金したり、貧困ラインを下回る人を対象とした国
の健康保険制度を処理したりするために使用さ
れています。その他のサービスには、個人が現
金からスマートカード、カードから銀行、または
カードからカードへ送金できるサービス、各機
関が自動積立預金または投資信託を処理できる
預金管理商品、および信用情報機関や金融リス
ク管理サービスを新たに提供する計画のある銀
行やMFI向けの信用評価サービスなどがありま
す。最後に、最新サービスの 1つである FINO 
MITRAでは、モバイルプラットフォームを活用
して代理店が加入し取引を実施できるようにな
るほか、エンドユーザーはモバイルバンキングや
モバイルコマースを行えるようになります。

商品や顧客によって収益モデルは異なるものの、
FINOは一般的に金融機関に対し、使用中のバッ
クエンドシステムのスペースと携帯 POS端末の
貸出料、端末の年間管理費、新規カード発行料
を請求します。機関によっては、携帯 POS端末
をレンタルではなく購入することを選択すること
もあります。顧客は、送金が必要な商品のみ支
払いを行い、1回の取引で最大 1万ルピーを送
金する場合、FINOに直接 20ルピー（0.5ドル
未満）を支払います 6。

現在、FINOの収益は入会料や携帯 POS端末
の売上といった 1回限りの料金によって支えられ
ています。2011年までに、売上の約 57％は取
引手数料やカードおよび携帯 POS端末の管理
費といった収益源から得られることになると見
込まれています。

FINOのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC

Financial Information Network & Operations

銀行（14） MFI（20） 保険（4） 政府（7）

パイロット事業とトレーニング
100万ドル

資本参加400万ドル
資本参加280万ドル

携帯POS
端末を
利用した

取引の実施

バックエンド処理システム、代理業者、携帯POS端末の提供

Customers (over 12M)顧客（1,200万人以上）
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

FINANCIAL INFORMATION NETWORK & OPERATIONS LTD (FINO)

IFCの役割と付加価値

IFCの役割は、初期投資と技術支援の組み合
わせにあります。IFCによる投資には、第一
段階の資本参加 400万ドルに加え、さらに第
二段階の280万ドルの資本参加が含まれます。
これにより、FINOのような初期段階にある
企業が直面する当面の資金不足を補い、その
後の成長によって資金調達の選択肢が広がる
よう支援します。

IFCは、信頼できる仲介者としての役割を通
じて、FINOが無事に分離独立して銀行や
MFIが同社の技術を採用するよう働きかける
支援をしました。

また IFCは 2007年 12月、パイロット事業お
よびトレーニングプログラムを支援するため、
最大 100万ドルにのぼる技術支援の助成金を
支給することで合意しました。FINOはこれ
らの資金を使用し、SEWAなどの MFIと協
力して技術を開発し試作するとともに、全国
の参加者 8,002人向けに 872のトレーニング
ワークショップを実施しました。また、FINO
は複数のパイロット事業を実施しました。その
うちの 1つはアンドラプラデシ (AP)で行われ
たモバイルアプリケーション向けのもので、プ
ロジェクト期間中、貧困ラインを下回る170万
の家庭が現金不要の健康保険制度に加入しま
した。

FINOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

FINOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・金融機関が、銀行口座を持たない 6億人のインド人に対し、費用対効果を確保できる形でサービ
スを提供できるようにするテクノロジーの市場機会

 ・銀行口座を持たない住民に金融包摂（Financial inclusion）を拡大する使命

 ・2006年以来の売上高の増加率 140％（2006～ 2009年の年平均成長率 34％）
 ・20のMFI、14の銀行、7の政府機関、4の保険代理店からなる顧客基盤
 ・金融機関は、コスト削減、効率化および生産性の向上、透明性の向上、辺境地域を含む住民へ
の範囲拡大が可能になる

 ・2010年初めの時点で、21州における1,200万人以上の住民が、貸付、支払い、送金、預金、保険、
政府補助金などの金融サービスへのアクセスを獲得

FINOによるビジネスモデルの主な原動力は、新
しいテクノロジーやサービスによって、収益性の
高い形で BOP 層にサービスを提供できる未開
拓の市場機会にあります。具体的には、現時点
で十分なサービスを受けていないか、または公
式の金融システムから疎外されている農村地域
に住む 6 億人以上のインド人がターゲット市場
になるのです。

Reserve Bank of India（インド準備銀行）に
よると、インドの成人人口の 41％は現時点で
銀行口座を持たず、正規の信用源にアクセスで
きる農家はわずか 27％にとどまっています。非
公式の貸金業者が市場の最大 75％を支配し、
90％もの金利を課しています。ローン以外の金
融サービスは、辺境地域では実質的に存在しま
せん。

2006年～ 2009年の売上高増加率は 140％と
なり、CAGR（年平均成長率）は 34％でした。
さらに、FINOはわずか数年で顧客基盤を 20の
MFI、14の銀行、7の政府機関、4の保険代理
店に拡大し、これまで銀行口座を持たなかった
個人顧客 1,200万人以上にサービスを提供して
います。これまでに 7,000以上の携帯 POS端
末を展開し、現在では主に小さな村や町である
2万 6,000カ所の様々な場所に対応しています。

FINOの自動決済システムにより金融機関は取
引コストを抑え、効率性と生産性を向上させると
ともに、透明性を高めることができます。各機
関は、顧客の獲得や事業の拡大に充てるスタッ
フの時間を増やすことができます。FINOの顧
客は、カスタマイズされた商品を顧客に提供し、
現金も書類も不要の保険を提供するとともに、
期日通りに全額支払いを確保することができま
す。最後に、シンプルで信頼性の高いデータシ
ステムにより、マイクロファイナンス機関のよう
な比較的小規模な機関は、さらに多くの資本を
引き付け、さらに多くの個人にクレジットを付与
できます。

このモデルは、特に FINOの顧客の 90％が居
住する農村地域において、現在金融サービスへ
のアクセスがない人々の金融包摂（Financial 
inclusion）を促進し、融資の対象を広げていま
す。金融包摂は、個人が所得を増やし、預金を
し、病気や資金不足などの不確実性に対処する
上で不可欠です。金融包摂がなければ、個人は
教育または経済成長への投資において自らを頼
るほかなく、様々な機会を大幅に制限してしまう
とともに、経済的不平等や貧困を固定化してし
まいます 7。FINOを通じて、インドの比較的辺
境地域に住む個人でも、正式な貸付のほか、保
険、預金、送金、政府への支払いも利用できる
ようになります。FINOは雇用創出にも大きな貢
献をしており、800人以上の従業員を直接雇用
しているほか、6,000人の地域密着型代理店・
仲介者を採用しており、そのうち 70％近くが女
性となっています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
資本参加 680万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

IDEA CELLULAR

会社概要

Idea Cellular Limited（Idea）はインドで最
も急速に成長しているモバイル通信業者です。
同社の起源は 1995年に遡りますが、営業を
開始したのは 1997年にマハラシュトラ州とグ
ジャラート州においてでした。Ideaは有機的
成長と買収を組み合わせながらサービス分野
を拡大しました。

2006年末には、Aditya Birla Groupが Idea
の株式の過半数を保有して合併し、経営権を
握りました。2007年 2月、Ideaはネットワー
クの拡大を支えるのに必要な資本を集めるた
め新規株式公開（IPO）を実施しました。現在
で は、Aditya Birla Group（Birla） が Idea
株の 57％を保有しています。プライベート・
エクイティの Providence Equity Partners, 
Inc.とCitigroup Global Markets（Mauritius）
が合わせて 17.7％を保有し、残りの 24.6％は
約 35万人にのぼる個人投資家が保有してい
ます。

Aditya Birla Groupが買収した際、Ideaの新
経営陣は、需要が高いながらもサービスが不十
分なインドの辺境地域におけるネットワークの拡
大に注力するため、同社の戦略を再構築しまし
た。また、2009年 3月の時点で全国に広がる
1,520の自社サービスセンターと70万以上のマ
ルチブランド小売店舗からなる流通ネットワーク
も構築しました。これらの投資により、Ideaは
対象範囲を地方にまで広げ、規模の経済を実現
することによって価格を低く抑え、BOP層の顧
客に対応することができました。

Ideaのアプローチには、地方や低所得者層の
消費者のニーズに応えるようカスタマイズされ
た一連の商品やサービスも含まれます。例えば、
Ideaはわずか 0.20ドルほどの価格で通話時間
を購入できるパッケージを導入しました。同社は、
「ミュージック・オンデマンド」（必要に応じた音
楽）などの付加価値サービスを提供しています
が、これは FMラジオが届かない地方で特に成
功を収めました。Ideaのメディアおよび広告キャ
ンペーンは、地方の利用者に届けるために主に
現地語でも実施されました。

ごく最近では、Ideaは Pocket Public Calling 
Offices（PPCO）プロジェクトを通じて、自分
の電話を購入する余裕のない消費者に範囲を拡
大すべく取り組んでいるところです。PPCOは顧
客拡大を目指す Ideaの取り組みの産物であり、
成長戦略の一環でもあります。同社は PPCO
を営利プロジェクトと考えており、Ideaの通常
の事業開発プロセス（コンセプトの文書化、経
営層の承認、製品構成、テスト、正式な一般発売）
を介し、開発されました。

PPCOは共有アクセスモデルであり、携帯電話
は零細起業家が運営する公衆電話として使用さ
れます。このモデルを開発するにあたり、Idea
は共有電話プロジェクトのグローバルな経験を
活用するため IFCと提携しました。モデルの中

心となったのは、IFCが促進して始まったイン
ドの Self-Employed Women’ s Association
（SEWA）との草の根レベルのパートナーシッ
プです。IFCからの財務支援が限られるなか、
SEWAは以下の不可欠なプロジェクト機能を果
たしました。

 ・地方の零細起業家との提携に必要な情報や
人脈へのアクセスを提供

 ・PPCOの機器を購入し操作するため零細起
業家に資金を提供

 ・PPCOオペレーターのトレーニングと能力 
構築

Ideaがプロジェクトの管理全体を担当し、法規
制を順守する一方で、SEWAは、PPCOオペ
レーターを特定および評価し、彼らに現地語で
トレーニングする責任を負っています。SEWA
は PPCOオペレーターに対し、PPCO機器を
購入するための資金を提供します。これには、
携帯端末、共有電話ソフトウェア、SIMカード、
約 35ドル分の通話時間などがありますが、す
でに自分の電話を持っているオペレーターには
約 11ドルの SIMカードだけを提供します。こ
れにより Ideaは金利収入を得ます。SEWAは
また、PPCOオペレーターに技術支援を提供す
るほか、モニタリングと評価を目的としたデータ
収集を行います。

PPCOオペレーターはPPCO機器の維持管理、
ビジネスの促進、正確な通話記録の管理を担当
します。PPCOオペレーターは住民に通話時間
を販売することで収入を生み出し、Ideaはオペ
レーターが毎月販売する通話時間量に応じて 20
～ 47％の手数料を支払います。オペレーターは
さらに、自分の電話を持っている顧客に対する
通話時間の販売やプリペイドカードの販売など、
追加の収入源を確保している場合もあります。

IDEA CELLULARのインクルーシブ・ビジネス・モデル

他の投資家

IFC
Idea Cellular

PPCO
オペレーター

MFI

追加融資への参加

貸付1億ドル

追加融資に
最大2億5000万ドル

売上手数料

能力開発と融資

市場浸透

金利収入

PPCOを計画し
運営するための
知識基盤

PPCOおよびプロジェクト資金を
計画し運営するための知識基盤

商品と
サービスへの

アクセス

地方の起業家
グループへの
アクセス

消費者
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

IDEA CELLULAR

IFCの役割と付加価値

Ideaにとって IFCの付加価値は、ネットワー
ク拡大のための大規模な融資と、PPCOのプ
ロジェクトを通じて BOP層にさらに浸透する
ための支援を行うアドバイザリー・サービスを
組み合わせたものにあります。

PPCOプロジェクトについて、IFCは 2つの
重要な役割を果たしました。第一に、IFCは
共有電話モデルの計画と運営における専門知
識を提供しました。複数のアフリカの国々に
おける同様のビジネスモデルの経験を生かし、
IFCは、Ideaおよび同社のパートナーである
SEWAに対し、適切なビジネスや運用モデル
について助言を行うのに最適な立場にありま
す。第二に、IFCの長期にわたる SEWAと
の関係、および大企業を零細、中小企業と結
び付けてきた経験により、IFCは様々なパー
トナーシップを仲介し促進する役割を果たす
ことができました。

IDEA CELLULARによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

IDEA CELLULARによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・Ideaの顧客数を増やす
 ・顧客あたりの使用・購入回数を増やす
 ・ブランドの認知度を高め、競争力を保ち、市場シェアを高める
 ・モバイル通信サービスおよび経済機会へのアクセスを拡大することにより、Aditya Birla Group
の社会的責任を果たす企業としての評判を高める

 ・2007年以来の加入者は 185％増の 6,000万人に達し、そのうち地方部の割合は約 40％となった
 ・2007年以来の市場シェアは 9％から11％へ 2％増加
 ・売上は 31％増、EBITDA（金利・税金・償却前利益）は 8％増
 ・地方などこれまでサービスが不十分だった消費者の間で電話の利用が増加
 ・パイロット段階で事業に携わるPPCOオペレーターは 1,228人で、20～ 47％の手数料を得ている
 ・小売セクターにおける所得および雇用の創出

Ideaのインクルーシブ・ビジネス・モデルの主
な原動力は、インド全域、特に準都市部や農村
地域において急増していた需要でした。これらの
地域における電話普及度、つまり「電話回線密度」
は 2008年時点で平均約 6％で、インド全体の
電話回線密度 40％に比べても非常に低く、アジ
ア平均の半分にも達していません。Ideaによる
PPCOプロジェクトの具体的な目標は、30万人
のオペレーターを介して、3年以内に同社のサー
ビスを新たに 5,000万人の地方の顧客に拡大す

ることでした。

さらなる原動力は、商業的に持続可能で貧困
者に優しいアプローチに対する Aditya Birla 
Groupの誓約でした。同社の取り組みは、電気
通信業界を自由化し、競争を促進するというイ
ンド政府の政策によって実現しました。

Ideaのインクルーシブ・ビジネス・モデルは、
対象範囲を地方まで広げることで、規模の経済
によって価格を低く抑えることができるものであ
り、ネットワークの拡大に着手して以来、加入者
は 185％増の 6,000万人に達しました。このう
ち約 40％が地方に住んでいます。この間、同社
の市場シェアは 2％ポイント増加し、11％に達し
ました。売上は 2008～ 2009年で 31％増え、
21億 5,000万ドルになりました。

PPCOプロジェクトは、以前までモバイル通信
をほぼ利用できなかった、地方の低所得者層
における顧客獲得を進める助けになりました。

PPCOはまた、パイロット段階だけで 1,228人
の PPCOオペレーター向けにビジネス機会を生
み出しました。オペレーターは 1人あたり、売上
の 20～ 47％を受け取ります。

Ideaの成長は、電気通信業界全体の成長にも
貢献しました。この業界では、普及率の拡大
によって競争が加速し、手頃な価格を維持する
助けになっています。また、普及率の拡大は、
GDP成長と貧困緩和にも関連していることが調
査で示されています。例えば、携帯電話普及率
の 10％の増加は、1人あたりの GDPで 0.6％
の増加につながると推定されています 8。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 1億ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

JAIN IRRIGATION SYSTEMS (JISL)

会社概要

インドに拠点を置くJain Irrigation Systems 
Ltd.（JISL）は世界最大の効率的な灌漑シス
テムメーカーで、果物や野菜の大手製造加工
業者（マンゴーピューレでは世界最大、乾燥玉
葱では世界 3位）でもあります。長い年月を
かけて、バナナ、グアバ、ザクロ、アオンラ、
パパイヤ、トマトにも取り扱いを拡大してきま
した。同社はインド、中東、ヨーロッパ、オー
ストラリア、中南米、米国に拠点を展開してい
ます。インド国内では最大のマイクロ灌漑シス
テム（MIS）提供業者であり、点滴灌漑市場で
55％、スプリンクラー市場で 35％のシェアを
占めています。

JISLは、ボンベイ証券取引所に上場していま
すが、Jain一族が同社の経営権を握っていま
す。JISLは現在、インドで 6,000人を雇用し
ており、この数字は 2012年までに 8,000人
に達すると見込まれています。

JISLのビジネスモデルは、農業を中心としてバ
リューチェーン構築のほぼ全般を手がけていま
す。同社は農家に対し、より多くの優れた農作
物を生産するためマイクロ灌漑システム（MIS）
や種子などを供給し、その後、食品加工部門を
通じて果物や野菜を購入しています。同部門で
はこれらの果物や野菜を加工後、輸出用や国内
市場向けに販売します。このようにして、Jain
のインクルーシブ・ビジネスは農家を消費者と生
産者の両方の立場から支援しています。

消費者としての農家へのサービス提供
JISLの MISによって農家は湛水灌漑から、点
滴灌漑やスプリンクラーなど水やエネルギーを効
率化したシステムに切り替えることができます。
これらの商品は、インド全域にわたる1,750の
流通業者からなるネットワークを介して供給され
ます。JISLはまた、MISを展開し利用するため
のスキルについて、流通業者や政府担当者など
をトレーニングする機関も設立しました。JISL
の取引業者や流通業者は全員が、技術者や整備
工向けの専門的研修も含め、同社によるトレー
ニングを受けています。

JISLによるMISビジネスの主な成功要因は、
インドの中央政府および州政府が提供した補助
金にあります。開墾土地が 5ヘクタールに満た
ない農家は、MIS設備に対し 50％の補助金を
受け取ります。この補助金は、銀行を通じて送
金される州もあれば、政府が用意する特別な手
段で支給される州もあります。農家は、独自の
調達先または補助金の支給を担当する銀行から
残りの資金を調達します。JISLは、Yes Bank、
インド中央銀行、IDBI Bankなど複数の銀行と
協力して、MIS向け融資を促進しています。こ
れらの銀行では必要な手続きのほか、モニタリ
ングとレポート作成のためのシステムも開発しま
した。点滴灌漑システムを購入するための平均
貸付額は、農家 1世帯あたり約 817ドルです。

生産者としての農家への支援
JISLは果物や野菜を 4,150の契約農家供給者
から直接調達するほか、2万 5,000以上の農家
供給者から調達する取引業者を通じて間接的に
調達します。

JISLの契約農家モデルは 2002年に立ち上げら
れたもので、新しいシステムの導入に積極的な
農家を選出します。彼らに高品質の種子、肥料、
MISといった資源の利用、JISLのエクステンショ
ン・アソシエイト 60人を介した作付けや投入資
材の適用など、あらゆる側面に関する農業関連
のトレーニングやガイダンスを提供することを基
盤としています。さらに、農家と JISLの関係が
寄与して、MISのほか、種子、作付け用の資材、
特定の作物向け包装などの資金として商業銀行
からクレジットを得られる場合も多くあります。
同社はその後、生育期の初めに設定した最低価
格、または収穫期のおおよその市場価格のいず
れか高い方で生産物を買い戻します。成功を収
めた契約農家は、優れた農地経営を導入するよ
う他の農家に促すためのロールモデルとなりま
す。

食品の安全性に関して大手の買い手が抱く懸念、
および農場レベルの慣行やトレーサビリティへの
関心の高まりを受けて、JISLは農家が国際基準
を満たすよう支援も行っています。JISL自身の
農場はGLOBALGAP認証済みであり、同社は
現在 IFCと協力して供給元の農家を対象とした
Jain GAP基準を開発し適用しているところで
す。Jain GAP基準は、同社が低所得者層の農
家に対するコストを大幅に増やすことなく買い手
の懸念に対処する助けになると期待されていま
す。2011年までに、玉葱とマンゴーを供給する
農家約1,000人がJain GAP認証を受け、2,500
エーカーの農地を持続可能な管理下に置く予定
です。JISLは長期的に Jain GAPを、取引業
者の調達元である、より多くの農家向けに拡大
したいと考えています。

JISLにとって契約農業の利点は、従来の調達
チャネルに比べて供給の質と量に対する管理を
強化できる点があります。JISLは現在のところ
玉葱の調達に契約農業モデルを適用しており、
今後はマンゴーとトマトにもこのモデルを拡大す
る予定です。JISLによる玉葱の契約農家の約
90％は小規模で、農場の規模は平均 2ヘクター
ル未満です。

JAIN IRRIGATION SYSTEMSのインクルーシブ・ビジネス・モデル

貸付6,000万ドルおよび
資本参加1,447万ドル

生産物の販売

クレジット（JISLとの関係に基づく）

小規模農家向けMIS補助金

農業および運営のトレーニング、
投入資材、保証価格

高品質の種子、肥料、MIS、その他の投入資材

高品質の種子、肥料、
MIS、その他の投入資材

MIS補助金、
クレジット

JISL
IFC

小規模契約農家

政府

商業銀行（例：Yes Bank）

JISLの流通業者

その他の小規模農家
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

JAIN IRRIGATION SYSTEMS (JISL)

IFCの役割と付加価値

IFCは 2007年以来、JISLに対し、MISを
介した農業における水利用の効率化を促進す
るため、融資で 6,000万ドルと資本で 1,447
万ドルを拠出してきました。投融資に加え、
IFCのアドバイザリー・サービスでは、プロジェ
クト設計と実行、モニタリングと評価、世界基
準の優良経営に関する知識の共有をサポート
することで、JISLが Jain GAP基準を開発
して展開できるよう支援しています。IFCはま
た、MISの利点を文書化して普及させるため、
ウォーターフットプリント（水使用量の推計値）
評価についてJISLと協力しています。

JAIN IRRIGATION SYSTEMSによる 
インクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

JAIN IRRIGATION SYSTEMSによる 
インクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・政府の補助金によりサポートされた、農家の生産性と所得向上に繋がる 
マイクロ灌漑システム（MIS）が持つ市場機会

 ・輸出用の加工食品向け農産物の質と量を安定して確保する必要性
 ・食品の安全性と農場レベルの慣行に関する買い手と消費者の懸念
 ・JISLのサプライチェーンにおける水不足と農家の生産性の低さ

 ・2008年には 1,800の契約農家から玉葱 3万 5,000トンを調達、そのうち 90％は小規模農家
 ・玉葱農家において、市場が確保され、1エーカーあたり 300～ 400ドル所得が増加
 ・MISを利用している農家では、効率化により1エーカーあたりの純収益が 100～ 1,000ドル増加
 ・湛水灌漑に対し、JISLの点滴およびスプリンクラー灌漑では年間推定 5億立方メートルの水使用
を削減

消費者としての農家にサービスを提供するため
の原動力
JISL創設者の B.H. Jain氏は、インドの農家
が直面する課題について彼自身の経験に基づき、
農業において持続可能な水管理を促進するとい
う基本的ビジョンを掲げていますが、このビジョ
ンは、同社がインドでMISの促進に参入し取り
組む上で強力な原動力となっています。

別の原動力として、大規模で成長中の MIS市
場がありますが、これはインド政府の補助金お
よび買い手にとってMISがもたらす生産性と
所得の増加によって実現します。政府の「Task 
Force on Micro Irrigation」（マイクロ灌漑にお
けるタスクフォース）では、2004～ 2012年の
間に 1,700万ヘクタールの耕作地をMISの管
理下に置くよう推奨しました。これにより、肥料
や水など補助金を受けている他の投入資材の必
要性が低下するため、最終的に政府は資金を節
約できます。

最後に、JISLの食品加工事業では農家から果
物や野菜を調達するため、安定した供給量を確

保することは JISLが関心を抱く点であり、MIS
の利用は特に水供給に制約のある地域では、農
地の生産性を確保する上で重要な要素です。

生産者としての農家への支援を拡大するための 
原動力
食品加工事業にとって安定した質と量の供給を
定期的に確保することは、JISLが契約農業に参
入するための強力な原動力になります。多くの仲
介業者が関わる細分化したサプライチェーンが
特徴の市場において、契約農業を用いることに
より、同社は費用対効果のあるサプライチェーン
の構築を実現しています。

さらに、トレーサビリティや農地レベルの慣行
について買い手や輸出市場から高まる要請に応
えるために、食品の安全基準に気を配ることは、
JISLが Jain GAPのようなシステムを同社のサ
プライチェーンに導入する結果につながっていま
す。このような施策は、時間をかけて同社の顧
客基盤を維持し成長させるために必要なことで
あり、モニタリングの要求水準を考えると契約農
業モデルでは導入しやすいと言えます。

JISLと協力することによって、玉葱の契約農家
は、従来に比べて、高品質の種子、投入資材の
購入資金、農業支援、MIS、1エーカーあたりさ
らに 300～ 400ドルの生産を生み出す農産物
の確実な市場などの恩恵を受けています。

JISLの MIS製品を単独で利用している農家も
全体として効率を高め、生計を不規則な雨に頼
る割合が減りました。こうした効率向上の結果
として、農作物により1エーカーあたりの純収益
が 100～ 1,000ドル増加しており、これは投資
に対し通常 1年未満で採算が取れていることを
意味します。GLOBALGAPに準拠する農家は、
インド国外の市場に向けたより上質かつ新鮮な
マンゴーを、将来的にかなりのプレミア価格で

販売できるようになるでしょう。Jain GAPへの
準拠は、そのための足掛かりです。

JISLとしては、農業投入資材の市場確保とし
て、また供給の質と安全性を管理する方法とし
て、農家と協力することから恩恵を受けています。
2008年には、3,700エーカーの土地を耕作し
ている1,800人の契約農家から玉葱 3万 5,000
トンを調達しましたが、そのうち 90％は小規模
農家でした。JISLは、2012年までに契約農業
の管理下に置く地域を 6,000エーカーに増やし
たいと考えています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 6,000万ドルおよび 
資本参加 1,447万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

マニラウォーター

会社概要

マニラウォーター（Manila Water Company）
は、マニラ首都圏の東部サービスゾーンにおけ
る上下水道システムの 25年にわたる事業権を
有しています。このサービスゾーンはリサール
州を含む 1,400平方キロメートルの地域で、
23の自治体があり 610万人の住民が居住し
ています。1995年に水資源危機に関する法律
（Water Crisis Act）が制定されると、危機に
陥っていた国有のMetropolitan Waterworks 
and Sewerage System（MWSS）は 1997
年に民営化され、事業を東西 2つの事業権に
分割して国際競争入札にかけられました。1立
方リットルあたり 2.32フィリピン・ペソという、
一般的な相場を 73.6％も下回る料金を提示し
て入札に勝利したコンソーシアムによって、マ
ニラウォーターが設立されました。

1997年には、フィリピン最大の持ち株会社の
1社である Ayala Groupが、新たに設立され
たマニラウォーター株の 52.7％を獲得して経
営権を握り、その後直ちに組織の慢性的問題
への取り組みを開始しました。1999年に黒字
化した同社は拡大を続け、2005年にはフィリ
ピン証券取引所に上場を果たしました。現在、
Ayalaは株式の 43.3％を保有しており、続
いて三菱商事と IFCがそれぞれ 7％と 6.7％、
一般投資家とマニラウォーターの従業員が残
りの 43％を保有しています。

マニラウォーターのインクルーシブ・ビジネ
ス・モデルである、Tubig Para Sa Barangay
（TPSB）（Water for Poor Communities：貧
しい地域社会に水を）は、明確なビジネスケー
スに基づいて低所得者層に範囲を拡大すること
を目的としています。水へのアクセスが十分でな
い低所得世帯は、安全で信頼できる水に対して
料金を支払う意思があることが示されています。
こういった世帯に水を届けることは、新市場への
参入を意味し、水道管への不法接続などによる
コストを削減することにもなります 9。TPSBモ
デルでは、給水システムの設計と実行において
積極的に地域社会自身を取り込むべく、地方自
治体（LGU）およびコミュニティ密着型の組織
（CBO）とのパートナーシップを利用しています。
これにより、すべてのステークホルダーにとって
プラスのインセンティブが確立され、プログラム
の成功と持続性が確保されるのです。

これらのパートナーシップは、各関係者の
財務および運用上の役割を法的に定義する
Memoranda of Agreement（MoA）で形式化
されています。マニラウォーターはパイプやメー
ターなどインフラの整備を主に担当し、地方自
治体は建築許可手数料の免除、少額の助成金支
給、建設作業員の派遣などによりコストの削減
を支援します 10。地域コミュニティは独自の参
加度合を決定でき、特に低所得者層地域では参
加が高くなる傾向があります。それらの地域で
は、LGUまたは CBOがマニラウォーターに支
払う料金の回収や支払い、システムのモニタリン
グや維持管理、窃盗の阻止に責任を負っていま
す。具体的な義務は、各コミュニティまたは自治
体で交渉します。

プログラムの費用は通常、マニラウォーター、自
治体、地域コミュニティで分担しますが、一般

に地域コミュニティは建設終了後に料金を支払
うため、マニラウォーターが初期資本支出の大
部分を負担します。2004～ 2009 年の期間、
同社は営業収益と借入から直接資金を調達し、
190 億ペソ（3億 5,185万ドル）を TPSBの資
本支出に充てました。コスト分担の正確な内訳
はMoAごとに決定されますが、具体例としては
130万ペソ規模のケソンシティー・プロジェクト
があります。このプロジェクトでマニラウォーター
は費用の 46.2％を負担し、地方自治体とコミュ
ニティがそれぞれ 38.4％、15.4％を分担しまし
た 11。コミュニティの負担部分は通常、中央計
測地点から個々の世帯に水を供給するためのコ
ストを表しますが、マニラウォーターと LGUの
いずれも、可能な限り多くの世帯に対応する資
金調達の仕組みを提供しています。

マニラウォーターのインクルーシブ・ビジネス・
モデルにおける効率とコスト削減で中心的役割
を果たしているのは、地域コミュニティ自身です。
水道メーターを公共の場で並べて見えるように
置くことによってモニタリングしやすくなり、水の
使用や料金の透明性が高まるためコミュニティ
は自らの手で管理することができます。非公式
の集落または土地の所有権が問題になっている
極めて所得が低い地域では、一括計測やコスト
分担プログラムによって連帯責任による自己監視
を実施しています。コミュニティはまた、集金、
モニタリング、維持管理の担当者を割り当てるか
選出することで、地方自治体を直接支援していま
す。こうした方法は、水道網の行き届いた整備
を強化し、期限内の支払いを促進し、水泥棒を
阻止する当事者意識や責任感を高めるのに役に
立ちます。これにより、コミュニティにとっては
サービスと水質の改善、マニラウォーターにとっ
てはコスト削減につながります。

マニラウォーターのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC

マニラウォーター

LGUおよびCBO

アドバイザリー・サービス 融資6,000万ドル
資本参加1,500万ドル

インフラ整備
インフラ整備、

水供給

コスト分担、請求、
モニタリング、維持管理

人件費、消費料 地域コミュニティの組織化

Low-income households低所得世帯
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マニラウォーター

IFCの役割と付加価値

IFCはMWSSの民営化に際しリード・アドバ
イザーとして運用合意内容を策定し、入札を
監視しました。これは、アジア初の大規模な
水道事業民営化の取り組みとなりました。し
かし、事業権の期間に関する目標を達成する
には、マニラウォーターは約 27億 2,000万
ドルを必要としていました。民営化はまた、ア
ジアの金融危機とも時期が重なったため、マ
ニラウォーターの既存の外貨建て債務負担は
倍近くになり、この中にはMWSSの貸付残
高の 10％を引き受ける義務が含まれていまし
た。そこでマニラウォーターは、金融市場が
制約され動揺していた時期に大規模な長期融
資を必要としました。

IFCはマニラウォーターに対し、2003年に
3,000万ドルの貸付を行い、2004年には資
本拠出で 1,500万ドル、2005年にはさらに
3,000万ドルの貸付を行いました。アドバイザ
リー･サービスはこれらを支援し、同社がコー
ポレートガバナンスのマニュアルを書き直し、
持続可能性戦略を策定するよう支援すること
で、フィリピンの企業として初めて環境および
社会面での成果を毎年一般に公開することに
なりました。IFCの参加は市場の信頼を得る
ことになり、同社はこれを生かして 2005年
に IPOを果たし、さらに 9,780万ドルを調達
しました。

マニラウォーターによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

マニラウォーターによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・マニラウォーターの事業権協定および関連する運用目標
 ・非効率なシステムのコスト削減とメーター計測および支払い率の増加
 ・老朽化した、または違法な水道網による水質汚染の緩和

 ・1999～ 2008年の EBITDA（金利・税金・償却前利益）が 2億 7,700万ペソから 
68億 300万ペソに増加

 ・TPSBプログラムでは 160万人に水道網を新たに拡大
 ・24時間給水率が顧客の 26％から 99％に改善 
 ・顧客が現在支払う金額は、これまで水販売業者に請求されていた 1立方メートルあたりのレートを
20倍下回る

マニラウォーターが 1997年に操業を開始した
際、水道サービスを受けていた住民は 58％にと
どまり、24時間利用できるサービス対象地域は
わずか 26％でした。接続数が 1,500しかいない
マニラの低所得世帯は特にサービスが不十分で、
公共の水道から汲んでくるか、露天商から高値
で購入するか、または近隣の水道管を違法に利
用するかして飲用水や料理用水へのニーズを満
たさなければなりませんでした。漏れやすいパイ
プラインからの物理的損害もあり、無収水率は
63％に達していました。一方、露天商から購入
する住民は、マニラウォーターの最大 16倍高い
価格を支払う必要がありました。また、人口の

わずか 3％をカバーしているだけの下水道システ
ムによる健康リスクも存在していました 12。

この事態を是正するため、サービスゾーンの事
業権協定では 23の運用目標を設定し、これが
マニラウォーターのインクルーシブ・ビジネス・
モデルの主な原動力となりました。これらの目標
には、上下水対象範囲の拡大、24時間供給の
実現、水質および環境基準の順守、無収水の削
減などがありました。これらを実現するため、マ
ニラウォーターは、契約不履行に際して政府が
債券から最大 5,000万ドルを引き出すことがで
きる履行保証 7,000万ドルを投じることを義務
づけられました。

マニラウォーターは赤字経営から財務、社会、
環境上の優良企業へと変貌を遂げるサクセス・
ストーリーを生み出しました。EBITDAは 1997
年に 3,700万ペソで赤字でしたが、1999年に
は 2億 7,700万ペソ、2008年には 68億 300
万ペソに達し、年間平均増加率は 42％となりま
した 13。マニラウォーターはまた、事業権目標も
無事に達成しました。2009年までに、全体で
3,155.86kmの水道管が敷かれ、マニラウォー
ターは100万以上の世帯で 600万人以上にサー
ビスを提供し、TPSBプログラムの下で 160万
人の住民が新たに恩恵を受けました。これらの
対象地域の 99％の顧客は 24時間水を利用でき
るようになっており、蛇口の利用も便利で屋内の
配管も可能なほど水圧は高くなっています。

また、システムの損失と無収水は劇的に減少
し、1997年の 63％から 2009年末の時点では

15.8％となり、事業権が規定していた目標を上
回りました 14。これにより同社と顧客のいずれに
とってもコストが削減され、接続された世帯が
現在支払っている金額は、これまで水販売業者
に課金されていた 1立方メートルあたりのレート
を 20倍下回っています。

マニラウォーターの取り組みにより、国内の飲
用水基準の 100％準拠を達成し、人々の健康に
直接プラスの効果をもたらしました。保健省は、
1997～ 2007年に下痢の症状が 300％低下し
たと報告しています 15。最後に、地域コミュニティ
に集金、メーターのモニタリング、パイプライン
のサービスを行う機会を提供したことにより、マ
ニラウォーターのインクルーシブ・ビジネス・モ
デルは 2,500万ペソ以上の新規雇用を生み出
し、過去数年間にわたり 850世帯に恩恵をもた
らしました 16。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 6,000万ドルおよび 
資本参加 1,500万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

MI TIENDA

会社概要

メ キ シ コ の Sistema Integral de Abasto 
Rural S.A.P.I. de C.V.（Mi Tienda） は、
1999年に同国の大手マイクロファイナンス銀
行 Banco Compartamos の共同創設者で
ある José Ignacio Avalos氏によって創設
された株式非公開の地方流通会社です。Mi 
Tiendaは、一般に人口が 5,000人に満たな
い近隣の村の店舗に保存食品やパーソナルケ
ア製品を提供する単体の流通センターとして、
中央メキシコのアトラコムルコで事業を開始し
ました。Mi Tiendaは、大規模な小売業者に
は手が届かない同国の地方部における 60万
以上の小規模小売業者に重点を置いています。

Mi Tiendaの顧客は、小さな農村地域の小規模
小売業者です。これらの小売業者は、小規模市
場や従来のキオスク形式の販売など、売上の拡
大を制限する多くの課題に直面しています。毎週
の店頭売上は低く、規模の経済を活用できてい
ません。全体の傾向としてビジネス知識の水準
は低く、金融へのアクセスも非常に限られていま
す。彼らの店舗の大多数は 10平方メートルを下
回る規模で、オーナーの自宅と共用している場
合が多く、圧倒的な割合（約 80％）で女性が店
番をしています。対象とする顧客の 1日あたりの
平均所得は推定 4ドルです。

Mi Tiendaはこれらの小売業者に対し独自の付
加価値を提供しています。例えば、個別品目を
48時間以内に手頃な価格で戸別配送すること、
支払期間の延長、売上を伸ばすためのビジネス
トレーニングやアドバイスなどがあります。これ
は、顧客あたりの販売数量や、流通センターの
数、およびセンターあたりの小売顧客の数を増
加させるといったことが同社の成長戦略に含まれ
ているためです。

Mi Tiendaの流通センターはシンプルで、約
1,000平方メートルの商品格納倉庫です。販売
代理業者は 1週間に 1度か 2度、6～ 7通りの
異なる経路を巡回して通常 620～ 740の地方
店舗をまわり、ノートパソコンで注文を取り、1
日の終わりに倉庫でデータを統合します。これら
の注文はあらかじめ手動で箱に集められ、翌日
配送ドライバーが取り出します。各倉庫では、約
6台のトラックと6台の車両が用意されています。

コストの観点から重要な点として、中央メキシコ
の村々はかなり密集しているため、Mi Tienda
は作業の効率化や規模の経済を実現できました。

Mi Tienda はまた、SKU（在 庫 管 理 品目）
を、保存食品やパーソナルケア製品に限定し
て数を少なくすることでコストを抑えています。
Wal-Martのような大規模小売業者が SKU品
目を 8万も抱えているのに対し、Mi Tiendaで
は約 1,000品目となっています。品揃えは高い
割合で現地のニーズにカスタマイズされており、
倉庫によって変わることがあります。Mi Tienda

の販売代理業者は少なくとも1週間に 1回は各
小売店舗を訪問し、何が売れていて何が売れて
いないかという情報を収集する上で最適な立場
にあります。加えて、同社の能力開発プログラ
ムに参加している店舗は、体系的なニーズ調査
を行っています。一般に地方のメキシコ人消費
者はブランド意識が非常に高く、ノーブランド
の洗剤の大容量パックよりもブランド名の付い
た少量パックを購入したいと考えていることが、 
Mi Tiendaの調査で明らかになりました。この
ため同社では、ノーブランド品の在庫は少ししか
持っていません。

Mi Tiendaの単品配送は、小売業者が自らの運
転資本をより効率的に利用する助けになります。
同社はさらにこの点について、販売成績の良い
店舗に対し支払期間を通常 7日間延長すること
で支援しています。店舗の約60％がこのオプショ
ンを利用しています。信用度は、週に 1回また
は 2回の訪問を通じて得た知識や個人的な人脈
に基づき、販売代理業者が評価します。店舗は
支払いに遅れると、それ以上商品を入荷するこ
とができません。返済への動機付けは非常に強
力であるため、デフォルト（債務不履行）率は 0.1％
未満となっています。単品配送および支払期限
延長のオプションは、いずれもMi Tiendaにとっ
て地方の流通市場において重要な差別化要因で
す。Mi Tiendaが参入する以前は、店舗オーナー
は大量の商品仕入れのために長距離を移動して
現金で前払いしなければなりませんでした。

最後に、Mi Tiendaは小売業者に対し、売上、
さらには同社からの仕入れを増加させるために、
トレーニングと能力開発を無償で提供していま
す。同社は独自のトレーニング部門を有しており、
所属するコンサルタントは通常、参加店舗各社
を訪問して 1週間滞在し、会計、運転資本管理、
在庫管理、商品の品揃えなどについて指導して
います。コンサルタントは、店舗設計を近代化
することにより、従来のキオスク形式から商品を
見やすくする陳列に移行するよう支援することも
多くあります。近代化された店舗は、売上が平
均 35％増加しています。

MI TIENDAのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IDB IFC

MiTienda

その他の株式投資家

保存食品およびパーソナルケア製品

卸売販売、支払期間の延長

貸付200万ドルおよび
能力開発のための
助成金100万ドル

追加資本

トレーニングおよび店舗近代化の支援

資本参加250万ドル

農村地域の小規模小売業者

地方の消費者



インクルーシブ・ビジネスの成功例：BOP層の機会とアクセスの拡大に向けて 39

インクルーシブ・ビジネス事例紹介

MI TIENDA

IFCの役割と付加価値

コストの上昇が原因で全体の収益性を中期的
にしか予測できないなか、IFCの 250万ドル
にのぼる資本拠出はMi Tiendaが拡大計画
を進める上で役立っています。また、IFCの
投資が引き金となり、さらなる投資家を引き
付けることができています。

投下資本に加え、IFCは小売セクターにお
けるグローバルな専門知識を提供し、Mi 
Tiendaが環境、社会、コーポレートガバナン
スの国際基準を導入する支援をしています。

MI TIENDAによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

MI TIENDAによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・メキシコの地方における効率的な流通に関する市場機会
 ・地方のサプライチェーンを効率化することで地方家庭の生活レベルを改善したいという熱意

 ・2か所の流通センターで 1,300店舗に対応
 ・運営上の損益分岐点を達成
 ・200店舗がトレーニングを受け、店舗近代化を進めた店では売上が平均 35％増加
 ・商品へのアクセスの向上と手頃な価格設定の実現

Mi Tiendaはビジネスを構築するとともに、地
方のサプライチェーンを効率化することにより、
地方家庭の生活水準を改善することを目指して
います。メキシコの農村地域におけるより効率
的な商品流通においては、次の 4つの要素が市
場機会を生み出します。１．何層にも重なる仲
介業者、２．零細、中小小売企業の運転資本へ
の限られた金融サービス、３．取引および輸送
コストの高さ、４．食品および消費財企業に地
方住民のニーズを伝えるメカニズムの貧弱さ、の
4要素です。

地方の小規模小売業者は、多くがまだ卸売業

者と取引していません。取引が行われる場合で
も、商品の量は必要最低限であり、運転資本の
供与はありません。例えば Mi Tiendaの最初
の流通センターがあるアトラコムルコでは、店
舗の 30％が卸売業者とは取引していません。 
Mi Tiendaの主な競合は、全国に約 2万 2,000
の流通センターを構える政府機関の Diconsa
と、現地の卸売業者です。ただし、これらの卸
売業者は商品の単品配送を行っておらず、価格
も比較的高いため、小売業者の運転資本への需
要が高まります。

Mi Tiendaは、2カ所の流通センターを稼働
させて約 1,300店舗に対応し、運営費を賄え
るだけの売上を生み出しています。IFCから
の資本 250万ドル、米州開発銀行からの貸付
200万ドルと能力開発のための助成金 100万
ドル、さらに他の投資家からの資本を利用して、 
Mi Tiendaは今後 6年をかけてさらに 34の流
通センターを展開していく予定です。全体として、
これら 36のセンターは 2万 5,000店舗、470
万世帯に対象範囲を拡大させると見込まれてい
ます。

Mi Tiendaネットワーク内の小規模小売業者で
は、インクルーシブ・ビジネス・モデルにより運
転資本の需要が低下し、近代化が行われた店舗
では売上が平均 35％増加しました。累積すると、
店舗近代化による売上増加は 2016年までに 2
億ドルに達すると見込まれています。

消費者レベルでは、Mi Tiendaのインクルーシ
ブ・ビジネス・モデルは商品へのアクセスのしや
すさや手頃な価格設定を実現し、効率向上の恩
恵の一部を顧客に還元してます。どの程度の節
約になるのかは測定されていませんが、2～ 3％
と推測されており、1日あたりの所得が 4ドルの
顧客にとってこれは少ない金額ではありません。

最後に、同社は最終的に他のサービス（マイクロ
クレジット、保険、光熱費の支払い）を提供で
きるプラットフォームの構築に着手しました。開
発が進めば、このプラットフォームが大きな推進
要因となって売上増加と開発効果の両方を実現
すると期待されています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
資本参加 250万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

TRIBANCO

会社概要

Tribanco は 1990 年にブラジルで Grupo 
Martinsが創設した金融機関です。Tribanco
はミナスジェライス州のウベルランディア市に
本拠を置き、フルバンキング免許を保有してお
り、ブラジル中央銀行によって監督されていま
す。Grupo Martinsの取引先である小売業者
を財務や経営面で支援しており、一般消費者
にはサービスを提供していません。

Grupo Martinsはラテンアメリカ最大の卸売
業者および流通業者であり、同地域で 50年
以上の経験を有しています。同社は、食品、
電子機器、家の修繕用品、ペットフードなど
を、30万以上に及ぶブラジルの零細、中小
企業（MSME）に配送しています。Grupo 
Martinsは、ブラジル市場に参入してくる大
規模な外資系小売業者に対し、これに対抗す
る競争力を維持するための戦略の一環として、
自社の小売顧客により優れたサービスを提供
するためTribancoを設立しました。

Tribancoは Grupo Martins流通網の金融仲
介業者として、主に家族経営の零細、中小企業
（MSME）である取引先小売業者向けに財務お
よび経営のコンサルティングを提供しています。
取引先の成長が原動力になって自社も成長する、
というのがMartinsの哲学です。そのため、同
社は自らを旧来型の流通企業ではなく、顧客が
競争力を高めるよう支援する物流企業とみてい
ます。Tribancoはブラジルの町の 90％以上を
積極的に訪問し、サービスを提供している小規
模店舗のうち最も起業家精神に溢れた店舗を特
定して提携することで、これらの店舗が成長でき
るよう、改装用の貸付やトレーニングなどのサー
ビスを提供しています。

Tribancoは、以下のような貸付およびその他の
サービスを小売業者に提供しています。

 ・小売業者に対し、仕入れまたは店舗改装のた
めの小切手現金化サービスや貸付を拡大

 ・小売店舗の買い物客向けに Tricardクレジッ
トカードを発行

 ・小売業者に対し、能力開発やビジネストレー
ニングを提供

Tribancoは、Martinsから商品を仕入れるた
めに毎回平均 312ドルを短期で借り入れている
約 15万のMSME顧客を抱えています。さらに
約 1万 5,000の顧客は、その他の必要性から
毎年借入を行っており、貸付金額は平均 8,600
ドルになっています。貸付は、店舗が信用で在
庫を購入し、照明、ディスプレイ、テクノロジー
などの店舗改善をするために使われています。
信用リスク評価や分析のトレーニングを受けた
Tribancoの融資担当者からなるチームが店舗と
直接協力して、店舗が Tribancoのローンを利用
できるよう支援するとともに、Grupo Martins
システム外の金融サービスについて小売業者や
顧客を教育します。

さらに、9,000 の MSMEが Tricard、すなわ
ち Tricardのブランド付きクレジットカードプロ
グラムに参加しています。顧客の信用度について
クレジット担当者からトレーニングを受けた後、

小売業者はどの顧客がクレジットカードを保有す
るのに相応しいかを決定します。Tribancoは滞
納リスクを負いますが、返済率が高い店舗ほど
取引手数料は低くなっています。したがって、小
売業者はカードの発行に関して精査をし、買い
物客が確実に返済することを担保するインセン
ティブが働くのです。

Tricard は、月給が 280ドルを下回る人の
40％、450ドルを下回る人の 71％にあたる買い
物客に対し 404万枚のクレジットカードを発行
し、食品や商品を購入するクレジットへのアクセ
スを提供しました。返済率は 96.5％ですが、こ
れは Tricard所有者の多くが同じ地域に住む固
定客であるという事実による可能性が高いと思
われます。彼らは、返済を行わなければカード
を取り上げられることになり、食料雑貨を購入す
る店舗を新たに見つけてもこれまでより不便にな
るかもしれないことを認識しています。

小売店舗のオーナーや店長も、陳列の仕方や広
告など店舗経営や販売活動に関する能力開発や
トレーニングから恩恵を受けます。トレーニング
は主に遠隔教育を通じて提供されますが、一部
では教室でのトレーニングを利用できる小売業
者もいます。時に、これがビジネスを拡大する
動機付けになっていることもあります。例えば、
小売業者は仕入れ金額に応じたポイントを集め
ることによって、Martins Retail Universityを
通じた教室での無償トレーニングと交換すること
ができます。さらに、Grupo Martinsは顧客の
ニーズや地理的制約に対処するための様々なト
レーニングを提供しています。一例を挙げると、
Grupo Martinsは教室のない農村地域をバス
で訪問することによって、対面式の指導やオンラ
インコースを提供しています。

2009 年、Tribanco は Tribanco Seguros を
通じて保険への取り組みに着手し、低所得者層
の顧客に 4,500以上の保険証書を発行しまし
た。Tribancoはまた、金融および金融以外の
各機関と提携して、National Postal Service
による小切手の回収や自社ブランドのクレジット
カード発行など、顧客向けに様々なサービスを
提供しています。

TRIBANCOのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC

Grupo Martins

Tribanco

零細、中小小売業者

顧客

技術支援

クレジット、小切手現金化サービス、
トレーニングへのアクセス

Tricard加入資格 商品

商品、
トレーニング

Tricard
クレジット
カード

貸付1,000万ドル
貸付1,500万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

TRIBANCO

IFCの役割と付加価値

IFCは、借入元を多様化し、資金源における
長期的な柔軟性を確保するため、Tribanco
に対する2004年の与信枠 1,000万ドルから、
2009年にはさらに 1,500万ドルを上乗せし
ました。さらに、Tribancoは IFCと協働して
小売業者に対する金融仲介業者としての役割
を強化しました。

IFCは、Tribancoの社内研修を強化するため、
20万ドル規模のアドバイザリー･サービスで
投資業務を補完しました。IFCのプロジェクト
は、Tribancoが「クレジット中心」の文化を
導入して、より多くのクレジット代理業者の雇
用とトレーニング、クレジット担当者を対象と
したマーケティング、財務、信用評価トレーニ
ングの開発、社会的責任と環境意識に関する
持続可能性トレーニングのカリキュラム、委託
業者との提携によるモニタリングと評価プログ
ラムの実施などに取り組みました。

TRIBANCOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

TRIBANCOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・零細、中小企業である小売業者に対し、事業を維持し収益性を高めるための金融へのアクセスを
提供するビジネス機会

 ・ブラジル市場に参入する大規模な外資小売業者に対抗して自らを差別化し、市場での競争力を維
持するMartinsのニーズ

 ・クレジットおよび金融サービスで、全国 15万以上の零細、中小企業（MSME）に対応
 ・9,000の小売店舗に来店する消費者向けに 404万枚以上のクレジットカードを発行
 ・既存の銀行サービスへのアクセスを持たないブラジル人口の 3分の 2に金融包摂（Financial 
Inclusion）を拡大

Tribancoは、Grupo Martinsが大規模な外資
小売業者に対して自らを差別化し、ラテンアメ
リカ最大の流通業者の 1社として市場での地位
を確保できるようにしました。Tribancoは、小
売業者にクレジットサービスやトレーニングを提
供することにより、彼らが収益性を維持し、成
長できるよう支援しています。これによって今度

はGrupo Martinsが自社の成長、およびこうし
た小売業者と取引する流通業者として市場での
プレゼンスを維持することができます。さらに
Grupo Martinsは、ブランドを強化するために、
カスタマイズされたサービスを顧客に提供してい
ます。

Tribancoは現在、全国 15万以上の MSMEに
クレジットおよび金融サービスを提供していま
す。また、9,000店舗で買い物をする消費者向
けに 404万枚以上のクレジットカードを発行し
ました。このモデルにより、小規模店舗は収益
性と長期的成長を強化できました。同様に、こ
れによってGrupo Martinsは、ブラジル市場に
参入してくる大規模な外資小売業者に対して競争
優位を高め、顧客ロイヤリティを構築するととも
に、強い競争力を維持できています。

ブラジルは銀行へのアクセスが最も少ない中所
得国の 1つで、金融サービスの欠如が同国の生
産性やソーシャル・インクルージョンにマイナスの
影響をもたらしています 17。Tribancoは、ブラ
ジルでも金融サービスへのアクセスがほとんどな
いか、全くない、市場から取り残された都市部や
農村地域で事業を展開することにより、人々が貯
蓄、リスク管理、所得向上、収益性のあるビジ
ネス機会の追求を実現できるようにしています。

Tribancoによるクレジット評価のアプローチは、
現行の金融システムに起因する市場の失敗に対
処するものです。こうした市場の失敗は低収入
労働者が金融サービスにアクセスできない状態
を固定化しています。特に通常の銀行信用リスク
評価モデルでは、安定した収入源があっても比
較的低所得者層の人々には低いスコアを付与し
ます。Tribancoでは、店舗オーナーからの顧客
情報を用いた信用リスク評価モデルを採用する
ことで、こうした情報の非対称性に対処し、自
社の顧客基盤にクレジットを付与することがで
きます。それにより低収入労働者に対して、短
期的には不規則なキャッシュフローをスムーズに
するとともに、長期的には金融包摂（Financial 
inclusion）の拡大を促進します。最後に、
Tricardは各顧客にとって人生で初めてのクレ
ジットカードとなる場合が多いため、同社は消費
者が信用履歴を構築して、今後アクセスできる金
融サービスを拡大できるようにしています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 2,500万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

UNIMINUTO

会社概要

Corporación Universitaria Minuto de Dios
（UNIMINUTO）は、1990年にコロンビアの
ボゴタで創設された、急速に成長している非
営利の高等教育機関です。UNIMINUTOは質
が高く、かつ授業料の手頃な教育を、専門学校、
テクノロジー、大学教育の分野で提供していま
す。最大拠点は、学生の 30％が通うボゴタキャ
ンパスです。UNIMINUTOの全国的なネット
ワークは 11の自治体の 34カ所における 3万
5,000人の学生に広がっているほか、遠隔教
育プログラムには 500人の学生が参加してい
ます。

UNIMINUTO は、信仰にかかわらず貧窮
者たちを支援するために Rafael Garcǐa 
Herreros神父が 1955年に設立したカトリッ
ク組織 Minuto de Diosの支部です。Minuto 
de Diosは、コロンビア 32県のうち17県に
おける1,000の自治体で、低所得者層の住宅、
保健、中小企業融資、農業、メディア、教育
プログラムを実施しています。

UNIMINUTOの使命は、非常に優秀で倫理的
責任感のあるコロンビアの人々の発展を支援す
るため、質が高くて手に届きやすく、多様なニー
ズに対応できる高等教育を提供することです。
UNIMINUTOは、低所得者層の学生を対象に
学部、技術、専門、修士の課程を提供しており、
各課程では全国に広がる複数のキャンパスおよ
び遠隔教育プラットフォームを通じて、授業料と
アクセスの両面から利便性を高めるとともに、雇
用可能性を高めることに重点を置いています。

UNIMINUTOは単独での事業に加え、他大学
や政府機関と協力することによって事業を展開し
ています。5カ所のキャンパスを所有しているほ
か、その他複数のキャンパスを賃貸しています。
また、政府が出資する都市近郊部や辺境地域の
キャンパス18カ所について管理料を受け取って
いるほか、独立した高等教育機関 2校と協力し
て、運営協定を通じた教育サービスを提供してい
ます。主な収益源は授業料ですが、助成金や政
府からの資金提供も受けています。

UNIMINUTOのコースでは、モジュール化した
カリキュラムを通じて質と柔軟性に重点を置いて
おり、必修の初等教育では中核的内容をカバー
し、中等・高等教育ではより高度な内容をカバー
することで、より高い資格につなげます。これに
より学生のレベルアップが可能となり、資格を取
得し修了するタイミングを選ぶことができます。
UNIMINUTOは必須の認定要件を満たすことで
品質基準を維持しており、2012年までにさらに
上位の機関認定を達成できるよう取り組んでい
ます。この認定は難関なもので、現在コロンビア
の高等教育機関で取得している学校は 10％未満
となっています。

最終的な目標は学生の就職であるため、
UNIMINUTOの教育では専門技術を重視し、
卒業後、正規雇用を得るために必要なスキルを
学生に提供することに力を入れています。また、
企業、政府、NGOと協力して、潜在的雇用主の
ニーズに合うカリキュラムを策定しています。実
際、UNIMINUTOが提供するプログラムの過半
数は職業教育を志向したものとなっています。各
コースは、農業や建設業などコロンビアの主要
な産業が占めており、キャンパスによってホテル

経営や農生態学を扱うなど、地域の業界構成を
反映するよう調整されています。ウェブデザイン
や労働衛生など、潜在的雇用主から需要がある
スキルでは、短期コースも用意しています。最後
に、UNIMINUTOは、社会経済的に比較的低
い階層出身の学生を支援するため、教員と学生
の比率を低く抑えるとともに、学期前のワーク
ショップや基本スキルの個別指導といったプログ
ラムを提供しています。

UNIMINUTOは様々な地域に広がるキャンパス
のネットワークや遠隔教育を通じて、地理的な
範囲拡大を実現しています。ボゴタのキャンパス
は周辺地域に近い都市部に置かれ、公共交通
機関が接続しています。加えて、UNIMINUTO
は 34カ所のキャンパスを展開し、各地では 107
～ 2,920人の学生を受け入れています。2007
年、UNIMINUTOは公開入札を勝ち抜き、地
域の他の各機関と連携して「仮想キャンパス」を
立ち上げました。現在、コースの 4分の 1は遠
隔教育を通じて提供されており、500人の学生
に対応しています。UNIMINUTOはメキシコの
Monterrey Techのような実績ある大学と協力し
て、地方における教員研修といった遠隔教育の
教材を開発しています。

UNIMINUTOモデルにおけるもう一つの重要
な要素は授業料です。UNIMINUTOは斬新な
コスト分担協定とテクノロジーの利用を通じて、
授業料を手頃な料金に維持することができてい
ます。例えば、ビジネス学部のコースは 1学期
あたりの業界平均料金が 1,450ドルであるのに
対し、UNIMINUTOでは 1,000ドル未満に設
定されています。レートはキャンパスによっても
異なるので、様々な地域の支払能力に合わせて
調整されています。最後に、UNIMINUTOは
子会社の Cooperativa UNIMINUTO を通じ
て教育ローンを提供しています。Cooperativa 
UNIMINUTOは、コロンビアの公的学生ローン
代理業者 ICETEXを通じて提供される比較的
長期のローンを管理しているほか、さらに短期お
よび中期の融資を行うため同機関自身のファンド
を割り当てるとともに、学生が外部のローンに申
し込めるよう支援しています。

UNIMINUTOのインクルーシブ・ビジネス・モデル

IFC

Uniminuto

Cooperativa Uniminuto

パートナーのキャンパス独自のキャンパス 遠隔教育

貸付800万ドル

全学生の70％に対するローンの運営
Students学生
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

UNIMINUTO

IFCの役割と付加価値

IFCは 2009年、コロンビアの高等教育市場
で拡大を図るというUNIMINUTOの 5カ年
計画を支援するために、契約総額最大 800万
ドルのうち 400万ドルを貸し出しました。こ
の投資において、IFCはUNIMINUTOに対し、
新しい教室、オフィス、および研究室のスペー
スの拡大、情報通信技術の改善、組織的強化
への援助として必要な資金を提供しています。
IFC の投資はまた、UNIMINUTOが今後、
他の金融機関から長期融資を得る機会を強化
すると期待されています。

同地域での経験や高等教育業界の知識を生か
し、IFCは UNIMINUTOに対して、大学事
業計画の実施に関する専門知識を提供できる
ほか、UNIMINUTOが新たに他の大学とパー
トナーシップを構築できるよう支援できます。
また、保険と環境に関する IFCのガイダンス
により、UNIMINUTOの計画やリスク管理プ
ロセスを支援しています。

UNIMINUTOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

UNIMINUTOによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・貧窮者人口の支援という母体組織の使命に沿う、アクセス可能で授業料の手頃な高等教育に対す
る市場のニーズ

 ・公立高等教育機関の不十分なサービス、および民間の高額なサービス
 ・卒業後の就職を確保するのに十分な専門技術、テクノロジーを学生に教えるプログラムの不足

 ・2009年には、約 3万 2,000人の学生が教育を受けたが、そのうち1万 6,000人は女性で、
1万 8,000人は所得別で 5階層に分けた人口の最底辺 2層に属する

 ・2006～ 2009年における入学者数の年間平均増加率は 45％
 ・2006から 2009年にかけて売上が 41％増加し、2013年まで 2桁成長が見込まれる

UNIMINUTOは、特に低所得者層や地理的に
孤立した学生の高等教育へのアクセスを拡大さ
せるための社会的要請に対応しています。現在、
高等教育の機会は、学生の社会経済状態や主要
都市部への距離的近さによって大きく異なりま
す。コロンビアでは、約 150万人の学生が高等
教育に進みますが、全体の進学率は 34％で、ラ
テンアメリカの他の中所得国を下回っています。
進学率は地域によって大きく異なり、首都のボ
ゴタでは 50％近くに達するのに対し、都市部を

離れた地方では 10％となっています。同国には
283の高等教育機関がありますが、民間のサー
ビスは主要都市部に集中しており、高額な費用
がかかります。公立のサービスは、ニーズに応え
るには不十分です。さらに、公立であろうと私立
であろうと、コロンビアの高等教育は現在、専
門知識やテクノロジーの重要性を大きく見落とし
ています。こうしたスキルは労働市場で明確に
ニーズがあり、また学生が卒業後に正規雇用の
職を見つける上で有利になります。

UNIMINUTOは明確な市場ニーズに対応してお
り、2006～ 2009年における入学者数の年間
平均増加率は 45％に達しました。これは、コロ
ンビアにおける高等教育の平均増加率 5～ 7％
を大幅に上回っています。2010年の学生数は
3万 5,000人に達し、そのうち過半数が女性で
した。UNIMINUTOは現在、物理的および技
術的インフラとそれを支える組織力を拡充してお
り、2011年には 4万 5,000人以上の学生に範
囲を拡大する計画です。

UNIMINUTOの入学者数増加は、同機関が学
生に生み出している大きな価値を反映していま
す。世界銀行の調査では、コロンビアの平均的
な家庭が高等教育の授業料に費やす金額は 1人
あたりの年間 GDPの 30％をわずかに下回る
額で、経費を含む総費用では 64％と推定され
ています。これは高所得国を大きく上回ってい
ます（高所得国における家庭の支出額は授業料
が平均 10％で総費用が 19％ 18）。これは、授
業料負担がコロンビアの教育機会を制限してい

ることを示しており、低価格で教育を提供でき
る業者に市場機会があることを示してもいます。
UNIMINUTOは、コストを低く抑え、学生ロー
ンの融資を促進することで競争力を保っていま
す。実際学生の 70％以上にローンを提供する融
資担当子会社は、2009年の 2学期においてロー
ン 1万 4,249件、770万米ドル相当のローンを
処理しました。同年、UNIMINUTOは所得別
で 5階層に分けた人口の最底辺 2層に属する学
生 1万 8,000人に範囲を拡大させることができ、
2011年までにこの数字を 2万 5,000人に増加
させる計画です。

2006 ～ 2009 年において、UNIMINUTO の
売上は 850万ドルから 2,760万ドルに増加し、
EBITDA（金利・税金・償却前利益）に関しても、
同機関が手頃な授業料の設定と地方部への拡大
に注力していることを考えると許容できる水準を
達成しました。2006から 2009年にかけての
売上増加率は 41％となり、2013年まで 2桁の
成長が期待されています。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 800万ドル
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

ZAIN MADAGASCAR

会社概要

Zain Group は、中東とアフリカの 25カ
国で 6,500 万以 上の顧客を抱えるモバ
イルネットワー ク事 業 者 で す。Mobile 
Telecommunications Company（MTC）と
いう名称の下、1983年にクウェートで創設さ
れた同社は、2005年までにアフリカの 14カ
国で経営権を握って事業を展開し、加入者数
は 1,850万に達していました。この年の 3月、
MTCはMohammed Ibrahim氏が創設した
汎アフリカの大手モバイル通信企業 Celtelの
株式 85％を獲得しました。2年後、MTCは
残りの 15％を獲得し、Zainとしてブランドを
再構築しました。

マダガスカルにおいて、Zainは 2009年 9月
までに前年比 60％増となる140万以上の顧客
を獲得しました。Zain Madagascarは、同
社の営業許可証および現地の法律が定める要
件により、Zainが 66％を保有し、マダガスカ
ル人が 34％を保有しています。

2007年、Zain Groupは、アフリカ市場におい
て特にサービスの不十分な地方部に新規参入す
ることによって、2011年までに 7,000万人以上
に顧客網を拡大させることを目指す新成長戦略
を発表しました。Zainは新規開拓を成長のため
の一つの方法と考える一方で、既存の事業を拡
大することにも極めて熱心に取り組みました。

Orangeとの複占状態で競争していたマダガス
カルにおいて、Zainは、モバイル通信にまった
く触れたことのない顧客を獲得することで成長
を実現できるだろうと予想しました。同国では
ほとんどの地域においてサービスが提供されて
おらず、普及率は 5％未満でした。こうした状況
から、同社はこれまでアクセスがなかった地域
を対象範囲に含めるネットワーク拡大計画を示
しました。計画の一環として、Zainは 105本の
電波塔を新たに構築し、2008年末にはこれを
372本に増やしました。これによって Zainは、
同国で最も広範にわたる電波網を持つことにな
りました。

Zainはまた、Village Phone Program（VPP、
村落電話プログラム）を通じて、自分専用の電
話を購入する余裕がなかった消費者へのサービ
スの提供に取り組みました。VPPは、より広範
なインクルーシブ・ビジネス・モデルの一環とし
て理解できるもので、このモデルではネットワー
クの拡大によって地理的に隔離された地域への
対応が可能になるとともに、BOP層の顧客が購
入できる価格に抑えることで規模の拡大が見込
めます。

VPPは、既存のネットワークインフラにコスト
効率の高いサービスを付加したものとして設計
されており、従来のサービスではコストの見合わ
なかった地域に範囲を拡大できます。VPPは、
零細起業家が運用する公共の電話として携帯電
話を利用する共用アクセスモデルです。それぞれ
の村の電話には、Zainの電波を遠隔地から取
得できる機器が付属しており、初期資本支出を
大幅に削減するほか、通常のネットワーク拡大
に関連する運用支出を実質的に排除します。農
村地域では人口が限られていて、その多くが低
所得者層であるため、コストを低減することは
重要なポイントです。

VPPモデルの開発にあたり、Zainは IFCと
提携して世界中の共有電話プログラムにおける
IFCの経験を活用しました。これは、IFCが仲
介した現地のマイクロファイナンス機関（MFI）6
団体との草の根レベルによるパートナーシップ
に基づいています。MFIは、可能な限り多くの
農村地域に対応するための手助けをしています。
持続可能性を確保するため、対象地域には Zain
とMFI双方が利益を出せる規模の市場が必要で
した。

資金面で IFCからの支援が限られるなか、これ
らのMFIは以下のような不可欠な役割を果たし
ています。

 ・地方の零細起業家との提携に必要な情報や
人脈へのアクセスを提供

 ・零細起業家が VPP機器を購入し運営するた
めの融資

 ・村落電話事業者（VPO）のトレーニングと能
力開発

Zainがプログラムの全体管理と規制の確実な順
守を担当し、MFIパートナーが村落電話事業者
（VPO）の認証と審査を担当しています。MFI
は VPOに対し、電話機からソーラー充電器や
SIMカードまで、村落電話ビジネスを始めるた
めに必要なあらゆるものを含むスタートキットを
購入できるよう融資を行い、これによってMFI
は金利収入を得ます。このキットは約150ドル（マ
ダガスカル政府から支給される1キットあたりの
補助金 100ドルを差し引いた金額）で、低所得
者層にとって起業の機会を拡充するものとなって
います。ZainのMFIパートナーもVPOに対し、
モニタリングや評価を目的として技術支援を行っ
たりデータを収集したりしています。

VPOは、VPP機器の保守、ビジネスの促進、
正確な通話記録の管理に責任を負っています。
VPOは地域社会に通話時間を販売することで
利益を生み出しており、料金の約 25％を取得し
ます。料金は、ZainとVPOの双方が利益を得
られる最低価格に設定されます。VPOは、電
話機の充電や自分専用の電話を所有する顧客に
対するプリペイドカードの販売など、追加の収入
源を確保している場合もあります。

ZAINのインクルーシブ・ビジネス・モデル

その他の投資家

IFC
Zain 

Madagascar

村落
電話事業者

(VPO) 

MFI

Bローンへの参加

2,500万ドルのAローン

最大2,100万ドルの
Bローン

販売手数料

能力開発と融資

市場の拡大

金利収入

VPPの計画と運営の
ための知識基盤

VPPとプロジェクト融資の計画と
運営のための知識基盤

商品とサービス
へのアクセス

地方の起業家グループ
へのアクセス

消費者
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インクルーシブ・ビジネス事例紹介

ZAIN MADAGASCAR

IFCの役割と付加価値

IFCは Zain Madagascarに対し、2,500万
ドルの貸付を通じて、現地の金融市場では得
られなかった長期融資を行いました。IFCは
また、グローバルな商業銀行、開発金融機関
からさらに 2,100万ドルの貸付を集めました。
IFCが参加したことにより、その投融資経験
や包括的な事前評価およびモニタリングプロ
セスから、他の金融機関は、マダガスカルの
事業環境のリスクに関して一定の安心感を得る
ことになりました。

アフリカのモバイル通信市場における IFCの
経験は Zainに対し、投資を超えて、重要な
ベンチマークや潜在的リスクに関する外部の
視点を提供しました。IFCはまた、大企業と
現地の起業家を結び付ける経験や、他のアフ
リカ諸国における同様の取り組みの上に築か
れた共用電話プログラムの計画と運営に関す
る知識基盤など、Village Phone Program
（VPP）に重要な資産をもたらしました。VPP
を通じて、IFCは Zainがサービスの不十分な
地方や郊外で顧客基盤を成長させるビジネス
モデルを開発できるよう支援するとともに、女
性やこれまで失業していた若者の所得を増や
しました。また、事業の採算性を確保したこ
とで、現在では単独の事業部門になることが
予定されています。

ZAINによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの原動力

ZAINによるインクルーシブ・ビジネス・モデルの成果

 ・Zainの顧客数を増やす
 ・マダガスカルにおけるモバイル通信市場の成長に伴って競争力を保ち、市場シェアを高める
 ・モバイル通信サービスや経済機会へのアクセスを拡大することにより、企業の社会的責任（CSR）
における Zain Groupの確約を果たす

 ・2008年 9月～ 2009年 9月の期間、加入者が 109万人から143万人に 31％増加
 ・同期間、市場シェアが 36％から 38％に拡大
 ・村落電話事業者（VPO）6,600人が稼働し、月額平均 16ドルの収入を確保
 ・村落電話事業者（VPO）からの通話 113万件、1カ月あたりの利用時間は 56万 5,000分

Zain Madagascarによるインクルーシブ・ビジ
ネス・モデルの主な原動力は、自由化するモバイ
ル通信市場において顧客数を増やし、競争力を
高めることでした。2006年、市場は満たされて
いない潜在的需要を抱えており、モバイルの普
及率はわずか 4.4％にとどまっていたものの、予
測ではこの数字が 2016年までに 14.5％に達す
る可能性があることが示されていました。一方で、
1997年のマダガスカル電気通信法（Malagasy 
Telecommunications Law）では自由競争を
基本原則として規定したほか、Madagascar 
Action Planでは全国を通じてモバイル通信を
含む基盤インフラの拡充を優先したため、モ
バイル通信市場は徐々に競争が激しくなりまし
た。2006年末までに市場は基本的に複占状態
となり、Orangeが市場シェアの 56％、Zain 
Madagascarが 43％を握っていました。2006
年 12月には、民営化された事業者 Telmaが市

場に参入しました。Zainは 2007年 6月 30日
までに 7万人以上の加入者を獲得しましたが、
前年に比べると約 10％の市場シェアを失いまし
た。

こうした傾向を受けて、市場シェアを維持し、更
に高めるため、Zain Madagascarはこれまで
サービスが提供されていなかった市場に対し積
極的にサービスの展開を進めました。こうした
展開の一環として Village Phone Programで
は、7,000人の村落電話事業者 (VPO)を採用
し、3年以内に新たに地方の顧客 250万人を獲
得することを目指しました。それに加えて、Zain 
Groupは CSR活動にも取り組んでおり、この
プログラムではビジネスとして成立する形で社会
的および経済的効果を高める機会を提供しまし
た。

Zain Madagascarのインクルーシブ・ビジネス・
モデルは全体として、ネットワークの拡大により
地理的に隔離された地域への対応が可能になる
とともに、規模の経済により価格を低く抑える
ことに成功しました。このモデルにより同社は、
加入者を 2007年の 57万 4,000人から 2008
年には 120万人に 117％増やすことができまし
た。同社は現在、国内のどのモバイルネットワー
ク事業者よりも地理的に広範な範囲に対応して
います。

Village Phone Program（VPP）は、これまで
モバイル通信を利用できなかった、地方部に住
む低所得者層において新規開拓を促進しました。
VPPはまた、2010年 3月の時点で村落電話事
業者（VPO）6,600人のビジネス機会を生み出
しています。VPOは、1秒あたり4マダガスカル・
アリアリ（MGA）で利用時間を購入し、1分あた
り 300MGAで販売しており、約 25％のマージ

ンを得ています。VPOは、1日に 1人あたり平
均 5～ 6人の顧客に対応しており、米国ドルに
換算すると、副収入として月額平均 16ドルを獲
得します。また、すでに食料雑貨店、農業、理
髪店などの事業活動に携わっている人の中から
選ばれるため、彼らにとって村落電話ビジネスは
既存の事業とは別の副収入源になります。

Zain Madagascarの成長は、普及率の拡大
（2008年は 9％）によって競争が加速し、低価
格のサービスを維持しているモバイル通信セク
ター全体の成長にも貢献しています。調査によ
ると、普及率の拡大は GDP成長と貧困削減に
も関連することが示されています。例えば、携
帯電話普及率の 10％の増加は、1人あたりの
GDPで 0.6％の増加につながると推定されてい
ます 19。

国際金融公社　世界銀行グループ
IFCの投資：
長期融資 2,500万ドル
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GERARDO C. ABLAZA JR.氏
マニラウォーター（フィリピン）
最高経営責任者（CEO）

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、マニラウォーターに
とってそれほど重要なのですか？

BOP層の人々を含めなければ、誰もが水にアクセスできる
ようにするという私たちの使命を全うすることができませ
ん。フィリピンでは、BOP層が人口の 90％を占めています。
弊社は現在、マニラ東部区域で 99％中断することのない
水道サービスを提供していますが、BOP市場にサービス
を提供することは、この現行水準を維持するために不可欠
です。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？そうした課題にどのように対処して
いますか？

BOP層の消費者の多くは、水道サービスへの接続を得る
ための資格もなければ手段もありませんでした。大多数の
人たちがメーターの不正な変更や違法な接続に手を染めて
おり、これが水質汚染や病気、システムの損失につながっ
ていたのです。

マニラウォーターは地方自治体や地域コミュニティと緊密
に協力して、土地所有権の証明といった水道接続の証拠書
類提出要件を緩和しています。弊社では、接続のための
初期料金の最大 3分の 2にあたる補助金を支給したほか、
Global Partnership on Output-Based Aid（GPOBA）
を通じて、最も隔離された消費者に対するコストを 22％
まで削減できました。

水道網へのアクセスに伴い、消費者は行商人の高額な水を
求める列に並ぶ必要がなくなり、節約した時間をより生産
的な活動に充てることができるようになりました。これら
の消費者が水にかける支出は、1立方メートルあたり月額
3ドルから 0.3ドルに減少しました。清潔で手頃な価格の
水へのアクセスは、健康と衛生を大幅に改善することにも
なりました。

しかし、アクセスを得た大多数の世帯では、期限内の料金
支払いに問題が生じました。そのため弊社は、広がる水の
需要に対して「フルサークル・アプローチ」（全面的なアプ
ローチ）と呼ばれるものを立ち上げました。この多面的戦
略では、一要素として住民の所得向上をはかり、彼らが月々
の請求書の支払いを行えるよう支援しています。例えばメー
ター保護装置や板張りなど、企業のプロジェクトで使われ
る資材を開発する零細ビジネスを支援することで、住民の
所得を補完できます。同様に重要なことですが、これによっ
て住民に水道ビジネスの一員だと感じてもらえるようにな
り、メーターや水道サービスを保護することへの責任感が
芽生えるのです。彼らはもう、不正な違法行為に対して見
て見ぬふりをすることはありません。地域コミュニティは
私たちのビジネスパートナーとなり、水の損失を抑えるよ
う支援してくれています。

マニラウォーターにとって、今後 5年間で最大のインク
ルーシブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

水道アクセスの先を見据えると、人口の過密した地域コ
ミュニティでは水道衛生と廃水処理の必要性がますます重
要になっています。あまりに多くの家庭廃水が河川に流れ
出ているのが現状で、マニラ首都圏の主な河川系は今やす
べて生態系が死滅しており、水系伝染病の主な原因になっ
ています。こうした状況を受けて、私たちはマニラ東部区
域のすべての世帯を下水管路または弊社の統合型下水排
水設備に接続するよう取り組んでいます。

また、BOP層をターゲットにした取り組みをマニラの東部
地区から拡大するという機会もあります。ほとんどの場合、
マニラ外側の周縁化された地域コミュニティは弊社の水道
網が届いていないため、BOP層は品質の低い水に高い料
金を払っています。マニラウォーターは現在、水のないコミュ
ニティに清潔で持続可能な水道サービスを手頃な料金で提
供する独立型の水道設備をテストしています。

この設備をテストするなかで、これが技術的に実行可能で、
環境に優しく、採算の取れるものであることが即座に確認
できました。何よりも重要なことに、これは拡大や複製が
できる持続可能なビジネスモデルなのです。

貴社のインクルーシブ･ビジネスのために、どういった
支援を他の組織から必要としていますか？

こうしたダイナミックな時代や市場において、研究開発は、
洞察に満ちた消費者重視のプログラムや商品を開発する上
で常に有益です。また、この市場には未開拓の機会がまだ
数多くあるため、インクルーシブ･ビジネスにとって融資
は不可欠です。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？

IFCは投資家および貸し手として、投資戦略を実行するた
めに必要な資金源を提供してくれた点で、一貫して重要な
役割を果たしています。IFCの支援の成果の一つには、弊
社が手頃な料金で飲料に適した信頼性の高い水を 160万
人の低所得者層に提供できるようにしたことなどがありま
す。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

ビジネスモデルを計画する前に、顧客がどう考え、どう暮
らしているかをよく観察しましょう。そうすることで顧客の
ニーズを理解し、彼らにとって本当に必要性の高い商品や
サービスを生み出すことができます。そしてイノベーション
は技術的なことだけではないことを肝に銘じます。正しい
解決策を導くためには、社会的、政治的な問題を考慮す
る必要があるのです。

インクルーシブ･ビジネスの視点：水道

「顧客がどう考え、ど
う暮らしているかをよ
く観察しましょう。そ
してイノベーションは
技術的なことだけで
はないことを肝に
銘じます。正しい解
決策を導くためには、
社会的、政治的な
問題を考慮する必要
があるのです」
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TARUN AGARWAL氏
FINO FINTECH FOUNDATION、プロモーターディレクター（インド）
FINO、CHANNEL EMPOWERMENT AND MANAGEMENT GROUP、バイスプレジデント

FINOのインクルーシブ･ビジネス・モデルはどのよう
に始まりましたか？

FINOは 2006年 7月、ICICI Bankによって設立されま
した。しかしアイデアが形になっていくにつれて、我々は
FINOをあらゆる銀行に対応できる独立した事業体として
発展させました。当初は、これによっていくつかの課題が
生まれました。ICICIは民間セクター最大の銀行であるこ
とから、公的セクターの銀行が私たちと協力することをた
めらったのです。そのため、私たちは懸命に努力して、あ
る公的セクターの銀行とのパートナーシップ締結に成功し
ました。これによって、他の公的セクターの銀行とのさら
なるパートナーシップへの道が開かれたのです。FINOの
必要性、そして独立性を周りに信じてもらうには、約 1年
をかけて FINOの価値を理解してもらう必要がありまし
た。我々のサービスの付加価値を実証し、信頼を築くこと
は、業界の積極的な支持を得る上で重要な要素でした。

インクルーシブ･ビジネス・モデルを開発するにあたっ
て FINOが直面した課題は具体的に何ですか？
そうした課題にどのように対処していますか？

FINOは数多くの問題に直面しました。第 1に、インドの
大衆の識字率が低かったことです。第 2に、信頼性の高い
確実な身分証明がなかったことです。インドでは、社会保
障番号のような固有の身分証明がないため、口座の安全
性や不正アクセスの防止が懸念事項でした。これらの問題
はいずれも、生体認証機能を強化したスマートカードを利
用することで解決しました。このスマートカードは、指紋
認証を活用して顧客ごとに固有の ID番号を付与するもの
です。

第 3の問題は、アクセスのしやすさ、対象範囲の拡大、イ
ンフラの組み合わせでした。インドの村の多くは依然とし
て電気通信ネットワークに接続されていないため、我々は
オフラインとオンライン両方の機能を備えた銀行取引シス
テムを考案する必要がありました。弊社では、日中はオ
フラインで取引を処理し、夜間はオンライン化する携帯
POS端末を活用しています。弊社が発行する生体認証ス
マートカードは、顧客が処理できる権限のある上限金額
の情報を内蔵することで詐欺や不正利用を防止しているた
め、取引は「リアルタイム」である必要はありません。そ
の他の問題としては、銀行の対応できる地理的範囲が地
方では限られている点です。この問題に対処するため、我々
はサービス機関 FINO Fintech Foundationを立ち上げま
した。これは、携帯 POS端末を顧客の家に持って行って、
彼らの玄関先での取引を可能にするものです。

FINOと FINO Fintech Foundationは、どのよう
な関係ですか？

両者は別々の事業体ですが、密接に連携しています。
FINOは営利のテクノロジー機関で、Fintechは労働集約
型の非営利のサービス機関です。FINOは銀行が大衆に
アクセスできるよう支援するテクノロジーを構築しており、
Fintechはそのテクノロジーを実際に BOP層に届ける役
割を果たします。Fintechは主要なビジネス代行機関とし
て中央銀行に登録されているため、契約を経て他の商業
金融機関に代わり銀行業務を行うことが許可されていま
す。FINO Fintech Foundationは BOP層の消費者を獲
得するためのプラットフォームであるため、他の取引サービ
スにも利用できます。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

FINOは、IFCがこれまでも支援を行い、私たちの試み、
使命、そしてインクルーシブ・バンキングというビジョンに
おいて今なお支援し続けてくれていることを大変嬉しく思っ
ています。このパートナーシップは、インドの社会に大き
なインパクトを与えることとなりました。IFCは間違いなく、
私たちの成長のあらゆる段階において役割を担ってもらう
必要がある機関です。

今後は、支店を持たない銀行として FINO Fintech 
Foundationを発展させるための能力開発への支援が、
大変役に立つでしょう。個々のビジネス代理機関を機能
面、行動面、金融リテラシーという側面からトレーニング
することにおいては、まだ大きな需給ギャップがあります。
金融リテラシーはエンジンであり、金融包摂（Financial 
inclusion）またはインクルーシブ・バンキングは車です。
我々は協力してエンジンを加速させ、インドの金融包摂を
100％にするというゴールに向かっています。

インクルーシブ･ビジネスの視点：金融サービス

「金融包摂 (Financial 
Inclusion)またはイ
ンクルーシブ・バン
キングを車とすると、
金融リテラシーはエ
ンジンです。我々は
協力してエンジンを
加速させ、インドの
金融包摂を 100％に
するというゴールに
向かっています。」
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YARA ARGUETA氏
GRUPO SOLID（中央アメリカ）
最高経営責任者（CEO）

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Grupo Solidにとっ
てそれほど重要なのですか？

私たちにとって、インクルーシブ･ビジネスは常にビジネス
そのものでした。これによって弊社は成長してきたのです。

Grupo Solidは塗料やコーティングを製造し、中央アメリ
カの農村地域や小都市全域にわたる低所得者層の家庭や
職人、塗装工を顧客とする小規模な工具店を通じてそれら
を配送します。これらの小規模な工具店は、一般に教育水
準が限られた先住民もしくはその他の低所得者層の商人が
経営する家族経営の店舗や零細企業です。弊社が運転資
本、トレーニング、ブランドを提供することで、彼らは自身
のビジネスを成長させることができ、ひいては私たちからよ
り多くの物を購入できるようになります。

弊社は現在中央アメリカ市場のリーダーですが、マーケット
シェアを獲得できたのは、大企業が無視してきた小規模工
具店も相手にしてきたからです。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？

私たちは長い年月をかけて小規模な工具店の成長を支援し
ながら、これらの店舗からなる大規模なネットワークに対
象を広げるまでに成長し、こうした店舗は大規模な工具店
になりました。彼らの収益性も高まりました。

弊社や弊社の顧客が成長した今、最大の課題は二極化した
ビジネスモデルに対応することです。これは、私たちのビジ
ネスの原点であり依然として支配している小規模工具店に
対応すると同時に、より大規模かつ構造化された顧客にも
対応できるビジネスモデルです。これら 2つの層では、まっ
たく異なる戦略、費用構造、サプライチェーン、物流など
が必要です。

さらなる課題として、比較的小規模な顧客への支援につい
て社内を納得させることが挙げられます。小規模な顧客に
関しては、収益性について財務チームから常に質問を受け
てしまうのです。決算の数値を評価してみると、大規模な
店舗では収益性が比較的高く、より小規模な店舗との取引
をやめてしまいたい衝動に駆られるのは当然のことです。
私たちが小規模な顧客を通じて成長できたのは幸いでし
た。なぜなら弊社の成長は彼らの収益性を最も明確に証明
するものであり、これらの顧客を保護する助けになるから
です。

私たちはまた、非公式の競合他社にも直面しなくてはなり
ません。相手はブランド名の付いていない商品を扱う小規
模企業であり、非常に低いコスト構造で業務を行い、それ
ぞれが極めて狭い地域をカバーしています。

Grupo Solidにとって、今後5年間で最大のインクルー
シブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

事業機会の 1つは、このモデルを他の地域で展開すること
です。弊社はグアテマラから始め、すでに中央アメリカ全
体で展開しています。今後は、文化が似ているメキシコ南
部とドミニカ共和国に拡大する計画です。

もう1つの機会は、バリューチェーンのさらに下流に進出し
て行くことです。弊社は垂直統合されており、商品を製造
して自社の車両で配送し、自社の店舗網も運営しています。
しかし私たちは最終消費者、つまり工具店から商品を購入
している塗装工や職人に事実上到達していません。私たち
は、彼らと直接協力を始めることができます。それが次の
段階でしょう。

また、弊社が事業展開している国々では、その土地に昔か
ら住んでいた先住民の存在も重要です。彼らを弊社の消費
者基盤に取り込むため、私たちは文化的プログラムを通じて
彼らの発想や行動を転換するよう取り組む必要があります。

貴社のインクルーシブ･ビジネスにおいて、IFCはどの
ような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

私たちは、特に地方の工具店オーナーをトレーニングすると
ともに、正規の商業銀行から融資を受けられないオーナー
が金融へのアクセスを得られるようにするための支援をして
います。また、IFCの技術支援を利用してより効率的に料
金を回収することもできます。さらに、蒸留プラントにおい
ても、インフラや長期的支援を必要としている地域コミュ
ニティと協働するために IFCの支援を受けたいと考えてい
ます。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

インクルーシブ･ビジネスに関わっている他の IFC顧客企
業から学んだことで最も興味深いのは、BOP層を刺激し、
彼らの能力を向上し、最終的に自社の商品を購入できるよ
うにすることを目的として、潜在的顧客の行動を変えるこ
とに注力していることです。私が他の人に助言をするなら、
標準的なビジネスを行う場合と同じアプローチで取り組む
な、と言うでしょう。単に標準的なビジネスモデルを BOP
層向けに展開するだけであれば、赤字を出すことになりま
す。また、インクルーシブ・ビジネスには全く新しいチーム
を割り当てることを推奨します。なぜなら、大規模な顧客
は常に小規模な顧客より収益性が高いため、既存のチーム
では BOP層の市場を成長させることに集中できなくなって
しまうからです。

インクルーシブ･ビジネスの視点：製造と流通

「標準的なビジネスを
行う場合と同じアプ
ローチで取り組まな
いことです。単に標
準的なビジネスモデ
ルを BOP層向けに
展開するだけであれ
ば、赤字を出すこと
になります」
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SERGIO ARTEAGA氏
DUOCUC（チリ）
FINANCE AND ADMINISTRATION、ディレクター

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、DuocUCにとって
それほど重要なのですか？

チリでは、高等教育制度は過去 20年間で大きく成長しま
したが、この成長は従来型の大学教育にアクセスできる高
所得者層に集中しています。人口の最富裕層のうち、ほぼ
70％が高等教育を受けているのに対し、最貧困層ではわ
ずか 17％となっています。

DuocUCはカトリック教会とつながりのある NPO（非営
利団体）として、万人の幸福を生み出し機会を作り出す使
命を掲げており、自国の開発支援を目的としています。私
たちは、チリ最大の高等教育機関の 1つです。現在、国
内の三大地域で全日制の学生 56,000人以上を抱えてい
ます。2年半から 4年間のプログラムを提供していますが、
これは選考過程のない開かれたプログラムで、何世代にも
わたって高等教育へのアクセスを持たなかった家庭出身の
若い世代のチリ人にとって非常に大きな機会を意味します。

父親の月給が 500米ドルという学生を例にとってみましょ
う。この学生は DuocUC卒業後に平均 900米ドルを得
ており、これは父親の給料のほぼ 2倍です。これこそ私た
ちが望む社会的流動性です。この学生は、社会経済の階
段を上っているのです。

貴社のインクルーシブ・ビジネス・モデルにおいて、
IFCはどのような役割を果たしてきましたか？

私たちは IFCとともに、他の官民融資制度を補完する教
育ローン制度を開発しました。この制度には、IFCがファー
ストロスを負担する保証基金が含まれています。これによっ
て成長曲線が急速に向上し、年間成長率 12％を達成する
ことができました。

BOP層の学生にサービスを提供する際に DuocUC
が直面する最も重要な課題は何ですか？

私たちが最も懸念しているのは、学生の中退です。私たち
は、低所得者層の学生に教室で勉強する機会を提供する
だけでなく、卒業してほしいと考えています。学生は、交
通費などの資金がない、働く必要がある、家族の支援が
ない、または初等教育等での準備が不足しているなど、様々
な理由で中退する可能性があります。

DuocUCにとって、今後数年間における最大の機会は
何ですか？

先ほど触れたように、DuocUCは年間 12％のペースで成
長しています。これは私たちのサービスや、提供するプロ
グラムに対する需要が伸びていることを示しています。最
終的には誰もが高等教育に入学できる平等な機会を提供
したいと考えていますが、現在の最大の機会は、IFC、政
府、内部奨学金といった資金源を通じて奨学金やローンな
どの融資を行うことにより、入学者数を増やすことです。

当校の学生のうち資金援助を受けている割合は 5年前に
は 8％だったのに対し、現在では 60％となっています。私
たちは、この種の資金援助にアクセスできる機会を 100％
にするという目標を自らに課しました。経済的な理由で勉
強することを妨げられている人がいる事態を望んではいな
いのです。

トレーニングや社会人教育など、私たちが参入できる市場
は他にもあります。実際、来年からは社会人教育プログラ
ムを開始する予定で、当校の卒業生を対象としたコースを
設ける計画です。

これらの機会を捉えてさらに成長するため、DuocUC
はどういった種類の支援を必要としていますか？

まず、学生を対象とした新たな融資の仕組みを作る必要が
あります。同時に、インフラ、テクノロジー、教員のトレー
ニングの 3つを内部で行うための融資も必要です。

私たちはインフラを非常に重視しています。当校の学生は
最貧困層出身なので、入学にあたっては、清潔で安全な
環境で支えられているという安心感を持ってもらう必要
があります。同様に、可能な限り最高のテクノロジーを利
用して教育する必要もあります。これを実現させるため、
私たちはコンピューター、無線信号、および Oracleや
Microsoftなどの企業が提供するライセンスに資金を投入
しています。最後に、教員が教育の質に決定的な役割を
果たすことを考えると、教員のトレーニングも重要です。

必要な投資規模を考慮すると、DuocUCが NPOである
点を改めて思い直してみることが重要です。私たちは配当
を行いません。利益を再投資するのです。A+の評価を得
ているにもかかわらず、今なお現地の金融システムからは
十分な支援を受けていないことから、私たちは IFCから
の融資を頼りにしています。

インクルーシブ･ビジネスの視点：教育

「私たちは全ての人に
開かれたプログラム
を提供しており、こ
れは何世代にもわ
たって高等教育へ
のアクセスを持たな
かった家庭出身の
若い世代のチリ人に
とって非常に大きな
機会を意味します」
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JOSÉ IGNACIO AVALOS氏
MI TIENDAおよび COMPARTAMOS BANCO（メキシコ）
創設者

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、「連続起業家」（Serial 
Entrepreneur）である AVALOSさんにとってそれ
ほど重要なのですか？

私は 30ほどの機関を立ち上げましたが、そのうち 23機
関はインクルーシブ･ビジネスと考えることができるかもし
れません。このうち 2機関がこれまでに IFCの融資を受
けました。最初は Compartamos Bancoというマイクロ
ファイナンス機関で、現在はメキシコの農村地域にある零
細および小規模小売業者にサービスを提供している流通業
者のMi Tiendaです。

私は何年も前に、非営利で何かをやりたいとしたら、組織
を運用することよりも資金を集めることにほとんどの時間
を割く必要があることに気付きました。しかし、集めた資
金をただ配っているだけでは、問題は解決しないことが分
かったのです。BOP層の人々は自分自身の成長・開発に自
ら参加できるようになるべきで、それを実現する唯一の方
法は彼らをビジネスプランに含めることです。そこでインク
ルーシブ･ビジネスに参入する必要があることが明らかに
なりました。インクルーシブ･ビジネスは慈善活動とは異
なり、優れた経営陣を揃えている限り、自ら芽を出し、成
長し、自力で拡大することが可能です。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？

はじめに、一般に BOP層には安定した流通網というもの
が存在しないため、新たに構築する必要があります。これ
にはシステムやツールを整備するだけでなく、参加者の間
に信頼や忠誠心を養う必要もあるため、大きな挑戦となり
ます。

もう1つの課題はイノベーションです。インクルーシブ・ビ
ジネスにイノベーションが重要なのは、他の企業が見落と
していたり、リスクとしてしか捉えないような機会を見つけ
る必要があるからです。そのためには、起業の際に才能の
ある人材を引き付けることも課題となります。

Mi Tiendaにとって、今後 5年間で最大のインクルー
シブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

様々な分野に機会があります。特に能力開発、経済機会
の拡大、インフラの構築が挙げられるでしょう。そのため
私たちは、医療や教育の提供、貿易と通信の実現、金融
サービスの提供、診療所、流通センター、浄水設備などの
建設といったことについて検討しています。

Mi Tiendaでは、市場を構築しようとしています。5,000
人未満の住民が住む農村地域に効率的にアクセスできる
市場です。零細および小規模な小売店に対応するため、
私たちは他のサービスにも対応できる配送、集金、支払
いのネットワークを構築しています。例えば医療では、こ
れらの村では良質な医薬品を販売する薬局はほとんど
見つかりません。代替となるネットワークがないため、 
Mi Tiendaにとってのビジネス機会は数多くあるでしょう。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を他の組織から必要としています
か？

起業家が唯一必要としている支援が融資であると考えるの
は常に危険です。弊社では知識、専門性、ネットワーク作
りの機会も必要としています。私たちは何でも知っている
わけではありません。謙虚に学習する必要があります。ま
た、グッド・ガバナンスへの支援も必要です。起業家は自
分があらゆる知識や真実を備えていると考えるかもしれま
せんが、一般にそれは事実ではありません。さらには、相
応しい人材に経営陣に加わってもらう必要があります。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

IFCとの交渉は簡単なことではありませんが、最終的には
このタフさがプロジェクトの役に立ちます。交渉プロセス
を通じて課題やリスクに直面し、現状を再考し、アプロー
チを強化することになります。

弊社の役員会でも IFCの役割は非常に歓迎されていま
す。IFCは Compartamos Bancoをプロフェッショナル
な機関にする上で重要な役割を果たし、特筆すべき点とし
て、取締役会の機能を成熟したものにしました。現在は 
Mi Tiendaにおいて、同様の支援を必要としています。

現在、2つの新たな事業が進行中であり、再度 IFCに相
談させていただくことになるのは間違いありません。1つ
は地方の医療であり、私たちはすで 3つの病院を所有し、
それぞれ年間 6万 5,000のサービスを実施しています。も
う1つは教育で、質の高い教育を提供する教員の育成に
重点を置いています。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

BOP層の個人、そして彼らの成長・開発を中心に置くこ
となく、インクルーシブ・ビジネス・モデルを作ることはで
きません。顧客が個人として成長すると、より裕福になり、
必要としているものへのアクセスが拡大し、家庭内の結び
付きが強まり、地域社会で影響力を増すことになります。
それによって、インクルーシブ・ビジネスの成果も非常に
前向きなものになるのです。企業は、顧客と一緒に成長す
る必要があるのです。顧客が成長しなければ、企業も成長
できません。

インクルーシブ･ビジネスの視点：流通

「インクルーシブ・ビ
ジネスにイノベーショ
ンが重要なのは、他
の企業が見落として
いたり、リスクとして
しか捉えないような
機会を見つける必要
があるからです。」
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CAMILO BERNAL氏
UNIMINUTO（コロンビア）
神父

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、UNIMINUTOにとっ
てそれほど重要なのですか？

UNIMINUTOの使命は、BOP層の人々に高等教育を提
供することです。なぜこれが重要なのかと言えば、教育へ
のアクセスを欠いていることが、コロンビアにおける貧困
の構造的要因を克服し、開発を実現する障害になっている
ためです。

充実した教育や知識を通じて、個人はよりスキルが高く、
高給の職業に就くことができるようになり、これが家庭の
生活環境の改善や子供の教育機会の拡大につながって、
長期的効果のある好循環を生み出します。さらに、より質
の高い商品やサービスを獲得することによって個人消費が
拡大し、企業が利益を得るほか、景気が刺激されます。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？
そうした課題にどのように対処していますか？

主な課題の 1つは、高等教育が高所得者層の人のための
ものであるという神話を乗り越えることです。別の課題は、
低い授業料で質の高い教育を提供することは、実現可能
であるだけでなく、長期的には採算が取れ持続可能である
点を実証することです。最後の課題は、サービスの需給を
支える資金援助を求めることです。

私たちは、雇用主が求めるスキルを人々が身に付けて、労
働市場へ再参入できるよう、コロンビア経済の生産セク
ターに関連する短期の教育プログラムを開発しました。ま
た、アクセスを確保するため対象範囲を全国に拡大しまし
た。最後に、私たちのカリキュラムが確実に高い評価を得
られるよう、厳格な品質基準を設けました。

さらにコスト上の制約に対処するため、所得に基づいて料
金を調整し、学生ローンには様々な資金源を採用していま
す。また、生産セクター、金融機関、その他の高等教育機
関、およびコロンビア政府とのパートナーシップも構築し
ました。

UNIMINUTOにとって、今後 5年間で最大のインク
ルーシブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

コロンビアでは低所得者層の家庭が年間支出の 26％を占
めており、民間セクターが彼らを流通業者、供給者、また
は顧客として取り込める大きな機会があります。しかし、
進展はあるものの、専門学校、テクノロジー、大学教育プ
ログラムへのアクセスは依然として非常に低い状態にあり
ます。

最大の課題は、広範にわたる低所得者層に質の高いトレー
ニングプログラムへのアクセスを引き続き提供することで
す。この目標を達成するには、手頃な授業料以外に、若
い学生が自らの教育に投資し、後で支払いを行える中期的
資金調達手段を開発する必要があります。これが私たちの
最大の機会です。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を他の組織から必要としています
か？

私たちは、政府、国内外の教育機関、供給者、市民社会
団体との関係を築いて、助言を得たり、貧困、不平等、環
境保護など世界規模の主要課題について議論したりする必
要があります。

さらに、学生が中長期的な教育ローンへのアクセスを得て、
卒業後に授業料を支払い、社会の生産的一員となれるよ
う、広範な資金支援を必要としています。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？

IFCはまず、戦略的投資の資金源です。また、デュー・
デリジェンス段階における要件や、プロジェクトにお
ける進捗やコンプライアンスに関する報告を通じて、
UNIMINUTOの経営および財務上の規律に貢献する戦略
的パートナーと考えています。例えば、IFCは情報技術の
管理と実行に関する品質方針の導入を要請しました。

IFCとの関係によって新たなパートナーシップの機会が生
み出されたほか、UNIMINUTOの国際的認知度を高め世
界規模のビジネス視点を育てる助けになりました。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

第 1に、本業が社会および環境上にプラスの影響を生み
出す、「他者を支援することによって成功する」持続可能な
起業家モデルを探求しましょう。BOP層の人々は問題の
所在なのではなくビジネス機会であり、インクルーシブ･
ビジネスはイノベーションに溢れた解決策に重点を置きま
す。低所得者層は、私たちのビジネスのバリューチェーン
に効率的な方法で取り込むことのできる生産的個人および
消費者で構成されています。

加えて、低所得者層が参加するビジネスは採算が取れてい
るか、そうでなければは政府によって補助金を受けている
必要があり、このことは、欠かせないパートナーとしての
国の存在を示唆しています。膨大な数の BOP層の人々を
社会の生産セクターに含めるよう、インクルーシブ・ビジ
ネスを支援できる国やその他の各組織との関係を構築する
ことが重要です。

インクルーシブ･ビジネスの視点：教育

「インクルーシブ・ビジ
ネスにおいて、BOP
層の人々こそビジネ
ス機会を与えてくれる
対象であり、インク
ルーシブ･ビジネス
はイノベーションに
溢れた解決策に重点
を置きます」
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TOM BRUNNER氏
LEAPFROG INVESTMENTS
法務顧問

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、LeapFrogにとっ
て重要なのですか？

LeapFrogは世界初の少額保険投資ファンドとして、イン
クルーシブ･ビジネスの中でも成長が加速している分野を
開拓しています。弊社の優先地域（南アフリカ、ケニア、ガー
ナ、インド、フィリピン、および最近ではインドネシアとナ
イジェリア）では大多数の人々が低所得者層であり、金融
サービスを十分に受けられていません。私たちは低価格
で質の高い保険を、障害のある人や HIV/AIDS感染者な
ど従来の保険から締め出されている貧しい人々やコミュニ
ティに提供するビジネスに投資し、これを支援しています。
多くの場合、保険の販売員はサービス対象の地域コミュニ
ティの住民で、手数料収入を得ています。

弊社は HIV感染者に対応する南アフリカの保険業者
AllLifeに投資していますが、同社は糖尿病患者にも対応
範囲を広げました。AllLifeは、健康上の懸念がある点に
ついて日常的に患者に注意を呼びかけるとともに、定期的
な検査や投薬計画の順守を義務付けることによって、保険
商品と順守管理プログラムを結び付けています。

周りの企業は BOP層だけに注力していますか、また
は経済ピラミッド全体を対象としたアプローチを追求し
ていますか？

成長資本や専門知識を提供する投資先として、独立型の少
額保険業者や大衆市場向け保険業者はいることはいます。
しかし今日、大多数の保険業者は少額保険のみを提供し
ているわけではありません。通常、広範に対応している保
険業者は BOP層に対して部分的にしか対応していません。
ただし、少額保険を市場機会と認識していたり、社会性の
高い事業として注目していたりする場合もあります。そうし
た場合、弊社はこうした保険業者がこの所得層に対する関
心を深め、影響を与え、利益を得られるよう支援するため
に投資を行います。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に貴社や貴社の投
資先企業が直面する最も重要な課題は何ですか？
そうした課題にどのように対処していますか？

主な課題の 1つは、保険数理上の問題です。例えば、医
療や農作物保険などの新たな事業に関する損失を正確に
予測することは難しい課題です。私たちは投資会社として、
まず強力な経営陣を備えた投資するに相応しい企業を探
し出します。その上で専門知識を活用して、それらの企業
が事業戦略の一環として運用または保険数理上の課題に
対処できるよう支援します。

もう1つの課題は適切な流通網を確保することであり、既
に保険の販売を行っている代理店か、または新たに保険を
含めることが可能な代理店を活用します。信頼を確保しな
がら大量の販売を促進するためには、コストを低く抑えな
がらも妥当な利益を得られる流通の仕組みが不可欠です。
これには創造力が必要かもしれません。例えば日用品を
配送する零細企業を、保険業者と結び付けます。弊社で
は広範な BOP層に確実に保険が提供されるよう、両者を
結び付け、双方に投資することが可能です。

LeapFrogにとって、今後 5年間で最大のインクルー
シブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

弊社は、十分なサービスが受けられない弱者である 2,500
万の人々に保険を届け、長年欠けていたセーフティーネット
を提供することを目指しています。ニーズの高い生命保険
を広範な低所得者層の人々にまで広げることは、その機会
および課題の非常に大きな部分を占めます。

低所得者層の人々に対象を広げるために活用するプラット
フォームは、想像されるよりはるかに広範なものになりま
す。例えば、マイクロファイナンス機関だけでなく、小売業
者、携帯電話事業者、教会団体、労働組合、公益事業者
なども含まれます。これらの関係者たちを結び付けること
は、LeapFrog、そして保険業界全体にとって不可欠なこ
とです。

加えて弊社では、家畜保険、健康保険、比較的小型の車
両または商用車対象の自動車保険などの少額保険におけ
る事業機会も評価しています。さらに先の将来では、農作
物保険の代わりとして天候インデックス保険に注目します。
これは、農家が洪水や干ばつなどの気象条件による不確
実性を管理できるよう支援するものです。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

IFCは、LeapFrogの最大かつ最も深く関与している投
資家の 1つです。IFCのグローバルチームは主要な関係各
機関への門戸を開いてくれましたし、新たな機会に気付か
せてくれました。各国のカントリー・マネージャーや専門家
たちも、貴重なパターン認識を現場で提供してくれました。
こうした支援に感謝していますし、引き続きお願いしたい
と思っています。

IFCはまた、少額保険の品質や対象範囲を拡大するために
企業各社と協力している弊社の技術支援施設 LeapFrog 
Labsと協働して、イノベーションと開発効果を引き起こす
触媒の役割を果たす資本を提供しています。

投資レベルでは、まもなく共同投資が必要な大型案件が
あるかもしれません。私たちは、IFCと仕事ができて光栄
です。

インクルーシブ･ビジネスの視点：金融サービス

「少額保険ビジネスが
簡単なものであれ
ば、すでに多くの人
がやっていたでしょ
う。しかし、成功
を収めるビジネスモ
デルもいくつかあり、
LeapFrog や IFC
のような機関はこれ
に投資する用意がで
きています」
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ANTONIO CARBONARI NETTO氏
ANHANGUERA（ブラジル）
会長

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Anhangueraにとっ
てそれほど重要なのですか？

Anhangueraは一昔前、ブラジルで Cクラスおよび Dク
ラスと呼ばれる新興階級出身の学生に重点を置いた高等
教育機関として設立されました。過去 10年で、中流階級
である Cクラスだけでブラジルの労働人口の過半数を占
めるまでになりました。そこで私たちはこの非常に重要な
層をターゲットにしました。

我々の戦略的ビジョンでは、この層に注力することで、月々
の授業料は競合他社より低くなり、支給できる奨学金は多
くなります。また我々は、企業や労働組合とのパートナー
シップを介して授業料の割引制度を実施しました。これら
の取り組みが全体として奏功し、当校のコースに参加する
学生数が増加しました。

弊社はソーシャル・インクルージョンの重要な原動力となっ
ています。学生の平均月給は入学時の 660レアルから、
卒業後は 1,000レアルに増加しています。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面した最大の
課題は何ですか？
そうした課題にどのように対処しましたか？

最大の課題は規模の拡大でした。我々は現時点でブラジ
ル最大の中等後教育機関であり、2009年には75万5,000
人以上の学生に教育を行いました。比較的シンプルで労働
市場の人材需要に照準を合わせたカリキュラムを開発する
ことで、このような規模が実現可能になりました。弊社の
カリキュラムでは、できる限りコースを全国的に標準化させ
ています。ブラジルでは雇用主が依然として非常に保守的
であるため、弊社はコースの多くをビジネス社会全体、産
業界や貿易団体に広めて認知度の向上を図りました。

また、より近代的な方法で教えるよう教員にトレーニング
を行いました。当校の教員の多くは専任講師というよりむ
しろ実務家です。我々は、指導や学習に対し新しい規律、
新しい内容、新しい方法で教員をトレーニングする研修プ
ログラムを実施しています。

Anhangueraにとって、今後 5年間で最大のインク
ルーシブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

今後数年間における最大の機会は、新技術や新たな手法
の登場に伴い、対面指導から遠隔教育に指導様式が変化
しているトレンドにあります。遠隔教育によって、勉強する
時間がほとんど取れない労働者階級の利用拡大が促進さ
れることになり、特に職業や給与を改善する手段として、
高等教育への需要拡大の道が開かれるはずです。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を IFCなどの組織から必要としてい
ますか？

IFCは、我々が高品質で手頃な料金の高等教育を提供す
るモデルを開始、出資、構築する際に、大きな支援をして
くれました。提供するコースの低コストや利点は、現在の
入学者数の多さに反映されています。弊社は今や、国内最
大の教育機関となっています。

今後は、引き続き学費への融資が、労働者階級の Cクラ
スや Dクラスの高等教育へのアクセス拡大を推進する最大
の鍵になるでしょう。奨学金などのさらなる融資は、官民
問わず大きな力になります。

インクルーシブ･ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

ビジネスモデルの規模の拡大が可能かどうか、当初から慎
重に考えましょう。開発費を低く抑え、サービスを高い品
質で提供しましょう。そうすれば間違いなく成功します。

インクルーシブ･ビジネスの視点：教育

「最大の機会は遠隔教
育です。遠隔教育に
よって、勉強する時
間がほとんど取れな
い労働者階級の利用
拡大が促進されるこ
とになり、高等教育
への需要拡大への道
が開かれるはずです」



インクルーシブ・ビジネスの成功例：BOP層の機会とアクセスの拡大に向けて56

CARLOS FERNANDO FUENTES氏
PRODUCTOS NATURALES DE LA SABANA S.A. – ALQUERÍA（コロンビア）
サプライヤー開発担当マネージャー

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Alqueríaにとって
それほど重要なのですか？

Alqueríaは 50年以上にわたって操業している家族経営
のビジネスで、コロンビアの高温牛乳市場大手です。私た
ちは 1,000以上の牛乳生産者と協力していますが、その
多くは小規模（飼育牛は 2～ 70頭）で、50～ 100の生
産者からなる協同組合または団体に所属しています。コロ
ンビアでは牛乳生産者の大多数が BOP層のカテゴリーに
含まれるため、インクルーシブ･ビジネスは私たちにとっ
て重要であり、結果として日常業務の中心になっています。
私たちは過去 2年間、これらの生産者に効果的に対応で
きるよう一生懸命に取り組んできました。しかし、集金と
支払いの業務がこれを難しくしています。

小規模生産者と協力する際に Alqueríaが直面する最
も重要な課題や機会は何ですか？

私たちの小規模生産者が直面する最大の課題の 1つが融
資です。彼らの大多数は銀行へのアクセスがなく、クレジッ
トが得られません。実のところ Alqueríaでは、彼らにク
レジットを直接付与する選択肢を検討しているところです。

別の課題として、小規模生産者には支払いやその受け取り
のための安全な方法がないことも挙げられます。現在、彼
らの大多数は現金で支払いを受けていますが、この方法で
は私たちは運用できません。インフラの問題（道路や電力
など）も浮き彫りになっています。

小規模生産者が所有する農地の質と生産性を向上させるト
レーニングも極めて有益でしょう。ビジネススキルのトレー
ニングも同様です。私たちのサプライチェーンにおける小
規模生産者は、自らのビジネスを生活必需品をカバーする
生活手段としか考えておらず、成長させることで家族のた
めに生活水準を改善できる事業とは考えていません。私た
ちは、こうした視点を変えたいと考えています。

Alqueríaがこれらの課題に対処する上で、どういった
種類の支援が役に立ちますか？

生産者に融資を行い、さらに可能な場合はこれを促進し、
彼らの小規模で非公式なビジネスを安定した成長ビジネス
に転換するための支援を必要としています。これらの生産
者にクレジットを付与するため、Alqueríaが利用できる基
金を設けることは有益でしょう。私たちは現在、生産され
る牛乳の品質を改善し、バランスの取れた飼料や肥料など
の投入資材を提供することに重点を置いた技術支援プロ
グラムを用意しています。また、農地の生産性を改善する
技術支援を開発し提供することもできます。こうしたプロ
グラムによって生産コストを削減し、ローンの支払いに預
金を充てても生活水準を改善するための資金は残せるよう
支援します。

インクルーシブ･ビジネスに関与した他の IFC顧客か
ら学んだことで最も興味深かったことは何ですか？

小規模流通業者と協力して商品を販売する他の企業各社
が利用していた、非常に興味深いマーケティングおよび販
売モデルを数多く見出しました。私たちはあらゆる規模の
小売業者と協力しており、最小規模の小売業者にも効果的
に対応する必要があります。現在は、「Micro Aliados」と
呼ぶパイロット事業をコロンビアで開発しています。この
プロジェクトは、私たちの商品の販売代理店である低所得
者層の家庭を通じて、より辺境地域に販売網を広げるため
に立ち上げたものです。私たちは、時に自宅で販売しなが
ら地域の流通業者としての役割を果たすことができる人々
を探すため、小さな町に出掛けていって警察署長や地域
の神父など信頼されるリーダーたちと話をしています。こ
のパイロット事業は、他の IFC顧客が学んでいる教訓を
生かして改善できる可能性があると思います。

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「現状では、私たちの
サプライチェーンに
おける小規模生産者
は、自らのビジネス
を生活手段としか考
えていません。彼ら
は、ビジネスを成長
させることで家族の
生活を改善できると
は考えていないので
す。私たちは、こうし
た視点を変えたいと
考えています」
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MIGUEL GALLO氏
FINTERRA（メキシコ）
マーケティング担当ディレクター

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、FinTerraにとって
それほど重要なのですか？

メキシコの農村地域における社会構造は、主に貧しい人々
で構成されています。彼らはあらゆる種類の農産物を販売
しており、中規模から大規模な企業を取引先としています。
そのため私たちは、彼らが市場へのアクセスを確保できる
ようにする必要があります。商品を誰に売ればいいのかと
いう問いは貧しい生産者にとって、最も難しい点です。私
たちは彼らとビジネスを行い、さらに社会的改善を実現で
きるよう、市場へのアクセスの問題に対処する必要があり
ます。私たちは、穀物の生産者と製糖所など業界とのリン
クや融資を通じてこれに取り組んでいます。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？

最も重要な課題の 1つは規模の拡大です。メキシコの農業
は、法律的な観点から複雑なものとなっています。政府が
土地を所有して、人々がそこで農業を営む「エヒード（ejido）」
制度というものがありますが、人々はその土地を所有して
いないため、ローンを申請するための担保とするのはほぼ
不可能です。もう1つの問題は農家の高齢化です。子供た
ちは、地方から都市へ移動しています。現在では住民の数
が減少し1農家あたりの土地の面積が増加していますが、
依然として法的問題が存在するため、農地の活性化に必
要なクレジットを得ることは困難な状況です。これらの農
家にクレジットを付与するには、イノベーションに富んだ方
法を生み出す必要があります。

FinTerraにとって、今後 5年間で最大のインクルーシ
ブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

私たちは、メキシコのクレジット市場で競争し、成長した
いと考えています。これには 2つの方法があります。比
較的高額なクレジットで中規模農家を対象とする方法と、
BOP市場を拡大する方法です。なお、大規模な農家はす
でに商業銀行から十分なサービスを受けています。

中小規模の農家を対象としたソリューションの1つはグルー
プ貸付制度です。さらに別のソリューションとして、農家と
業界のリンクを築くというものもあります。例えば、製糖所、
製粉所、綿花の輸出業者を考えてみましょう。個人では
100ヘクタール以上の灌漑地を所有できないため、彼らが
垂直統合することはないのですが、製糖所に供給するには
合計で約 2万ヘクタールが必要です。そこで結局は 5,000

の生産者がそれぞれ 4ヘクタールを所有することになりま
す。そのため私たちは、これら5,000人の生産者にクレジッ
トを付与する方法を探す必要があります。現在は、小規模
生産者、中規模生産者、業界のバイヤーからなる様々な団
体を検討しているところです。例を挙げると、私たちはタ
マウリパス州にある 2つの製糖所と、ソノラ州にある小麦
栽培者の協同組合と協力しています。また、小麦、モロコ
シ、トウモロコシのバイヤーとも協力しています。私たちは
非公式の団体を作って、1度に 10人の農民にグループ貸付
「crédito solidario」を提供しています。このアイデアはク
レジットの需要と供給を統合するものであり、集約するこ
とにより農家にとって比較的低コストでより多くの資金を集
める契約を結ぶことができます。

私たちの貸付プログラムは作付けから収穫までの 8カ月か
ら1年かかるサイクルに融資しているため、短期が中心の
マイクロファイナンスの仕組みとはとは異なります。マイク
ロファイナンスでは多くの場合、週ごとに返済が設定され
るのに対し、私たちは、インフラや設備への投資に最大 5
年のクレジットサイクルを設けています。マイクロファイナ
ンスの貸付金利は 60％以上になることもありますが、私
たちの場合は通常、10～ 16％の範囲となっています。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を IFCなどの組織から必要としてい
ますか？

私たちは 7年間このビジネスに携わっており、多くのこと
を学びましたが、その学びを振り返る時間がありませんで
した。学習してきたことを、同じことをやろうとしている他
の企業と交換し合えたら素晴らしいでしょう。私たちはネッ
トワーク作りに関心があるほか、元銀行家としてリスク評
価が身に付いています。他の企業と意見交換をして、さら
なる視点を得るのは良いことです。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

インクルーシブ･ビジネスを新たに始めるつもりなら、公
平な関係構築から始める必要があります。大企業は自らの
バリューチェーンにおいて、サプライヤー、生産者、農家な
どの小規模な取引先を搾取する可能性があります。しかし
長期的に成功するには、適切な価格を、期日通りに取引先
に支払う必要があります。適正な金利を課し、一貫性を保
ち、長期的関係に重点を置く必要があります。

インクルーシブ･ビジネスの視点：金融サービス／農業関連産業

「私たちは 7年間この
ビジネスに携わって
おり、多くのことを
学びましたが、その
学びを振り返る時
間がありませんでし
た。同じ志を持った
企業と、学びを共有
できたら素晴らしい
でしょう」
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CRISTINE HANDEL氏
TRIBANCO、MEMBER OF GRUPO MARTINS（ブラジル）
マーケティング担当ディレクター

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Tribancoにとって
それほど重要なのですか？

インクルーシブ･ビジネスは弊社にとって重要であるばか
りでなく、弊社の本質でもあります。私たちは Sistema 
Integrado Martins（SIM）の一員です。なお、SIMは、
ポルトガル語で「YES」（はい）を意味します。Grupo 
Martinsの創設者である Alair Martins氏は彼自身、小
規模小売店舗のオーナーでした。同氏は自分のような人
の多くが優れた価値観と確固とした労働倫理を持ってい
るのを目にしました。ビジネスが成長し成功を収めると、
Martins氏はこれらの起業家に賭けてみようと考え、今日
ではブラジル最大の流通会社の 1つとなった事業を始めま
した。同氏は、彼らが何を最も必要としているか知ってい
ました。それは、公正な融資条件で高品質の商品を供給
するだけでなく、取引先小売業者のビジネスが成長するこ
とに強い関心を持つ流通業者だったのです。小規模店舗
のオーナーが成長できるよう支援すること、これこそが私
たちの使命です。弊社では流通、融資、能力開発を行い
ます。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？そうした課題にどのように対処して
いますか？

最も重要な課題は、顧客に適切なトレーニングを行うこと
です。Grupo Martinsは 15万の小売業者を抱えており、
Tribancoはそのほとんどに運転資本の財務支援を行って
います。そのうち10％は店舗改築のための長期融資を受
けているほか、遠隔教育や従来型の研修を通じて、販売
手法、店舗レイアウト、特別プロモーションといったビジネ
スの改善方法に関するトレーニングも受けています。これ
は、彼らのビジネスだけでなく私たちのビジネスにも大き
な効果がありました。弊社では、過去 10年間でこれらの
小売業者による売上が平均 56％増加しました。直近の課
題は、クレジットカード顧客に対象を広げ、金融上の選択
肢やその利点およびリスクについて認識してもらうことに
より、責任あるクレジットの消費者になってもらうことです。

Tribancoにとって、今後 5年間で最大のインクルー
シブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

大きな機会の 1つは、私たちの小売業者や最終消費者に
対し、それぞれが抱く特定のニーズに合った金融上の選択
肢を持ちながら、より深く弊社のバリューチェーンに関与し
てもらうことです。一例としてAmazôniaでは、弊社の一
部の小売業者で電気や水道料金の支払いができます。もう
1つの機会は、新たなテクノロジーを評価して、それを小
売セクターに対応させることです。例えば、モバイル用電
子マネーのような新ツールを使うことに意味はあるか？弊
社の小売業者に役立つものか？弊社の最終消費者に役立
つものか？といったことです。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を他の組織から必要としています
か？

調査とトレーニングプログラムの支援が助かります。ブラ
ジルの BOP層や、この層の小売における消費者動向に関
する調査は極めて有益でしょう。低所得者層の消費者とビ
ジネスを行う方法を本当に知るためには、彼らの習慣、ニー
ズ、目標を理解する必要があります。調査を行う上で第三
者を使うべきであれば、弊社では Tribancoネットワーク
を開放して調査を実施させ、結果を公開することができま
す。私たちも他者も、学ぶ必要があるのです。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

IFCは、長期戦略の議論において、またビジネスモデル強
化のための特定の取り組みにおいて非常に重要な存在で
す。私たちは協力して、クレジットの責任ある利用に関す
るトレーニングプログラムをスタッフや顧客向けに開発しま
した。さらに IFCは、Tribancoモデルを成功例として世
界中の広範なオーディエンスに広めてくれました。このよう
な評価は Tribancoの経営陣にとって大変名誉なことです。
最後に、弊社は他の IFC顧客企業、ドナー、財団とアイ
デアを共有する機会を非常に貴重なものと考えています。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

インクルーシブ･ビジネスを自らのビジネスモデルの中心
として定義し、焦らないことです。勤勉で誠実な小規模
小売業者を選んで融資やトレーニングを行うと、時間が経
つにつれて彼らは中規模小売業者に成長し、弊社からよ
り多くのものを購入したり借入したりするようになります。
彼らの成長と長期的関係の構築によって、弊社との「Win-
Win(ウィン・ウィン )」の関係が生まれます。したがって、
自らの使命や価値観の一部として包括性が備わっているこ
とを自覚した上で、適切な人々に投資をし、我慢強くやれば、
BOP層は成長し、あなたのビジネスは成功するでしょう。

インクルーシブ･ビジネスの視点：金融サービス

「（弊社の創設者は）
小規模店舗のオー
ナーが流通業者に
何を期待しているの
かを知っていました。
それは、小売業者の
成長へ強い関心を 
示し、汗を流してく
れることでした。」
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MAHESH JOSYABHATLA氏
BAKHRESA GRAIN MILLING（マラウィおよびモザンビーク）
最高経営責任者（CEO）

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Bakhresa Grain 
Millingにとってそれほど重要なのですか？

私たちは、大量の商品を扱いながらマージンは非常に低い
農業食品加工業界に属しています。Bakhresaは、大多
数の人たちが BOP層で暮らす国々で事業を展開しており、
彼らの基本的ニーズを満たすことを目的としています。私
たちは、安定した品質の商品を手頃な価格で供給するとと
もに、BOP層も含めすべての所得水準にわたって顧客と
の信頼関係を確立できるよう努めています。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？

主な課題は、弊社の商品を顧客の玄関先またはその近く
で物理的にアクセスできるものにすることと、大多数の顧
客、特に BOP層にとって手頃な価格を設定することです。

私たちは、対象の広すぎるマーケティングや手の込んだパッ
ケージングなど、最終利用者に付加価値をもたらさない支
出は排除しようと努めています。弊社では、決して品質で
妥協することなく余分なサービスを省いた商品を顧客に提
供しています。また、商品をより低価格に抑えることが可
能な小型のパッケージを用意することで顧客の範囲を拡大
しています。結局は、手頃な値段とアクセスのしやすさと
いう相互に関連する問題に立ち戻ります。

Bakhresaにとって、今後 5年間で最大のインクルー
シブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

私たちが重視している点は 2つあります。第 1に、地理的
に市場を広げることで、顧客が質の高い弊社の商品にアク
セスできるようにします。現在は、タンザニア、ウガンダ、
マラウィで事業を展開していますが、より多くの BOP層の
人々に継続的に対応できるよう、ルワンダ、モザンビーク、
ブルネイ、DRC（コンゴ民主共和国）に事業を拡大する予
定です。

第 2に、弊社の商品の価格をさらに下げようとしています。
Bakhresaは輸送費や穀物の取扱手数料を削減する方法
を模索しています。私たちは IFCからの資金援助によって、
効率を高め規模の経済を実現するためモザンビークのナカ
ラ港内に穀物の取扱施設を設立しました。また、小麦を
輸入するのではなく現地で栽培する可能性を模索していま
す。すでにマラウィでパイロット事業を実施しており、ルワ
ンダでも別のパイロットを行っています。進捗は遅々として
いますが、弊社の長期的ビジョンは自給自足を実現するこ
とです。

資金調達や商品の輸送をめぐる課題を解決するため
に、どういった種類の支援を他から必要としています
か？

私たちにとって差し迫った問題は、様々な国で事業を行う
ために必要な巨額の外貨を確保することです。これらの
国々では小麦がほとんど育たないため、輸入しなくてはな
りません。私たちは年間 70万～ 80万トンの小麦を輸入し
ており、この数字は 2012年までに 100万トンに達する見
込みです。これには膨大な額の外貨が必要です。IFCをは
じめとする機関から妥当な金利で貸付を受けていますが、
米国ドル建てであるために通貨変動の波にさらされ、返済
がより難しくなっています。私たちは、外貨の変動リスクに
さらされない金融商品を必要としています。

また IFCには、社会および環境上の持続可能性といった
問題に資金を拠出するよう顧客にインセンティブを与える
融資パッケージを用意してほしいと考えています。IFCはこ
ういった問題への対応を奨励し促進していますが、それに
基づいて行動するには資金援助が必要です。

そして最後に、商品をより効率的に輸送できるよう、政府
などにインフラを強化してほしいと考えています。具体的
には、モザンビークのナカラからマラウィまでを結ぶ道路
と鉄道を改善する必要があるほか、タンザニアからルワン
ダやブルンジまでを結ぶ鉄道の路線を新しく拡張するプロ
ジェクトも実施するべきです。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

企業に選択の余地はありません。もしまだ BOPに注力し
ていないのであれば、一刻も早くそうする必要があるでしょ
う。BOPにこそ将来があるのです。高所得者層は完全に
飽和しており、これまで、あまりに多くの企業が長い時間
をかけて重点的に取り組んできました。私から他の企業へ
の助言は、短期的に利益が得られるかもしれないという視
点で BOP層への支出を考えないことです。長期的視点を
持って、初期費用や経費を将来への投資として認識する必
要があります。また、インフラを改善し、ビジネスを行う
ためのコストを削減する必要もあります。

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「企業に選択の余地
はありません。もし
まだ BOPに注力し
ていないのであれば、
一刻も早くそうする
必要があるでしょう。
BOPにこそ将来が
あるのです。」
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DILIP KULKARNI博士
JAIN IRRIGATION SYSTEMS LTD.、AGRI FOOD DIVISION（インド）
会長

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Jain Irrigationに
とってそれほど重要なのですか？

弊社のコアビジネスは、点滴灌漑設備の製造から果物や
野菜の加工に至るまで、農家との強力な関係構築に基づい
ています。インドでは、大多数の農家が小規模で、収入も
わずかです。そのため私たちは、小規模農家との関係を築
く必要があります。一例を挙げれば、弊社は 4,000人の
農家から 9万トンの玉葱を購入しています。農家の約 95％
では耕作地が 2ヘクタール未満です。私たちは 10年にわ
たり、これらの農家と信頼に基づいた持続可能な関係を構
築するよう取り組んできました。Jainの農業支援の結果と
して、農作物の生産性は 40％から100％に向上しました。
農産物の生産性や品質におけるこうした向上は、Jainの
ビジネスの成功の根幹です。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？そうした課題にどのように対処して
いますか？

小規模農家向け点滴灌漑システムの開発は、弊社独自の
挑戦でした。Jainは 1982年にこのビジネスに初めて参入
するにあたり、まず研究開発に大規模なリソースを投入し
て、システムを途上国各国に暮らす小規模農家のニーズに
合わせる必要がありました。次の課題は、湛水灌漑から点
滴灌漑に移行することの価値について農家を教育すること
でした。彼らは水が多いほど生産性は向上すると信じ込ん
でいたため、その発想を転換させることは困難な課題でし
た。Jainは教育キャンペーンや実演を活用することで、農
家における点滴灌漑システムの導入を進めることができま
した。

Jainにとって、今後 5年間で最大のインクルーシブ･
ビジネスの機会は何だと思いますか？

弊社が農家に提供する水関連サービスを完全なものにする
ためには、雨水貯留が不可欠な要素になるでしょう。イン
ドの土地の約 65～70％は雨水に頼っています。Jainでは、
浸透井戸、浸透ダム、砂防ダム、農業用溜池などの雨水
貯留技術を開発し、乾季の間に行う裏作の灌漑用として
雨季に雨水を貯留しています。また、最近では太陽電池パ
ネルと太陽電池ポンプの製造工場も設立しました。私たち
は、これらの商品を電力の通っていない辺境地域の小規
模農家に提供したいと考えています。エネルギーのソリュー
ションがなければ、農家では弊社が開発している雨水貯留
ソリューションを利用できません。水とエネルギーを組み
合わせたソリューションが必要です。

インクルーシブ･ビジネスを成功させるために、どういっ
た種類の支援を他の組織から必要としていますか？

雨水に頼る農業だけでは、貧しい農家が農作物の生産性
を向上させることはできません。そして生産性を向上でき
なければ、所得を増やすのも難しいでしょう。農家は、点
滴灌漑システム向けの補助金によって導入コストという
ハードルを乗り越え、生産性と所得の向上を軌道に乗せる
ことができます。インドでは、中央政府が 40～ 50％の
補助金を支給し、州政府が追加分を支給しています。これ
らの補助金は、これまでも商品の迅速な普及に不可欠な
ものとなっています。

補助金以外では、政府、NGO、およびその他の企業各社が、
新技術に関する情報の普及に向けて協力することが重要で
す。企業単独では、大規模に知識を広めることはできませ
ん。競争力のない農業関連企業もリソースを集めることで、
インドの農業を悩ませている業界全体の課題に対処できま
す。

貴社のインクルーシブ･ビジネスにおいて、IFCはどの
ような役割を果たしていますか？

IFCの投融資に加え、IFCのアドバイザリー･サービスに
よって私たちは弊社のサプライチェーンにいる農家に対し、
Jain Good Agricultural Practices（Jain　GAP、もし
くは JAIN優良農業慣行）基準を開発し導入することがで
きました。Jainはこれまで、この基準に準拠したトレーニ
ングを 1,000人以上の農家に提供してきました。弊社の
ウォーターフットプリント測定における IFCとの先駆的な取
り組みは、私たちが点滴灌漑を強化する助けになるでしょ
う。最後に、今後について、JISLは小規模農家を対象と
した、規模を拡大できる新たな農業金融モデルの開発で
IFCと協力していきたいと考えています。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

インクルーシブ・ビジネス・モデルには、5年から10年に
わたる辛抱強さと焦点を絞った取り組みが必要です。小規
模農家との関係構築は始まりに過ぎません。こうした関係
を持続させることが長期的成功の鍵になります。

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「小規模農家との関係
構築は始まりに過ぎ
ません。こうした関
係を持続させること
が長期的成功の鍵に
なります」
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GISOMAR MARINHO氏
CEMAR（ブラジル）
最高財務責任者（CFO）

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、CEMARにとって
それほど重要なのですか？

CEMARは、ブラジルで最も貧しい州の1つであるマラニョ
ン州で唯一の配電会社です。我々はインクルーシブ･ビジ
ネスを通じて、自社の効率性を高め、地域住民に利益をも
たらし、州全体の開発に貢献することが可能であると認識
しました。

自社の効率性を高め、増え続けるニーズに対応するため、
弊社では 2005年から 2009年にかけて大規模な資本を
投じる必要がありました。これらの投資によって多くの雇
用機会が生み出され、現地サプライヤーの開拓にも貢献し
ました。

消費者に対しては、地方の誰もが電力を利用できるように
することを目指したブラジル政府のプロジェクト「Light for 
All」による支援を得て、弊社はマラニョン州で電力の供給
を 100％近くに引き上げることができました。

我々はこのインクルーシブ･ビジネス・モデルを通じて、こ
れまでサービスが不十分だったか、または全く受けられな
かった人々に、採算の取れる持続可能な方法で電力を供
給することが可能だと考えています。

インクルーシブ･ビジネスを行う際にCEMARが直面
した最も重要な課題は何ですか？そうした課題にどの
ように対処していますか？

弊社では 3つの大きな課題に直面しました。第 1の課題
は大規模な低所得者層の顧客基盤で、これが世帯あたり
売上の低下につながり、ひいては ROI（投資利益率）目標
達成の長期化につながっています。第 2に、これら低所得
者層の顧客が滞納の高いリスクをもたらしたことです。そ
して第 3に、配電における深刻なエネルギーの損失を経
験していたことです。

これらの課題に対処するため、CEMARは確固とした再編
プロセスを実施するとともに、配電セクターに向けた政府
の方針（主に、低所得者層の顧客を対象とした補助金と、
インフラへの好条件の融資枠）を活用しました。

CEMARにとって、今後 5年間で最大のインクルーシ
ブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

マラニョン州はブラジルの平均成長率を上回るペースで成
長しており、これは電力への強い需要につながっています。
また、同州では電力を大量に消費する企業がいくつも設立
されています。結果として、CEMARではエネルギーの売
上が今後 5年間で年間平均 8％のペースで増加すると見
込んでいます。

弊社は、依然として電力を利用できない住民にも電力を提
供していくつもりです。それは、さらなる経済発展やソーシャ
ル・インクルージョンの促進につながるでしょう

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を必要としていますか？

配電事業では、特に地方の低所得者層に対象を広げようと
している場合には、大型投資と長期的リターンが求められ
ます。そのためブラジル政府は、長期融資や市場平均を下
回る金利に基づき、全国および地域の開発銀行を通じて
特別融資枠を提供することにより、非常に重要な役割を果
たしています。政府の「Light for All」プログラムでは、地
方における配電網への投資用として、配電会社に補助金付
きの資金も提供しています。連邦政府はまた、補助金を支
給することで配電会社が低所得層顧客の料金を 60％引き
下げて、高い滞納リスクを相殺できるようにしています。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしていますか？

2008 年、IFC は CEMARに対し、2007年から 2009
年にかけての弊社の投資を支援するため、8,000万ドルの
貸付を行いました。この貸付は好金利と長期満期のおかげ
で弊社のビジネス、特にマラニョン州におけるビジネスモ
デルの開発に大変有益でした。

弊社では、多額の資金を要する大型投資を今後 3年間で
行う計画があるため、IFCは今後もCEMARにとって重
要なパートナーであり続けると考えています。

インクルーシブ･ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

インクルーシブ･ビジネス・モデルを成長させるには、継
続的なコスト削減と財務管理に重点を置いた経営が、継続
して規模を拡大し、成功を実現する鍵となる点を忘れない
ことが重要です。これが、株主にとって収益性の高く、顧
客にとってサービス品質の高いビジネスにつながります。

インクルーシブ･ビジネスの視点：電力

「私たちはインクルー
シブ･ビジネスを通
じて、自社の効率性
を高め、地域住民に
利益をもたらし、州
全体の開発に貢献す
ることが可能である
と認識しました」
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TIELMAN NIEUWOUDT氏
COCA-COLA SABCO、元市場開発担当マネージャー（東アフリカ）および
THE SUPPLY CHAIN LAB、プリンシパル（ベトナム）

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、東アフリカにおける
Coca-Cola Sabcoの成功に不可欠なのですか？

Sabcoが初めてエチオピアに参入した際、私たちはごく一
般的な地元の市場を訪れました。そこは非常に密集してい
て、小さな小売業者が 1週間に 1ケース未満の炭酸水を購
入していました。我々が通常ビジネスを行うやり方、つまり
トラックで大量の商品を配送する大規模な卸売業者を通じ
た方法では、実現性がないか利益が見込めないであろうこ
とは明らかでした。

そこで弊社は手動配送センター（MDC）システムを開発し
ました。そこでは、現地のオペレーターが道路事情の悪い
混み合った都市部でも移動できる手動の台車で、定期的
に少量を小売業者に配送します。現地の小売店のオーナー
はすでに日常的にこうしたことを行っており、荷物ごとに台
車の運転者に料金を支払っていました。

今後、東アフリカの流通における最大の機会は何です
か？

アフリカでは小売業界が変化しています。アフリカでは、
過去 10年をかけてアジアで起こったような近代的取引の
成長が見られますが、そのペースはまだ同じようにはいき
ません。現れつつある機会の 1つは、近代的取引に対応
する新たなルートを開発する一方で、MDCモデルを拡大
し過ぎないようにして、適切なチャネルを使い分けること
です。一つのモデルがどこでもあてはまるわけではありま
せん。

もう1つの新たな機会は地方での流通です。アジアでは一
定の進展が見られ、流通パートナーがテクノロジーを利用
し、複数の商品に対応する小規模の「第三者物流会社」と
しての役割を果たしています。農村市場では、排他的なコ
カ・コーラ流通モデルを実行することはできません。農村
部では販売数量と売上が必然的に落ち込むことから、採
算の取れる形で運用するだけの規模を得るには、他の企
業と提携して組織化された流通モデルを発展させる必要が
あります。

東アフリカで認識した小売トレンドを考慮すると、現地
におけるMDCモデルの未来には何が見えますか？ま
たは、他の地域の話でも構いません。

東アフリカにおける小売市場の変化が意味するところは、
市場が進化し、様々な販売システムが可能になるにつれて、
Sabcoはおそらくある程度まで MDCモデルへの依存度
を下げることになるという点でしょう。アフリカでは、最
大の成長は西アフリカ、特にナイジェリアで実現する可能
性が高いと言えます。現地でMDCモデルを実践するため、
すでにチームが派遣されています。このモデルは、ガーナ
とエジプトでも優れた成果を挙げています。

アフリカ以外では、パレスチナなどの中東で強い関心があ
ります。MDCモデルを拡大するにはラオスも理想的な国
でしょう。また、アルゼンチンやブラジルでも新たなモデ
ルを検討しています。

MDCモデルを実践している Sabcoなどコカ・コーラ
のボトリング会社にとって、IFCやドナーパートナーな
どの提供元にかかわらず、どういった種類の支援が有
益だと思いますか？

最大のニーズの 1つはMDCオーナーへの融資であり、特
にMDCが成長し、オートバイなど新たな機器が必要にな
るにつれてその重要性は高まります。Sabcoはある程度
の資金援助を行っていますが、外部からの大規模な融資は
まだ行われていません。

また、別のニーズとしてテクノロジーの活用があり、これに
はモバイルバンキングや SFA（営業支援システム）に対応
する能力などが挙げられます。弊社ではこれについて検討
を始めており、タンザニアの Zain（現在は Bharti）と協力
しています。

最後に、さらに多くの農村市場に参入するにつれて、これ
らの市場の運営方法や原動力を理解するために、NGOや
現地の自助グループの知識を活用することが極めて有益に
なってくるでしょう。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを始める、または拡
大させようとしている人に対して、どのような助言をし
ますか？

辛抱強さが必要です。また、様々なモデルを試してみる必
要もあります。エチオピアのモデルを開始した際、我々は
ケニアとタンザニアでの経験に基づいて、1度に 24ケース
を運ぶことができる台車を設計しました。これを台車のオ
ペレーターに引き渡すと、その標高で運ぶにはきつ過ぎた
ため、彼らは倒れ込んでしまいました。MDCモデルは、
他の方法でも進化しています。例を挙げると、MDCは当
初、今日のように運転者が所有するものではなく会社の所
有物でした。また、販売から物流や顧客開拓まで、あらゆ
るもののアウトソーシングを試みましたが、現在ではこうし
た役割の多くを自ら行っています。

最後に、リサーチに多くの時間をかける必要があります。
私はちょうど今、同様のモデルを推進するために非営利セ
クターの各機関と協力しているところなのですが、その中
で、サプライチェーンにおける付加価値をもたらす活動と
そうでない活動を理解するためのリサーチの重要性がはっ
きりと浮き彫りになりました。  

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「もう1つの新たな機
会は地方での流通で
す。農村部では販売
数量と売上が必然
的に落ち込むことか
ら、採算の取れる規
模を得るには、他の
企業と提携して運営
していく必要があり
ます。」
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K. PADMANABHAN氏
APOLLO HOSPITALS ENTERPRISE LIMITED（インド）
グループ会長

Apollo Hospitalsはどのような経緯でインクルーシ
ブ･ビジネス分野に参入したのですか？

Apollo Hospitalsはインド最大規模の民間総合医療団体
であり、インド国内外に 30の病院を所有しています。不
動産価格の問題があって比較的大きな町に病院を設立す
ることが難しくなったため、我々はより小さな町に移動す
る必要がありました。そこで、これらの町の人口や所得層
を調査しなければならなくなったのです。また、それに応
じて、住民のニーズに応えながらも収益が得られるような
方法でビジネスモデルを設計する必要がありました。私た
ちはこのビジネスモデルを「Apollo Reach」と呼んでいま
す。

小さな町には公共の医療施設が多くない現状では、民間
セクターの果たす役割は重要です。私たちはすでに 2カ所
に Apollo Reach病院を設立しました。今後は拡大のペー
スをかなり速めて、新たな都市を探し、物件を手に入れて、
病院を建設する必要があります。規模拡大のためにやるべ
き取り組みは数多くあるのです。

Apollo Reachモデルを実行する際に直面した最大の
課題は何ですか？

最大の課題は、比較的小さな町の小さな病院に異動して
もよいという医師や看護師を見つけることでした。彼らは
一般に大都市での勤務を好みます。この課題は、医師や
看護師を Apolloグループ内部から採用することで克服し
ました。比較的大規模な病院に勤務していた医師や看護
師は現在、小さな町の小規模な病院でこれまでよりも自主
的に働ける立場にあります。また、外部からも採用しており、
小さな町で通常 3年から 5年にわたって勤務してもらった
後は、より大都市でのキャリアアップの機会を約束してい
ます。

Apollo Reachはどのようなサービスを提供している
のですか？

初めに、高度な二次医療や心臓手術など一連の標準的な
サービスを用意します。町が発展して高度な医療へのニー
ズが高まるにつれ、腫瘍科など選択の幅を拡大させて提
供していきます。

その一方で、すべての病院で遠隔医療センターを用意しま
す。患者がセンターを訪れても医師が問題を解決できない
場合、その医師は都市部にいる別の医師に連絡して相談す
ることができます。都市にいる医師は、患者がより大きな
病院に行く必要があるかどうかについて助言できるのです。
小さな町に住む人々は、法外な金額を支払って都市に赴く
ことなく、都市にいる医師からセカンドオピニオンを得る
という明確な目的を持って遠隔医療センターを訪れます。

貴社はどういった種類の支援を必要としていますか？

最低所得層の患者に対処するため、我々は、彼らが質の高
い施設で治療を受けられるようにする補助金付きの保険
制度を政府が作ることを期待しています。他の機関の取り
組みも重要な役割を果たしており、例えば、貧しい子供た
ちの心臓手術を行うプログラムを有するロータリークラブ
などがあります。我々自身、「Save a Child’ s Heart」（子
供の心臓を救え）という非営利のプログラムを用意して、
心臓手術が必要な貧しい子供たちを治療するために多方
面から寄付を受けています。これは大いに拡大する可能性
があると思っています。

資金面では、建設する必要のある膨大な数の病院を考慮
すると、長期融資および資本参加を期待しています。

Apollo Reachにおいて、IFCはどのような役割を果
たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

IFCには長期ローンを 10年以上に延長してもらいました
が、これは病院ビジネス（医療サービス事業）にとって重
要なことです。IFCは、長い期間をかけて Reach病院を
展開していくという私たちのアプローチに賛同してくれまし
た。ちょうど、我々が支払い能力の乏しい貧困層の患者の
コストを支払い能力のある富裕層からの支払いでカバーし
ているように、IFCは投資の一部 (採算の取れる部門の利
益の一部 )を、開発効果は高いが採算が取りにくいプロジェ
クトへの融資や技術支援へ回すべきだと考えています。こ
れによって他の企業も、貧困層にサービスを提供するよう
になるでしょう。

IFCはまた、医療サービスを貧困層に届ける取り組みに資
金面で参加したいと考えている他の各組織に働きかけるこ
ともできます。医療の必要性は経済的な理由を超えるもの
だからです。医療は命を救うことなのです。

インクルーシブ･ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

長期的アプローチを採れば、比較的小さな町には数多くの
ニーズや機会が広がっていることがわかります。様々な商
品やサービスにとって有望な市場があるのです。しかし、
辛抱強さが必要です。利益は一朝一夕に得られるものでは
ありません。

インクルーシブ･ビジネスの視点：医療

「今後は拡大のペース
をかなり速めて、新
たな都市を探し、物
件を手に入れて、病
院を建設する必要が
あります。規模拡大
のためにやるべき取
り組みは数多くある
のです」
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JUAN CARLOS PITARQUE氏
PRONACA（エクアドル）
最高財務責任者（CFO）

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Pronacaにとって
それほど重要なのですか？

私たちは当初、倫理的な動機で BOP層の市場に参入しま
した。BOP層での事業には、重要な哲学的要素がありま
す。貧困の上に成り立つ富、または非公式なものの上に成
り立つ公式なものを享受すべきではありません。これは社
会、政治、または経済のモデルとして許容できるものでは
ないのです。

これが 8年前、品質の高い食品によって BOP市場に参入
することを検討し始めた時に私たちが抱いた動機でした。
弊社では商品に高い基準を要求しており、経済的に上位の
階層だけが品質の高い食品に対価を支払うことができると
いう偏見を持っていました。しかし、適切な商品を設計し
てインクルーシブ･ビジネス戦略を開発した際、BOP層の
消費者も品質に対して対価を支払う意思があることが分か
りました。

私たちはここに至るまで、利益をあげられる方法を見出す
とともに、この市場における途方もなく大きな成長の可
能性を発見しました。今日、当グループの売上の約 5％
は BOP市場のものであり、4年前には得られなかった約
4,000万ドルを生み出しています。事業部門の中には、売
上の約 40％を占めるところもあります。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？

根本的な課題は、適切な商品を設計することです。高い水
準を追求する企業として、弊社では当然相応のコストを抱
えています。競合他社も同様の食品を生産していましたが、
品質基準は弊社より低いものでした。私たちは、商品の設
計や配送で競争すべきだったにも関わらず品質のみで競争
させられていたことに気付きました。

人々のニーズを理解することは不可欠ですが、それが何か
をはっきり言ってもらえるとは限りません。弊社は鶏肉や
ソーセージなどの食品を販売していますが、多くの消費者
はこれまでにそれらの食品を購入したことがありません。
そのため多くの場合、需要の初期測定値が得られません。
自らの手で市場の存在に気づき、適切な質問をする必要が
あるのです。

もう1つの課題は、流通を拡大することです。これは継続
的成長に不可欠ですが、新たな流通センターや機器、およ
び商品の認知度向上への投資が必要です。弊社としては
生産への投資方法は分かっていますが、問題は、新規顧
客を獲得するための流通網への投資です。これについては
今なお方針を検討しているところですが、潜在的消費者数
は膨大なため、投資の規模は極めて大きなものになる見込
みです。

Pronacaにとって、今後 5年間で最大のインクルー
シブ･ビジネスの機会は何だと思いますか？

今では適切な商品を適切な規模、パッケージ、価格設定で
用意しており、需要は著しく高まっています。私たちは自社
の成長速度を適切にコントロールする必要がありますが、
これは最大の機会でもあります。人口の増加と中下層階級
の台頭という要因が重なり、弊社に有利に働いています。
ラテンアメリカが適切なマクロ経済政策によって安定した
ことから、これらの所得層が成長し始め、いくらかのお金
を手にするようになりました。この新たに拡大する市場を
捉えるための機会がそこにあります。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を他の組織から必要としています
か？

ビジネスの世界で素晴らしいところは、効率と生産性の継
続的な向上に対するニーズがあることです。弊社は BOP
市場へのさらなる拡大を進めるなかで引き続きビジネスに
基づいたアプローチに専心していますが、このためには次
の 2つが必要です。つまり、エクアドルでは利用できない
長期融資と、BOP市場に固有のノウハウへのアクセスです。

IFCは融資を行ってくれましたが、BOP市場に特化してる
プレーヤーのデータベースがあれば非常に助かります。誰
が流通戦略のノウハウを持っているのか？誰が BOP市場
における環境工学のノウハウを持っているのか？この種の
情報が得られると、インクルーシブ･ビジネスを発展させ
拡大させる上で効率を高めることになるでしょう。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

IFCは、インクルーシブ･ビジネスの拡大に必要な融資の
提供において不可欠な存在です。すでに述べたように、エ
クアドルの金融セクターの融資は限られています。したがっ
て、弊社の流通業者を融資するのに加えて、運転資本の
資金調達も弊社の責任で支援する必要があります。これは
必ずしも採算が取れるものではありません。中期的には利
益になる可能性もあると思いますが、短期的には採算が取
れません。そこで IFCには以下の 2つの役割を期待して
います。1つは妥当な条件や斬新な仕組みで融資を行うこ
とであり、これは弊社だけでなく、弊社のサプライチェー
ン全体に対する融資にもあてはまります。もう1つは、成
功事例に関する助言を行うことです。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

適切な商品を設計してください。これができたら、インク
ルーシブ･ビジネスの 90％は完成したも同然です。適切
な商品さえあれば、他のことはすべてうまくいきます。

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「人々のニーズを理解
することは不可欠で
すが、それが何かを
はっきり言ってもら
えるとは限りません。
自らの手で市場の存
在に気づき、適切な
質問をする必要があ
るのです」
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ERIC PONÇON氏
ECOM AGROINDUSTRIAL CORPORATION（中央アメリカ）
戦略管理責任者

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、ECOMにとってそ
れほど重要なのですか？

インクルーシブ・ビジネスは我々の事業継続性の中心にあ
ります。企業の DNAに最早刷り込まれていると言ってい
いでしょう。私たちは数多くの小規模農家と取引を行って
おり、これらの農家は我々の主要な供給者です。そのため、
弊社で戦略を立てる際には、彼らを生産的で責任のある
形で取り込むことが不可欠なのです。

我々の目標の一つに、最良の実践プログラムの下で生産さ
れ、認証を受けたコーヒーの市場シェアを拡大することが
あります。弊社の顧客は大規模な消費財企業です。私たち
はこうしたプログラムに顧客企業が関与するよう促し、そ
うすることによって弊社が事業を展開する国々でポジティ
ブな成果を生み出しています。農家の数が膨大なためこれ
は複雑な問題であり、インクルーシブ･ビジネス戦略がな
ければできないことでした。

インクルーシブ･ビジネス・モデルを拡大する際に
ECOMが直面する最も重要な課題は何ですか？

能力構築と研究開発です。

弊社ではサプライチェーンを持続可能なものにしたいと考
えていますが、これには弊社の従業員やサプライヤーなど、
サプライチェーンの参加者に対するトレーニングに大規模
な投資が必要です。また、弊社のサプライヤーが生産性を
高め労働環境を改善できるよう支援する中期融資も行って
います。例えば、農家が適切な水処理を行っていないこと
がベースライン調査によって確認された場合、弊社のサプ
ライチェーンからこの農家を外すか、または改善するよう
融資を行うか、という問いが生じます。リスクはあります
が、私たちは農家と協力して良質なコーヒーを生産するこ
とに価値を見出しています。これはわずか数カ月ばかりの
買い手と売り手の関係ではありません。コーヒーの木の成
長に合わせた 3年から 5年にわたる投資であり、これには
良好な関係構築が必要です。

そして、研究開発も課題となります。コーヒーは、バイオ
テクノロジーへの投資や栽培慣行の調査がほとんど行われ
ていない「孤児作物」ですが、弊社が単独で研究開発を行
うのは困難です。研究開発は不可欠ですが、弊社のコアビ
ジネスではありません。

ECOMにとって、今後 5年間で最大のインクルーシブ
･ビジネスの機会は何ですか？

消費者を起点としたパラダイムシフトが生じています。透
明性が低く複雑なサプライチェーンから、透明性が高く、
適正な農業慣行を徹底している農家を優先するサプライ
チェーンへの移行が進んでいるのです。これは消費者のニー
ズや関心がなければ不可能だったでしょう。世界中の消費
者が意識を高め、慎重になっています。この傾向は、弊社
にとって最大の機会を意味します。消費者は理由もなく高
い金額を支払いたいとは思っていませんが、社会や環境に
優しいことをしているブランドがあればそれを選びたいと
考えています。サプライチェーンを構築していく上で、この
ことは大いに役立ちます。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を必要としていますか？

弊社にとって、能力構築や研究開発に貢献できる NGO、
財団、または開発機関など他のセクターと連携することが
重要になります。こうした分野への投資は ECOMだけで
はなく、業界全体に恩恵をもたらします。また、これらの
分野は、本来は競争の激しい分野ではありません。歴史
的に、このような投資は発展途上各国のプログラムや公的
研究機関を通じて行われてきました。しかしこれらは次第
に姿を消し、代わりに民間企業が参入してきています。問
題は、能力構築や研究開発にかかるコストを考慮に入れる
と当面の料金設定では競争力を保てないことです。5年か
10年は、コストを賄える利益を得られないでしょう。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

新たな融資枠を提供することに加え、IFCは引き続きパー
トナーシップの機会を提供するとともに、ECOMの認知
度を高めてくれています。他の企業に弊社のビジネスモデ
ルを認識してもらうことは、我々にとって非常に価値があ
ります。例えば、弊社は Nestléと素晴らしい関係を築い
ており、このことは弊社のインクルーシブ･ビジネス拡大
に大いに役立ちました。

インクルーシブ･ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

ぜひやってみてください。インクルーシブ･ビジネスは新
たな世界を切り開きます。新たなビジネス機会と、新たな
ビジネスのやり方です。組織に属している人々にとって、自
らの手で社会に変化をもたらすことができると知るのはモ
チベーションの向上に繋がります。弊社のスタッフは、イ
ンクルーシブ･ビジネスのアプローチに関わっていること
に感謝しています。これによって、仕事に対するスタッフの
見方が変わりました。今では、倉庫の戸口にあるコーヒー
に目を向けるだけでなく、農家、従業員の待遇や、農地の
様子にも目を向けるようになりました。つまり、全体像を
見て状況を変革する取り組みが行われているのです。

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「インクルーシブ・ビジ
ネスは我々の事業継
続性の中心にありま
す。私たちは数多く
の小規模農家と取引
を行っており、これ
らの農家は我々の主
要な供給者です。そ
のため、弊社で戦略
を立てる際には、彼
らを生産的で責任
のある形で取り込む
ことが不可欠なので
す。」
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GEETHA THARMARATNAM氏
AUREOS
プリンシパル

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Aureosにとってそ
れほど重要なのですか？

私たちのアフリカ保健ファンドは、現在未開拓の有望な市
場を理解する助けになるよう意図されたものです。アフリ
カの保健セクターは途方もないほどの非効率に悩まされて
おり、大多数の住民にとってあまりに法外な価格設定が成
されています。私たちは、インクルーシブ・ビジネス・モデ
ルを通じてこれらの人々に対応することがビジネスとして成
り立つとともに、弊社が投資する経済の発展にも貢献する
と考えています。

医療セクターのインクルーシブ・ビジネス・モデルに投
資する際に直面する最も重要な課題は何ですか？

私たちは、資本を必要としていて、かつ利益をあげている
投資先を探さなければなりません。創設後しばらく経って
おり、優秀な経営陣を有し、成長の可能性を秘めている企
業です。私たち投資会社は、付加価値をもたらさなければ
なりません。アフリカ保健ファンドにとって、保健市場の
歪みがこれを特に難しくしています。一般的な歪みとして
は、政治が変わると打ち切られる補助金や政府プログラム
などがあります。

弊社がこの市場で注目している多くの企業は、弊社が普段
投資する企業よりもはるかに若い企業であり、ほとんどベ
ンチャーの段階のものもあります。さらなるビジネスリスク
が、プライベート・エクイティとしての弊社に課題を突き付
けています。これに対処し、これらの企業が資本を受け入
れられる段階まで成長できるよう支援するには、事業計画
の策定を支援する必要があるかもしれません。

アフリカ保健ファンドを通じて捉えようとしている最大
の機会は何ですか？

アフリカ保健ファンドは、極めて困難な分野におけるパイ
ロット事業です。もし投資先企業の一部が順調に成長した
場合、私たちは弊社の他のファンドを通じ、さらに高いリ
ターンを見込んで彼らに再投資することもありえます。

案件投資以外で弊社がやろうとしているのは、機能するモ
デルを見つけることです。インドの Apollo Hospitalsまた
は Aravind Eye Careについてお話しすれば、その名称
だけでなく、そのモデル、つまり収益性が高く、かつ規模
を拡大でき、複製可能なモデルを思い出されるでしょう。
私たちは、アフリカでこうしたダイヤの原石を見つけたいと
考えています。アフリカの保健市場が投資対象として優れ
ていることを実証したいのです。それが実証できれば、そ
の便益は弊社のみを資するにとどまらないでしょう。そし
て、Aureosがその後、他の国や地域にもこのファンドを
創設することを検討しない理由はないのです。

アフリカ保健ファンドを成功させるために、どういった
種類の支援を他の組織から必要としていますか？

私たちは、弊社の投資先企業が BOP層の患者によりうま
くアクセスできるよう支援する事業開発コンサルタントを
必要としています。これは一般的なビジネス能力開発とは
まったく異なります。各社はまた、健康管理のトレーニン
グや他の国の同業者との交流も活用できるかもしれませ
ん。弊社では、こういった目的のための技術支援資金を準
備しており、ファンドの約 10％を占めています。

他に IFCにできることはありますか？

IFCは極めて広範にわたる新興市場を対象としており、こ
れこそ弊社がぜひ参入したいと考えている市場です。私た
ちは他社から学ぶ必要があります。インドにおける Jain 
Irrigationの流通システム、またはスリランカにおける
Dialog Telekomと代理店との関係から弊社が学べること
は数多くあります。弊社の投資先企業に提供する必要があ
る技術支援の一環として、医療関連企業をはじめとする、
他の新興市場における様々なインクルーシブ･ビジネスと
の交流の機会があります。弊社が投資しているケニアの病
院の CEOはインドへの出張後、オートバイを使った医療
の提供など山ほどのアイデアを持って帰ってきました。ケ
ニアのナイロビの交通事情は酷いものです。助産師がオー
トバイに乗って患者の自宅を訪問できれば、患者は交通費
や入院費を支払う必要がなくなるため、治療費を削減でき
ます。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

勇気を持ってください。少しの変化でなく、全く新しいも
のを目指してください。そして、BOP層のニーズまたは支
払能力について憶測を立てないことです。彼らが何を必要
としているか、またはどの程度の支払いを行うことができ
るかについて考え過ぎると、企業が顧客のために生み出せ
る価値について制限を設けてしまいます。時間をかけて、
彼らが何を求め切望しているか理解してください。

インクルーシブ･ビジネスの視点：ファンド

「 イ ン ド の Apollo 
Hospitals ま た は
Aravind Eye Care
についてお話しすれ
ば、その名称だけ
でなく、そのモデル、
つまり収益性が高く、
かつ規模を拡大でき、
複製可能なモデルを
思い出されるでしょ
う。私たちは、アフ
リカでこうしたダイヤ
の原石を見つけたい
と考えています」
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LI WEIRUO氏
KOYO ECOLOGICAL AGROTECH GROUP（中国）
創設者兼会長

インクルーシブ･ビジネスはなぜ、Koyoにとってそれ
ほど重要なのですか？

我々は 10億人以上が暮らす国で事業を展開しており、そ
のうちの大多数は依然として自らの生計を地方の市場や小
規模農業に依存しています。弊社では小規模農家をター
ゲット顧客と見ています。これらの農家は弊社の肥料にとっ
て非常に大きな可能性のある市場となっています。

しかし、小規模農家は中国全域に広がっており、その多く
は良質な化学肥料を使用した成功事例に馴染みがありま
せん。我々は彼らにアクセスする必要があるだけでなく、
弊社の商品を適切に使用できる能力を育てる必要もありま
す。そのためには、強力な流通網を構築して能力開発プロ
グラムに投資する必要があります。弊社では、こうしたニー
ズを中心にインクルーシブ･ビジネス戦略を開発しました。

インクルーシブ･ビジネスを行う際に直面する最も重要
な課題は何ですか？

長期的成長を確保するには、新規顧客に対象を広げて彼
らの能力を構築するという課題に直面しなければなりませ
ん。

ある意味、我々のビジネスには矛盾があるように見えます。
ビジネスとして、より多くの商品を販売したいと考える一方
で、弊社では化学肥料を適切に使用してもらうよう農家の
トレーニングに励んでいます。これによって彼らが商品を
使用する際の効率が高まることで、結果として使用する必
要量が削減される点を自覚しています。

しかし長期的に見ると、これは実は矛盾ではありません。
弊社の商品が流通し適切に使用され、その価値が認識さ
れることは、我々のビジネスの長期的成長にとって重要な
ことです。このことは、我々が顧客基盤を拡大し、時間を
かけてさらに多くの商品を販売する助けになります。

Koyoにとって、今後 5年間で最大のインクルーシブ･
ビジネスの機会は何ですか？

高品質の科学的肥料の販売を促進することにより、中国国
内で弊社のビジネスを成長させる余地は十分にあります。
中国国内では肥料が広く使用されるようになっていますが、
多くの場合、汚染を伴う方法で生産され使用されています。
弊社は、これまでサービスが不十分だった地域に対象を広
げるだけでなく、環境に配慮した慣行に取り組むことを通
じて成長することが可能です。「グリーンな」（環境に優し
い）食品への需要が高まるにつれ、我々はより清潔な生産
慣行を活用して、既存市場における競合他社に挑戦するこ
とができます。

もちろん、小規模農家をターゲットにするからには価格で
競争する必要もあります。中国には肥料を生産する企業が
200社以上ありますが、弊社はその中でも10社しかない
大企業のうちの 1社です。この規模により、新技術への投
資も相まって、弊社では費用対効果を高めることができて
います。

我々は、大規模市場、競争力のある価格設定、環境に優
しい食品生産への需要の高まりという組み合わせを、弊社
最大の機会と見ています。

貴社のインクルーシブ･ビジネス活動のために、どう
いった種類の支援を他の組織から必要としています
か？

私は、BOP市場における問題が国境を越えて共通なこと
に驚きました。中国における弊社の経験と他の地域にお
ける企業の経験を比べてみると、消費者行動や流通の課
題など多くの分野で非常に似通っていることが分かります。
例えば、南アフリカやインドの企業が行ってきたのとほぼ
同じやり方で、我々は地方の流通業者と信頼関係を育む必
要がありました。

こうした共通の経験を踏まえると、我々は間違いなく互い
に学ぶことができますし、他の地域で実践して成功を収め
た手法を導入することができます。この種の交流は非常に
価値のあるものです。

貴社のインクルーシブ･ビジネスの成功において、IFC
はどのような役割を果たしてきましたか？
また、他に IFCに期待する役割はありますか？

IFCの投資によって弊社は技術を改善し、効率を高め、排
気ガスを減らすことができたほか、価格を下げて品質の高
い肥料をより広範に提供できるようになりました。

融資以外について言えば、IFCはその大規模な顧客ネット
ワークを利用して、先ほど述べたような経験の共有を促進
できるのではないでしょうか。

インクルーシブ・ビジネス・モデルを新たに始めようと
している人に対して、どのような助言をしますか？

通常の商慣行に従ってください。包括性とBOP市場の範
囲拡大は、必ずしも通常のビジネスにおける成功事例と矛
盾したり、収益性を妨げたりするものではありません。む
しろ、BOP市場にサービスを提供するには、持続可能性
が必要で、採算が取れなければなりません。BOP層の生
活を変えたくても、破産してしまったら何にもなりません。
つまり、インクルーシブ・ビジネスとはいってもそれはビジ
ネスであり、適切な企業経営をする必要がある点を忘れな
いことが極めて重要です。

インクルーシブ･ビジネスの視点：農業関連産業

「（小規模農家の）多く
は良質な化学肥料を 
使用した成功事例に 
馴染みがありません。 
我々は彼らにアク
セスするだけでなく、
弊社の商品を適切に
使用できる能力を育
てる必要もあります。
こうしたニーズを踏ま
えてインクルーシブ･
ビジネス戦略を開発
しました」
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付属文書 C. 2010年 10月 7～ 8日 
イベント参加者

GUESTS BY ORGANIZZATION NAME

Alquería、Carlos Fernando Fuentes、Supplier Development Manager

Anhanguera、Antonio Carbonari Netto、President

Apollo Hospitals、Krishnaswami Padmanabhan、Group President

Ashoka、Valeria Budinich、Vice President

Aureos、Geetha Tharmaratnam、Principal、Investments & ESG

Aureos、Nana Amoah、Investment Analyst 

Bakhresa Grain Milling（Malawi and Mozambique）、Mahesh Josyabhatla、Chief 
Executive Officer

Canadian International Development Agency、Bonaventure Bowa、Economic Policy 
Advisor

Catalonia Competitiveness Agency、Regina Campa、Director、Delegation for 
Multilateral Organization Affairs

CEMAR、Gisomar Marinho、Chief Financial Office

Centre d ’ Internacionalitzacio Empresarial ACC10、Isidre Sala、Director、
International Cooperation Division 

Coca-Cola Sabco、Tielman Nieuwoudt、Former Market Development Manager (currently 
Principal、The Supply Chain Lab）

The Coca-Cola Company、Marika McCauley Sine、Director、International Public 
Affairs 

Cornell University、Erik Simanis、Managing Director、Market Creation Strategies、
Johnson School of Management

Dalberg Global Development Advisors、Peter Tynan、Partner

Dalberg Global Development Advisors、Paul Callan、Partner、Head of Strategy and 
Performance

Dalberg Global Development Advisors、Detelina Kalkandjieva、Consultant

Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit、Jonas Naguib、Center for 
Cooperation with the Private Sector

Dialog、Michael De Soyza、Head of Public Policy and Corporate Responsibility

Digicel Group、Denis O’ Brien、Chairman

DuocUC、Sergio Arteaga、Director for Finance and Administration

ECOM、Eric Ponçon、Director for Finance and Administration

ECOM、David Rosenberg、Group Sustainability Advisor

Enterprise Solutions to Poverty、Nancy Barry、President 
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E-Power、Daniel Gerard Rouzier、Chairman

FINO、Tarun Agarwal、VP and Head、Channel Empowerment and Management 
Group   FinTerra、Miguel Gallo、Director of Marketing

FSG Social Impact Advisors、Dane Smith、Managing Director

Gates Foundation、Richard Rogers、Senior Program Officer、Market Access、Global 
Development 

Grassroots Business Fund、Agnes Dasewicz、Chief Operating Officer

Grupo Solid、Yara Argueta、Chief Executive Officer

Harvard Kennedy School、Jane Nelson、Director、CSR Initiative

Helios Towers、Lanre Tunji-Sanusi、Chief Financial Officer

Inter-American Development Bank、Francisco Mejia、Principal Specialist、
Opportunities for the Majority Office 

Inter-American Development Bank、Rahul Desai、Operations Coordinator、
Opportunities for the Majority Office

Inter-American Development Bank、Luiz Ros、Manager、Opportunities for the 
Majority Office 

Jain Irrigation、Dilip Kulkarni、President、Agri-Food Division 

Jain Irrigation、Anil Jain、Managing Director

Japan International Cooperation Agency、Kensuke Miyagai、Assistant Director、
Development Partnership Division、Operations Strategy Department

Japan International Cooperation Agency、Hiroto Arakawa、Senior Special Advisor

Japan Ministry of Economy、Trade and Industry、Kenji Goto、Minister of Economy、
Trade、Industry、and Energy、and Energy、Embassy of Japan

Koyo Ecological Agrotech Group、Li Weiruo、Chairman

Koyo Ecological Agrotech Group、Yang Lin、Manager、Investments Department 

LeapFrog Financial Inclusion Fund、Tom Brunner、Partner

Manila Water、Gerardo C. Ablaza、President

Mi Tienda、Valentín Martínez、Chief Executive Officer

Mi Tienda、Luis Velasco、Chairman

Monitor Group、Mike Kubzansky、Partner

Nib International Bank S.C、Amerga Kassa、President

Nib International Bank S.C、Dembel Balcha、Chairman

Packages、Hyder Ali、Chief Executive Officer and Managing Director 

PricewaterhouseCoopers、Jack Newnham、Assistant Director、Private Sector and 
Development
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PricewaterhouseCoopers、Paul George、Assistant Director、Private Sector and 
Development 

Pronaca、Juan Carlos Pitarque、Chief Financial Officer

Swedish Ministry of Foreign Affairs、Linda Portas

Swiss State Secretariat for Economic Affairs、Philippe Sas、Deputy Head、
Multilateral Financial Institutions Division 

TechnoServe、Simon Winter、Senior Vice President、Development

TechnoServe、David Browning、Head、Global Coffee Practice

TechnoServe、Jane Abramovich、Project Manager

Tribanco、Cristine Handel、Director of Marketing

UK Department for International Development、Alan David Johnson、Senior Private 
Sector Development Advisor

UNIMINUTO、Father Camilo Bernal、General Rector

UNIMINUTO、Juan Emilio Hernández、General Manager

United Nations Development Programme、Natalie Africa、Program Manager、
Business Call to Action  United Nations Development Programme、Henry 
Jackelen、Director、Private Sector Division、Partnerships Bureau

United Nations Development Programme、Tomas Sales、Partnerships

US Agency for International Development、Sandhya Rao

US Agency for International Development、Rob Schneider、Senior Alliance Advisor、
Office of Development Partnerships and Private Sector Alliances

US Agency for International Development、Wendy Taylor

Vodafone、John Maynard、Lead Business Development Manager

Wal-Mart、Sarah Thorn、Senior Director、Federal Government Relations

Water Health International、Sanjay Bhatnagar、Chief Executive Officer

World Bank Group、Carolina Renteria、Executive Director for Brazil、Columbia、
Dominican Republic、Ecuador、Haiti、Panama、Philippines、Suriname、and 
Trinidad and Tobago

World Bank Group、Mike Brendle、Advisor to the Executive Director from Germany

World Bank Group、林信光、Executive Director for Japan

World Bank Group、伊中英輔、Advisor to the Executive Director for Japan

World Bank Group、Cat Moody、Senior Advisor、Executive Director’ s Office for 
New Zealand

World Business Council for Sustainable Development、Jessica McGlyn、Director
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付属文書 D. IFCおよび世界銀行
貢献者

Amoah, Belinda

Abando, Sheng

Andari, Yosita

相沢素子

Akhalkatsi, Anna

Akinrebiyo, Femi

Al Rowais, Sara

Aziz, Kareem

Azouri, Farid

Bakonyi, Eva

Baptista, Piya

Barham, John

Barman, Subrata

Bastien, Adrian

Bhatia, Anita

Bridi, Haleh

Castellanos, Marcelo

Chander, Monica

Chemerinski, Oscar

Cheng, Ziqiang

Coutinho, Daniel

Crabtree, Eric

Davenport, Thomas

Dejonckheere, Luc

Demas, Alice Lin

Dissanayake, Asela 

Dolan, Jonathan

Doretti, Diletta

Drews, Andres Millan

Dzotefe, Samuel

Feld, Fabiana

Figuerdo, Corinne

Foscarini, Guillermo

Gamser, Matt

Geaneotes, Alexis

Gopalan, Prasad

Gregory, Neil

Grillet, Luc

Guarin, Maria Victoria

Gupta, Arvind

Hoda, Gulrez

Hsu, Edward

石川エリ子

Jagannathan, Srividya

Jagwani, Anup

Jenkins, Elizabeth

Joseph, Ludwina

Kaddeche, Tania

Kakou, Sylvain

Karadsheh-Haddad, Rana

カツヤ , Carlos

Kelhofer, Kyle

Khalil, Mohsen

Khanna, Rosy

Kozak, Marta

Lamba, Sujata

Lama, Nuru

Lloyd, Tracy

Lozano, Francisco Antonio

Malhotra, Pravan 

増岡俊哉

Mehta, Atul

Mehta, Ishira

Menes, Rebecca

Mirmotahari, Farzin

Moats, Bruce

Mohrmann, Bastiaan

Morales, Paola

中山幸穂

Nguyen, Trang

Noel, Olivier Nour

Olive, Damian

Oliveira, Alex

Omisore, Soji

小野口荒太

Oyewole, Bayo

Pasco, Ann

Paul, John

Pezone, Michael

Pillai, Malavika 

Pisoni, Umberto

Porter Peschka, Mary

Raman, Roopa

Reyes, Nathalia

Richards, Chris

Rico, Bernardo

Roaquin, Alicia

Roberts, Brad

Rubach, Stephanie

Sabino, Marcela

Schmidt, Olaf

Sepliarksy, Clarisa Maria 

Serpil, Dila Zeynep

Shah, Niraj

Shuey, Michele

Soeharto, Satrio

Sinha, Anil

Stoiljkovic, Nena

Strydom, Karin

鈴木英明

Szigetvari, Aniko

田中章浩

Tropper, Peter

Tu, Lilian

Valenzuela, Carolina

van Zadelhoff, Remke

Wallentin, Eduardo

Walji, Aleem

山本伸二

Yi, Qiyun 
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INCLUSIVE BUSINESS SOLUTIONS: EXPANDING OPPORTUNITY AND ACCESS AT THE BASE OF THE PYRAMID

WEDNESDAY, October 6 

6:30-8:30 pm RECEPTION AND DINNER

THURSDAY, October 7 

8:00-8:45 am REGISTRATION AND BREAKFAST

8:45-9:00 am IFC WELCOME
Jyrki Koskelo、Vice President, Global Industry, IFC
増岡俊哉、Director, Inclusive Business Group, IFC

9:00-9:30 am FRAMING: INCLUSIVE BUSINESS MODELS, CHALLENGES AND SOLUTIONS
石川エリ子、Senior Investment Officer, Inclusive Business Group, IFC
Peter Tynan、Partner, Dalberg Global Development Advisors 

9:30-10:50 am SOLUTION IN FOCUS: BUILDING DISTRIBUTION NETWORKS
Tielman Nieuwoudt、Former Market Development Manager, Coca-Cola Sabco, East Africa; Principal, 
The Supply Chain Lab
Gisomar Marinho、Chief Financial Officer, CEMAR, Brazil
Michael De Soyza、Head Public Policy and Corporate Responsibility, Dialog, Sri Lanka
Antonio Carbonari Netto, President、Anhanguera, Brazil
Mike Kubzansky、Monitor 

10:50-11:10 am COFFEE BREAK

11:10-12:30 pm SOLUTION IN FOCUS: VALUE CHAIN FINANCING 
Cristine Handel、Director of Marketing,Tribanco, Brazil
Eric Ponçon、Strategy Management Officer, ECOM,Central America
Dr. Dilip Kulkarni、President, Agri Food, Jain Irrigation Systems, India
Mr. K. Padmanabhan、Group President, Apollo Hospitals Group, India
Nancy Barry、Enterprise Solutions to Poverty 

12:30-1:40 pm LUNCH AND NETWORKING

1:40-3:00 pm SOLUTION IN FOCUS: UNLOCKING DEMAND
Gerardo Ablaza、President&CEO, Manila Water Company, Philippines
Luis Velasco、Chairman, Mi Tienda, Mexico 
Father Camilo Bernal、General Rector, UNIMINUTO, Columbia
Tarun Agarwal、VP and Head, Channel Empowerment and Management Group, FINO, India
Erik Simanis、Managing Director, Market Creation Strategies, Johnson School of Management

3:00-4:15 pm EXPERT FOCUS GROUPS AND SYNTHESIS
Sujata Lamba、Senior Manager, Inclusive Business Group, IFC

4:15-4:30 pm COFFEE BREAK

付属文書 E. 2010年 10月 7～ 8日 
イベント議題
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THURSDAY, October 7  (continued)

4:30- 5:30 pm HIGH-LEVEL CLIENT DIALOGUE ON THE FUTURE OF INCLUSIVE BUSINESS
Denis O’ Brien、Chairman, Digicel Group
Anil Jain、Managing Director, Jain Irrigation Systems 
Yara Argueta、CEO, Grupo Solid 
Mahesh Josybhatla、CEO, Bakhresa Grain Milling (Malawi and Mozambique)
Rachel Kyte、Vice President, Advisory Services, IFC

5:30-5:45 pm CONCLUDING REMARKS 
Rachel Kyte、Vice President, Advisory Services, IFC 

6:00-8:00 pm EVP WELCOME AND NETWORKING RECEPTION AND DINNER 
Lars Thunell、Executive Vice President, IFC

FRIDAY, October 8 

8:00-9:00 am BREAKFAST

9:00-9:20 am WELCOME
増岡俊哉、Director, Inclusive Business Models Group, IFC 
Haleh Bridi、Director, Partnership&Advisory Services Operations, IFC

9:20-9:45 am NEW WAYS OF WORKING WITH DEVELOPMENT DONORS
Jane Nelson、Director, Harvard Kennedy School, CSR Initiative 

9:45-10:45 am CREATING LOCAL SUPPLY CHAINS: FRUIT IN KENYA AND UGANDA
Richard Rogers、Senior Program Officer, Gates Foundation
Marika McCauley Sine、Director, International Public Affairs and Communications, The Coca-Cola 
Company 
Simon Winter、Senior Vice President, TechnoServe
Jane Nelson、Director, Harvard Kennedy School, CSR Initiative (moderator) 

10:50-11:00 am COFFEE BREAK

11:00-12:00 pm SEEDING NEW CONSUMER SERVICES: MOBILE MONEY TRANSFER IN KENYA
Alan Johnson、Senior Private Sector Development Advisor, DFID
John Maynard、Lead Business Development Manager, Mobile Payment Solutions, Vodafone
Jane Nelson、Director, Harvard Kennedy School, CSR Initiative (moderator)

12:00-12:15 pm TAKING IT FORWARD 
増岡俊哉、Director, Inclusive Business Models Group, IFC 

12:15-1:30 pm LUNCH AND NETWORKING
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付属文書 F. インクルーシブ ･ビジネス文献一覧

Next Generation Business Strategies for the Base of the Pyramid: New Approaches for 
Building Mutual Value（近刊）
Ted London and Stuart Hart et al。アッパー・サドル・リバー、NJ：FT Press。

Scaling Up Inclusive Business（2010）
Beth Jenkins、石川エリ子、Alexis Geaneotes、John Paul。ワシントン DC：IFCおよびハーバード・
ケネディスクール CSR Initiative。

Emerging Markets, Emerging Models: Market-Based Solutions to the Challenges of 
Global Poverty（2009）
Ashish Karamchandani、Michael Kubzansky、Paul Frandano。Monitor Group。

Stretching the Fabric of MFI Networks（2009）
Nishant Lalwani、Michael Kubzansky。Monitor Group。

The Next Billions: Unleashing Business Potential in Untapped Markets（2009）
世界経済フォーラム。ジュネーブ：世界経済フォーラム。

Creating Value for All: Strategies for Doing Business with the Poor（2008）
国連開発計画。ニューヨーク：UNDP。

The Next 4 Billion: Market Size and Business Strategy at the Base of the Pyramid（2007）
Allen L. Hammond、William J. Kramer、Robert S. Katz、Julia T. Tran、Courtland Walker。 
ワシントン DC：世界資源研究所および国際金融公社。 
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後 注

1. Allen L. Hammond, William J. Kramer, Robert S. Katz, Julia T. Tran, Courtland Walker, 国際金融公社、世界資源研究所、『次な
る 40億人̶経済ピラミッドの底辺の市場規模とビジネス戦略』

2. Jenkins, Beth、石川エリ子、Alexis Geaneotes、John Paul（2010）。『Scaling Up Inclusive Business: Advancing the Knowledge 
and Action Agenda』。ワシントン DC：IFCおよびハーバード・ケネディスクール CSR Initiative。

3. Nelson, Jane（近刊）。『Expanding Opportunity and Access: Approaches that harness markets and the private sector to create 
business value and development impact』。ケンブリッジ、MA：ハーバード・ケネディスクール CSR Initiative。

4. これらの事例紹介は当初、以下の出版物に掲載されたものであり、許可を得て転載しています：Jenkins, Beth、石川エリ子、Alexis 
Geaneotes、John Paul（2010）。『Scaling Up Inclusive Business: Advancing the Knowledge and Action Agenda』。ワシントン
DC：IFCおよびハーバード・ケネディスクール CSR Initiative。

5. Waverman, Leonard、Meloria Meschi、Melvyn Fuss（2005）。『The Impact of Telecoms on Economic Growth in Developing 
Countries』。Vodafone Policy Services。

6. Mahalingam, T.V.（2009）『Bank at the Doorstep』。Outlook Business India。

7. Demirgüç-Kunt, Asli、Thorsten Beck、Patrick Honohan（2008）。『Finance for All: Policies and Pitfalls in Expanding Access』。
World Bank Policy Research Report。ワシントン DC：世界銀行。21ページ。

8. Waverman et al.（2005）。

9. Baclagon, Maria Lourdes et al.（2004）。『Water for the Poor Communities (TPSB), Philippines』。Pro-poor Water and 
Wastewater Management in Small Towns、国連アジア太平洋経済社会委員会。12ページ。

10. Ibid.、40ページ。

11. Ibid.、43ページ。

12. McIntosh, Arthur C.、Cesar E. Yñiguez（1997）。『Second Water Utilities Data Book: Asia and Pacific Region』。マニラ：アジア
開発銀行。Comeault, Jane（2007）に掲載。『Manila Water Company: Improving Water and Wastewater Services for the Urban 
Poor』。Growing Inclusive Markets Case Study。ニューヨーク：国連開発計画（UNDP）。8ページ。

13. Manila Water（2008）。『Manila Water Company Inc. 2008 Annual Report』。オンライン：http://www.manilawater.com/
downloads/M WC-AR-2008.pdf（2009年 3月 23日アクセス）。

14. Ibid.

15. Baclagon et al.（2004）、43ページ。

16. Manila Water（2008）。

17. Kumar, Anjali（2004）。『Access to Financial Services in Brazil』。ワシントン DC：世界銀行。

18. ムラカミ , Y.、A. Blom（2008）。『Accessibility and Affordability of Tertiary Education in Brazil, Colombia, Mexico and Peru 
within a Global Context』。World Bank Policy Research Working Paper。451ページ。ワシントン DC：世界銀行。4、13、16ページ。

19. Waverman et al.（2005）。 

注：本稿における為替レートは、ケーススタディ執筆時点のものに依拠している。
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インクルーシブ・ビジネス及びその他 IFCの支援サービスに
関しては、IFC東京事務所までお問い合わせ下さい。

IFC 東京事務所
〒100-0011 東京都千代田区内幸町 2-2-2 
富国生命ビル 10 階
TEL: 03-3597-6657 FAX: 03-3597-6698
Email: ifctokyonews@ifc.org

また、本報告書に関する情報は、IFCのインクルーシブ・ 
ビジネス・モデル・グループにお問い合わせ下さい。

増岡俊哉
IFC (国際金融公社本部 )
2121 Pennsylvania Avenue, NW 
Washington, DC 20433 USA
TEL:+1-202-473-9538 
Email: tmasuoka@ifc.org

石川エリ子
Email: eishikawa@ifc.org
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